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Ⅰ 政策等の評価の実施状況等の概要 
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１ 秋田県の評価制度の概要 

 

 （１）実施機関 

      評価は、「知事」「教育委員会」「公安委員会及び警察本部長」がそれぞれ実施す

る。 

 

 （２）評価の対象 

      評価の対象は、「政策」「施策」「事業」（以下「政策等」という。）とし、対象

とする範囲など具体的な内容は、各実施機関が「政策等の評価に関する実施計画」（以

下「実施計画」という。）で定める。 

 

 （３）評価のあり方 

      実施機関が評価を行う場合は、合理的な手法により、できるだけ定量的に政策等の

効果を把握し、必要性、効率性又は有効性等の観点から自ら評価するとともに、その

結果を政策等に適切に反映させるものとする。また、評価に当たっては、県民の意見

を採り入れるよう努めるものとする。 

 

 （４）評価の実施 

      政策等の評価は、「秋田県政策等の評価に関する条例」（以下「条例」という。）

及び「秋田県政策等の評価に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）に基づ

き、各実施機関が毎年度定める実施計画に従い行う。実施計画には、評価の実施に関

する考え方、評価の対象、効果の把握、評価調書等の事項を定める。 

(Ｐ１２８･･･ 参考資料２「令和７年度政策等の評価に関する実施計画の概要」以降を

参照) 

 

 （５）評価結果の反映・活用 

 実施機関は、政策等の評価結果を総合計画が掲げる政策等の効果的な推進や予算編

成等に活用する。 

 

  (６) 評価結果の公表 

 実施機関は、政策等の評価を実施したときは、その都度、県公式ウェブサイトへの

掲載などにより、評価に関する情報を公表する。 

 

  (７) 議会への報告 

      知事は、毎年度、実施機関が作成した評価の実施状況及び評価結果の政策等への反

映状況に関する報告書を取りまとめ、これを県議会に提出する。 

 

  (８) 政策評価委員会 

     条例により設置された「秋田県政策評価委員会」は、実施機関の諮問に応じ、基本

方針及び評価に関する事項（評価結果、評価制度）を調査審議する。 
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 （９）政策等の評価の体系・対象 
 
  ■ 知事・教育委員会  【新秋田元気創造プラン】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  政 策 評 価 （Ｐ６～）        ○「新秋田元気創造プラン」の六つの重点戦略  

              
   
 
      施 策 評 価 （Ｐ６～）    ○「新秋田元気創造プラン」の重点戦略及び 
                                      基本政策に掲げる３６の施策 
  
 
       事 業 評 価 （Ｐ８～）  ○予算事業 
                                      ・目的設定 
 ・中間評価 
 ・事後評価（大規模事業、ソフト事業） 
 
 
      公共事業箇所評価（Ｐ１０～)  ○補助事業及び単独事業 
                            （農林水産部、建設部） 
                                      ・新規箇所評価 
 ・継続箇所評価 
 ・終了箇所評価 
 
       研究課題評価 （Ｐ１２～）  ○試験研究開発課題 
                                      ・目的設定 
 ・中間評価 
 ・事後評価 
 
        経 営 評 価 （Ｐ１３）  ○企業会計により実施している事業 
                                      （電気事業、工業用水道事業、下水道事業） 
 ・中間評価 
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  ■ 公安委員会及び警察本部長  【秋田県警察運営の基本方針と重点目標】 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
    政 策 評 価 （Ｐ１４）                ○「令和６年秋田県警察運営の基本方針

  と重点目標」の基本方針 

 
     施 策 評 価 （Ｐ１４） ○上記「重点目標」にある「実施項目」の 
                          うち、予算措置をして行う事業を伴う事項 
 
       事 業 評 価 （Ｐ１５）  ○予算事業 
                                      ・目的設定 
 ・中間評価 
 ・事後評価（大規模事業、ソフト事業） 
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２ 評価の実施状況及び反映状況の概要 
 
（１）知事・教育委員会  
 
■「秋田県政策評価委員会」の調査審議結果 
  第１回：令和７年８月２１日 知事及び教育委員会が実施した評価結果について 
  第２回：令和７年８月２７日  知事が実施した評価結果について 
  
  調査審議対象となった評価結果については「概ね妥当」とする答申が示された。 
 
  ① 政策評価及び施策評価                          
  ア 目的 

 政策・施策の推進途上において、政策・施策の推進状況や推進上の課題の抽

出、今後の推進方向など、政策・施策の効果的な推進を図るための情報を提供

する。 
 
  イ 評価結果 
        「新秋田元気創造プラン」の六つの重点戦略及び３６の施策 

戦略名・施策名 総合評価 
戦略１ 産業・雇用戦略 Ｅ 
 
 
 
 

１－１ 産業構造の変化に対応した県内産業の競争力の強化 ｅ 
１－２ 地域資源を生かした成長産業の発展 ｄ 
１－３ 歴史と風土に培われた地域産業の活性化 ｃ 
１－４ 産業振興を支える投資の拡大 ｅ 

戦略２ 農林水産戦略  Ｃ 
 
 
 
 

２－１ 農業の食料供給力の強化 ｃ 
２－２ 林業・木材産業の成長産業化 ｄ 
２－３ 水産業の持続的な発展 ｃ 
２－４ 農山漁村の活性化 ｂ 

戦略３ 観光・交流戦略 Ｃ 
 
 
 
 
 

３－１ 「何度でも訪れたくなるあきた」の創出 ｃ 
３－２ 「美酒・美食のあきた」の創造 ａ 
３－３ 文化芸術の力による魅力ある地域の創生 ａ 
３－４ 活気あふれる「スポーツ立県あきた」の実現 ｅ 
３－５ 国内外との交流と住民の暮らしを支える交通ネットワークの構築 ｄ 
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戦略名・施策名 総合評価 
戦略４ 未来創造・地域社会戦略 Ｄ 
 
 
 
 
 
 

４－１ 新たな人の流れの創出 ｃ 
４－２ 結婚・出産・子育ての希望がかなう社会の実現  ｅ 
４－３ 女性・若者が活躍できる社会の実現 ａ 
４－４ 変革する時代に対応した地域社会の構築 ｅ 
４－５ 脱炭素の実現を目指す地域社会の形成 ｄ 
４－６ 行政サービスの向上 ｂ 

戦略５ 健康・医療・福祉戦略 Ｅ 
 
 
 
 

５－１ 健康寿命日本一の実現 ｅ 
５－２ 安心で質の高い医療の提供 ｅ 
５－３ 高齢者と障害者の暮らしを支える体制の強化 ｃ 
５－４ 誰もが安全・安心を実感できる地域共生社会の実現 ｅ 

戦略６ 教育・人づくり戦略 Ｄ 
※

※

※

※ 
 
※ 

６－１ 秋田の将来を支える高い志にあふれる人材の育成 ｄ 
６－２ 確かな学力の育成 ｂ 
６－３ グローバル社会で活躍できる人材の育成 ｃ 
６－４ 豊かな心と健やかな体の育成 ｃ 
６－５ 地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機関の機能の強化 ｅ 
６－６ 生涯にわたり学び続けられる環境の構築 ｂ 

基本政策１ 
防災減災・交通基盤 

(1) 強靱な県土の実現と防災力の強化 ａ 
(2) 交流を支える交通基盤の強化 ａ 

基本政策２ 
生活環境 
 

(1) 犯罪・事故のない地域の実現 ｄ 
(2) 快適で暮らしやすい生活の実現 ｅ 
(3) 安らげる生活基盤の創出 ａ 

基本政策３ 
自然環境 

(1) 良好な環境の保全 ｂ 
(2) 豊かな自然の保全 ｂ 

        （※教育委員会が所管する施策） 
  ウ 反映状況等 
 
 
 
 
    
 

 ○総合計画に掲げる政策及び施策の効果的な推進活用 
 ○「令和８年度重点施策推進方針」の策定に反映 
  ※  個別政策への対応方針は、Ｐ19～「Ⅱ－１－（１）政策評価」に、個 
       別施策への対応方針は、Ｐ26～「Ⅱ－１－（２）施策評価」に記載 
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  ② 事業評価                                
 ②－１ 目的設定 
  ア 目的 

事業の企画立案や実施に当たり、事業課題を明確化させ、事業実施の必要性

や手段の妥当性を考察するとともに、事業実施により達成すべき状態（指標及

び目標値）を明らかにする。 
 
  イ 令和６年度補正予算、令和７年度当初予算に要求した新規事業 
                                              知事 ・ 教育委員会 

・令和６年度６月補正予算関係   （   ３件 ・    ０件    ） 
・令和６年度９月補正予算関係   （   ０件 ・    ０件    ） 
・令和６年度１２月補正予算関係  （   ０件 ・   ０件    ） 
・令和６年度２月補正予算関係   （   ６件 ・   ０件    ） 
・令和７年度当初予算関係       (   １３件 ・    ０件    ） 
 

 
 ②－２ 中間評価 
  ア 目的 

継続事業について、当該事業の見直しや改善を図り、より効果的かつ効率的

な事業推進のための課題と推進方向を示す。 
 
  イ 評価結果 

判 定 知 事 教育委員会 
Ａ 
Ｂ 
Ｃ 

   ２件(  １％） 

 ２７３件（ ９９％） 
     ０件（  ０％） 

   ７件（ ２４％） 
  ２２件（ ７６％） 
   ０件（  ０％） 

     
   ウ  反映状況等 

 事業内容や事業の優先順位等を精査し、予算要求に反映 
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 ②－３ 事後評価 
  ア 目的 

事業終了後に、事業目的の達成状況を把握し、類似事業の企画立案のほか、

当該事業により整備された施設等の効果的・効率的な利活用に有用な情報を提

供する。 
 
  イ 評価結果 

判 定 知 事 教育委員会 
Ａ 
Ｂ 
Ｃ 

  ０件（  ０％） 
 ２１件（１００％） 
    ０件（   ０％） 

  ０件（  ０％） 
１件（１００％） 

  ０件（   ０％） 
 
                                                             
   ウ  反映状況等 

 将来の類似事業の企画立案や施設の管理・運営等に反映 
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③ 公共事業箇所評価（令和６年度に行った評価）

■「秋田県政策評価委員会公共事業評価専門委員会」の調査審議結果

第１回：令和６年９月３日

新規箇所評価結果及び対応方針（案）について

第２回：令和６年１１月２０日

継続箇所評価及び終了箇所評価の評価結果及び対応方針（案）について

第３回：令和７年１月２１日

新規箇所評価結果及び対応方針（案）について

調査審議の結果、県の対応方針を全て とする答申が示された。「可」

③－１ 新規箇所評価

ア 目的

県が新たに実施しようとする公共事業の必要性や効率性等について箇所ごと

に評価を行い、翌年度の事業の着手等の判断を行うための有用な情報を得る。

イ 評価結果

「選定」 ８件

「改善して選定」 ０件

「保留」 ０件

ウ 反映状況等

事業内容の見直しや事業着手等の今後の対応方針及び予算要求に反映

（個別箇所への反映状況は、各公共事業新規箇所評価調書に記載）

③－２ 継続箇所評価

ア 目的

県が継続して実施している公共事業の必要性や効率性等について箇所ごとに

、 、 。評価を行い 翌年度の事業継続 中止等の判断を行うための有用な情報を得る

イ 評価結果

「継 続」 ２４件

「改善して継続」 ０件

「見直し」 ０件

「中 止」 ０件

ウ 反映状況等

翌年度の事業の継続、事業内容の見直し、中止等の判断に反映

（個別箇所への反映状況は、各公共事業継続箇所評価調書に記載）
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③－３ 終了箇所評価

ア 目的

県が実施した公共事業の有効性等について箇所ごとに評価を行い、適切な維

持管理や利活用の検討及び同種事業の計画・調査等に反映するための有用な情

報を得る。

イ 評価結果

Ａ「妥当性が高い」 ７件

Ｂ「概ね妥当である」 １件

Ｃ「妥当性が低い」 ０件

ウ 反映状況等

当該事業箇所の維持管理や同種事業の計画・調査等に反映

（個別箇所への反映状況は、各公共事業終了箇所評価調書に記載）
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  ④ 研究課題評価                              
  
 ■「秋田県政策評価委員会研究評価専門委員会」の調査審議結果 
   第１回：令和７年８月２８日 研究課題評価結果について 
 
   全ての評価結果について「概ね妥当」とする答申が示された。 
 
 ④－１ 目的設定 
  ア 目的 

研究課題の企画立案や実施に当たり、研究課題を明確化させ、研究実施の必

要性や手段の妥当性を考察するとともに、研究により達成すべき状態を明らか

にする。 
 

  イ 令和７年度当初予算に要求した新規事業 （１３件） 
 
 ④－２ 中間評価 
  ア 目的 

評価実施年度に予算計上している継続研究課題について、これまでの進捗状

況や目標達成可能性、研究を取り巻く状況の変化等の観点から、引き続き研究

を続けることの適否を判断するための有用な情報を提供する。 
 
   イ 評価結果 

  Ａ      ９件（４７％） 
  Ｂ     １０件（５３％） 
  Ｃ       ０件（  ０％） 
  Ｄ          ０件（  ０％） 

 
   ウ  反映状況等 

 研究計画内容の見直しや研究課題に係る今後の対応方針及び予算要求

に反映させるとともに、予算要求・予算編成の資料として活用 
 （各評価の反映状況は、P108～「Ⅱ－１－(9)研究課題評価」に記載） 
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 ④－３ 事後評価 
   ア 目的 

評価実施年度の前年度に研究期間が終了した研究課題について、最終到達目

標の達成度、研究成果の効果の観点から研究結果を評価し、次期研究計画の策

定等に活用する。 
 
    イ 評価結果 

  Ａ     ２件（１４％） 
  Ｂ     １２件（８６％） 
  Ｃ     ０件（ ０％） 
  Ｄ       ０件（ ０％） 

 
     
  ウ  反映状況等 

 実施中又は将来の類似研究の課題設定等に反映させるとともに、研究

機関の研究基本方針や研究計画の策定の検討資料として活用 
 
 
 
 
  ⑤ 経営評価                                
  
 ア 目的 

事業会計の経営状況について、計画的、効率的な経営を行うための情報を提供

する。 
 
  イ 評価結果 

 Ａ「着実に推進」            ２件 
 Ｂ「改善を図りながら推進」       １件 
 Ｃ「見直しが必要」           ０件 

 
  ウ 反映状況等 

 翌年度に向けた事業会計の推進方向、事業内容の見直し等に反映させる

とともに、令和８年度の予算編成方針等に活用 
 （個別会計への反映状況は、P112～「Ⅱ－１－(10)経営評価」に記載） 
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（２）公安委員会及び警察本部長

■「秋田県政策評価委員会」の調査審議結果

第１回：令和７年８月２１日

公安委員会及び警察本部長が実施した評価結果について

調査審議対象となった評価結果について とする答申が示された。「概ね妥当」

① 政策評価及び施策評価

ア 目的

政策・施策の推進途上において、政策・施策の推進状況や推進上の課題の抽

出、今後の推進方向など、政策・施策の効果的な推進を図るための情報を提供

する。

イ 評価結果

「令和６年秋田県警察運営の基本方針と重点目標」の一つの政策及び二つの施策

政策名・施策名 総合評価

政策 安全で安心な秋田の実現 Ｂ

施策１ 県民を犯罪等から守るための取組 c

施策２ 交通事故防止のための総合的な取組 a

ウ 反映状況等

「令和８年秋田県警察運営の基本方針と重点目標」の策定、各施策

の効果的な推進に反映

政策への対応方針は、Ｐ114～「Ⅱ－２－(1)政策評価」に、個別施策へ※

の対応方針は、Ｐ116～「Ⅱ－２－(2)施策評価」に記載
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② 事業評価

②－１ 目的設定

ア 目的

事業の企画立案や実施に当たり、事業課題を明確化させ、事業実施の必要性

や手段の妥当性を考察するとともに、事業実施により達成すべき状態（指標及

び目標値）を明らかにする。

イ 対象

令和６年度補正予算、令和７年度当初予算に要求した新規事業（ただし書の

事業を除く ）。

目的設定をした新規事業はなし

②－２ 中間評価

ア 目的

継続事業について、当該事業の見直しや改善を図り、より効果的、効率的に

推進するための課題と推進方向を示す。

イ 評価結果

判 定 警察本部

Ａ ３件（３３％）

Ｂ ６件（６７％）

Ｃ ０件（ ０％）

ウ 反映状況等

事業内容や事業の優先順位等を精査し、予算要求に反映

②－３ 事後評価

ア 目的

事業終了後に、事業目的の達成状況を把握し、類似事業の企画立案のほか、

当該事業により整備された施設等の効果的、効率的な利活用に有用な情報を提

供する。

イ 評価結果

今年度の事後評価はなし

ウ 反映状況等

将来の類似事業の企画立案や施設の管理・運営等に反映
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 Ⅱ 各実施機関が行った政策等の評価の実施 

   状況及び評価結果の政策等への反映状況 
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１　知事、教育委員会

（１）政策評価

ア　実施状況

①　対象

②　実施時期

　企画振興部長による評価 令和７年７月

③　評価に用いたデータ等

　○政策を構成する施策の評価結果

　○政策を取り巻く社会経済情勢の変化

④　評価に用いた観点及び判定基準

（１）定量的評価

　 戦略毎に、施策の評価結果の平均点から判定する。

　施策評価結果の配点　　ａ：４点、ｂ：３点、ｃ：２点、ｄ：１点、ｅ：０点

（２）定性的評価

　

（３）総合評価

　「新秋田元気創造プラン」の六つの重点戦略

Ａ相当 　平均点が４点

Ｂ相当 　平均点が３点以上４点未満

Ｃ相当 　平均点が２点以上３点未満

Ｄ相当 　平均点が１点以上２点未満

Ｅ相当 　平均点が１点未満

　必要に応じて、政策を取り巻く社会経済状況等から判定する。

評価結果 判定方法

Ａ

　原則として、定量的評価により総合評価を決定する。ただし、定性的評
価を考慮する必要がある場合には、その内容を明らかにした上で、総合的
な観点から決定する。

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ
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目指
す姿

　全国の情報関連産業の市場規模は大きな
伸びを見せているものの本県の伸び率は低
く、全国に占める割合も、売上高・従業員
数共に極めて低い状況にある。

イ　政策評価結果の概要及び評価結果の反映状況

戦略１　産業・雇用戦略

政策を構成する施策の評価結果　（詳細は、Ｐ28～34を参照）

　目指す姿１　産業構造の変化に対応した県内産業の競争力の強化 ｅ

　目指す姿２　地域資源を生かした成長産業の発展 ｄ

　県内企業では経営者の高齢化（社長平均
年齢62.6歳は全国１位。全国平均60.7歳）
に伴い、世代交代（後継者不在率72.3％は
全国ワースト１位。全国平均52.1％）の時
期を迎えており、雇用の確保や優れた技
術・ノウハウ等の貴重な経営資源を継承す
る上で、後継者の確保や円滑な事業承継が
大きな課題となっている。（出典：帝国
データバンク2024年12月及び2025年3月調
査）

　事業承継サポート推進員による事業者訪問及び相談
対応のほか、Ｍ＆Ａ支援事業費補助金等を活用した企
業支援を促進するとともに、秋田県事業承継・引継ぎ
支援センターなどの支援機関と連携しながら、引き続
き事業者のニーズに応じた最適な事業承継支援を行っ
ていく。なお、国による事業承継計画書策定の高度化
を目的とした様式廃止に伴い、各支援機関の計画策定
支援件数が大幅に減少したことに対応し、事業承継・
引継ぎ支援センターによる各支援機関に対する具体的
な指導の強化を図る。

など

　目指す姿３　歴史と風土に培われた地域産業の活性化 ｃ

　目指す姿４　産業振興を支える投資の拡大 ｅ

総合評価 　評価理由

　伝統的工芸品産業の事業者数、従事者及
び生産額は減少傾向にあり、産地の持続化
に向けた取組が求められている。

　産地等が行う国内外の販路開拓や新商品開発、人材
育成等の取組を支援するとともに、一定以上の技能等
を有する者を「秋田県認定工芸士」等として認定する
制度を継続して実施する。また、伝統的工芸品産業の
魅力を国内外の幅広い層に訴求するため、映像制作や
デジタル活用セミナーの開催等により産地等における
デジタル活用を促進することで情報発信力の強化を図
る。

など など

Ｅ

　施策評価の結果を基にした定量的評価が「Ｅ相当（平均点0.75）」であることか
ら、総合評価は「Ｅ」とする。

課題 今後の対応方針

1

など

4

　これまでの誘致進展により分譲可能な産
業用地が少なくなっていることや、国内全
般における労働力人口の減少を背景に、大
規模な雇用計画を有する企業の誘致が難し
くなっている。

　誘致実績件数については、昨年度、直近30年間で２
番目に多い16件となり、次世代太陽電池に関連する成
長分野の企業や県内有力企業の雇用維持・事業承継に
結び付いた企業の誘致が実現していることから、今後
も積極的な誘致活動を推進していくほか、洋上風力発
電等の再生可能エネルギー源近傍における産業集積の
拡大を目指し、再エネ工業団地の整備とＰＲを進めて
いく。

など など

2

　事業規模の拡大や経営基盤の整備に係る取組を支援
することにより、県内ＩＣＴ企業の競争力強化を図
る。また、県内ＩＣＴ企業と学生との接触機会を増や
す取組により、人材の確保・育成を図る。

など など

3
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目指
す姿

　目指す姿３　水産業の持続的な発展 ｃ

戦略２　農林水産戦略

政策を構成する施策の評価結果　（詳細は、Ｐ35～40を参照）

　目指す姿１　農業の食料供給力の強化 ｃ

　目指す姿２　林業・木材産業の成長産業化 ｄ

　目指す姿４　農山漁村の活性化 ｂ

総合評価 　評価理由

Ｃ

　施策評価の　施策評価の結果を基にした定量的評価が「Ｃ相当（平均点2.00）」
であることから、総合評価は「Ｃ」とする。

課題 今後の対応方針

1

　「サキホコレ」を全国トップブランドと
するため、令和７年度から特別栽培を標準
化しているが、技術習得が必要なことなど
から取組のハードルが上がり、作付面積の
伸びが鈍化している。

　特別栽培マニュアルに基づく技術指導や、ＡＩを活
用したほ場管理システムの導入により、高品質・良食
味米の安定生産を推進するとともに、インナーブラン
ディングの取組等により新規生産者の掘り起こしや、
既作付者の作付拡大を図る。

など など

など など

3

　海洋環境の変化により、サケやアワビ等
の冷水性の魚介類に係る放流後の生残率が
低下し、つくり育てる漁業対象魚種の生産
額が減少している。

　生残率を向上させる取組として、放流種苗の大型化
や放流時期と場所の適正化を図るなど、環境の変化に
伴う死亡リスクを最小限に抑えるための生産技術開発
を行う。

など など

2

　人口減少や建築資材の高騰により、新設
住宅着工数が減少し、木材需要が低迷して
いる。

　県内外の住宅においては輸入材から県産材への転換
を進めるほか、非住宅建築物での県産材利用や海外輸
出の展開などにより新たな需要を開拓する。

4

　地域特産物のブランド化は、地域関係者
の合意形成が難しいほか、成果を上げるま
でに時間を要する。また、新たな加工技術
の習得や販路開拓等において様々な課題が
生じ、個人での解決が困難となっている。

　地域を支える人材・組織づくりから地域活性化を目
指す取組までを総合的に支援するとともに、必要に応
じて課題解決に向けたアドバイザーを派遣するなど、
継続的にきめ細かなサポートを実施する。

など など
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目指
す姿

戦略３　観光・交流戦略

政策を構成する施策の評価結果　（詳細は、Ｐ41～48を参照）

　目指す姿１　「何度でも訪れたくなるあきた」の創出 ｃ

　目指す姿２　「美酒・美食のあきた」の創造 ａ

　目指す姿３　文化芸術の力による魅力ある地域の創生 ａ

　目指す姿４　活気あふれる「スポーツ立県あきた」の実現 ｅ

　目指す姿５　国内外との交流と住民の暮らしを支える交通ネットワークの構築 ｄ

総合評価 　評価理由

Ｃ

　施策評価の結果を基にした定量的評価が「Ｃ相当（平均点2.20）」であることか
ら、総合評価は「Ｃ」とする。

課題 今後の対応方針

1

　多様化する旅行ニーズに対応したストレ
スフリーな受入態勢の整備が不十分であ
る。

　バリアフリー化を含む幅広い取組を対象とする宿泊
施設の高付加価値化等を目的とした補助事業等によ
り、多様なニーズに応じた受入態勢整備を支援する。
また、観光施設のバリアフリー調査や高齢者モニター
ツアーを開催するなどバリアフリー観光の周知を図る
ほか、観光地・宿泊施設等に係る情報発信及び電話相
談等により安全・安心に旅ができるよう支援する。

など など

2

　煩雑な輸出手続や社内における輸出営業
の専任人材の不足等が新たに輸出に取り組
む事業者の障壁となっているほか、マッチ
ング機会の創出など現地市場参入に向けた
土台づくりに関する負担軽減が求められて
いる。

　県内食品事業者間の連携による、海外への販路拡大
に取り組む自走組織の立ち上げや輸出障壁の解消に向
けた先導的な取組を推進するとともに、こうした動き
の横展開を図る。

など など

3

　文化芸術活動を行う個人や団体が固定化
しており、世代や活動地域にも偏りが生じ
ている。

　優れた作品や活動に対する顕彰、文化団体が行う活
動への助成などにより、幅広い世代や地域の県民が文
化芸術活動に取り組みやすい環境づくりを進める。

など など

4

　働く世代や子育て世代の女性において、
「仕事や家事が忙しいから」との理由によ
り運動実施率が低い傾向にある。

　職場や家庭で手軽に実践できる運動教室の開催や、
参加型スポーツイベントの実施、運動プログラムの動
画配信等の周知に努め、いつでも、どこでも、気軽に
運動ができる環境整備に取り組んでいく。

など など

5

　コロナ禍により落ち込んだフェリー利用
者の完全な回復には至っていない。

　トラック業界における2024年問題を受けてモーダル
シフトに取り組む事業者を対象に、助成制度を実施す
るなど、需要を的確に捉え利用増加につなげていく。
また、旅行事業者への助成制度のほか、メディアや出
前講座等の場でフェリー利用の魅力をＰＲし、貨物・
旅客利用の推進を図る。

など など
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目指
す姿

戦略４　未来創造・地域社会戦略

政策を構成する施策の評価結果　（詳細は、Ｐ49～56を参照）

　目指す姿１　新たな人の流れの創出 ｃ

　目指す姿２　結婚・出産・子育ての希望がかなう社会の実現 ｅ

　目指す姿３　女性・若者が活躍できる社会の実現 ａ

　目指す姿４　変革する時代に対応した地域社会の構築 ｅ

　目指す姿５　脱炭素の実現を目指す地域社会の形成 ｄ

　目指す姿６　行政サービスの向上 ｂ

総合評価 　評価理由

Ｄ

　施策評価の結果を基にした定量的評価が「Ｄ相当（平均点1.67）」であることか
ら、総合評価は「Ｄ」とする。

課題 今後の対応方針

1

　コロナ禍収束に伴う東京一極集中の再加
速により、本県への移住者の減少が懸念さ
れる。また、就職活動の多様化が進みマッ
チングサイトでの転職が多くなっている。

　首都圏の若者や子育て世帯を具体的なターゲットと
し、移住潜在層の心理や価値観を明確化するととも
に、マーケティングの手法を生かしながら、ターゲッ
トの特性に応じた実効性の高い取組を推進する。ま
た、サイト改修により求人情報の発信力を強化する。

など など

2

　結婚・出産の年齢上昇や不妊治療の保険
適用に伴い、不妊治療に関するニーズは高
まっていると考えられる中、相談件数は減
少した。

　令和７年２月に不妊に関する相談等の対応状況を県
内関係医療機関に調査したところ、相談があった場合
でも相談センターが紹介されていない状況が確認でき
たため、医療機関と相談センターの連携により相談件
数の増加を図る。また、メール相談も活用した専門的
できめ細やかな相談体制を今後も継続するとともに、
県広報誌への情報掲載やパンフレットの配布等によ
り、県民への相談センターの周知を図る。

など など

3

　地域貢献を意識して秋田での進学・就職
を選択する若者が一定数いるものの、具体
的な行動に移している者は少ない。

　若い世代が主体となった地域づくり活動や地域活性
化に向けた取組を促進するため、それぞれの思いを発
表・共有する場を設けて活動の受け皿となる団体の組
成を支援する。また、ロールモデルとなり得る斬新な
アイデアを持つ若者の挑戦を支援する。

など など

4

　人口減少や高齢化が進む中、地域コミュ
ニティの維持・活性化のために必要となる
地域運営組織の形成を促進しているが、取
組が進んでいない市町村がある。

　地域コミュニティの新たな担い手となる女性や若者
の参画も支援しながら、地域運営組織の形成に向けた
市町村への伴走支援や人材育成を行う。

など など

5

　事業者の脱炭素化は、国のＧＸ推進や世
界の動向に合わせて取り組む必要がある
が、企業内の現状・課題の把握や取組を進
めるためのノウハウ・人材が不足してい
る。

　金融機関、地域経済団体、支援機関等と連携して脱
炭素経営に関する理解促進セミナー等を開催するほ
か、各主体の支援情報を集約、一元的に発信する体制
の構築を進めるとともに、「省エネ診断」や「ＣＯ２
排出量可視化サービス」の活用等に要する費用を助成
することにより、事業者の脱炭素経営に向けた第一歩
となる取組への着手を促す。

など など

6

　オープンデータ化した県有データ数は目
標を上回ったものの、二次利用可能なデー
タが少ない。

　データ分析能力向上研修を通じオープンデータの有
用性を啓発するとともに、データ作成時のノウハウを
提供することで、二次利用可能なオープンデータの拡
充につなげていく。

など など
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目指
す姿

戦略５　健康・医療・福祉戦略

政策を構成する施策の評価結果　（詳細は、Ｐ57～64を参照）

　目指す姿１　健康寿命日本一の実現 ｅ

　目指す姿２　安心で質の高い医療の提供 ｅ

　健（検）診予約システムの未導入市町村に対してシ
ステムの導入を働きかけるなど、健（検）診を受診し
やすい環境整備を進めるとともに、かかりつけ医等に
よる受診勧奨などを通じて、健（検）診の受診促進を
図る。

など など

　目指す姿３　高齢者と障害者の暮らしを支える体制の強化 ｃ

　目指す姿４　誰もが安全・安心を実感できる地域共生社会の実現 ｅ

総合評価 　評価理由

　国は令和７年までに全ての市町村でチー
ムオレンジを立ち上げることを目標として
いるが、令和６年度末で７市町村９チーム
にとどまっている。

　チームオレンジの立ち上げ等を担うオレンジコー
ディネーター研修等で設置の意義やノウハウを伝えて
いく。さらに今年度新たに地域の認知症に関する資源
や人材の活用について、外部からの視点を取り入れた
検討を推進するため、オレンジ・チューターの現地派
遣等を実施する。

など など

Ｅ

　施策評価の結果を基にした定量的評価が「Ｅ相当（平均点0.50）」であることか
ら、総合評価は「Ｅ」とする。

課題 今後の対応方針

1

　特定健康診査の実施率が全国平均を下
回っているほか、がん検診受診率（胃・大
腸・肺・子宮頸・乳）は、大腸を除く部位
で減少している。

2

　本県の広大な面積に加え、専門医不足、
地域偏在格差といった背景から、急性期疾
患発症後の速やかな専門治療を行う体制に
課題を抱えている。

　病院内に専門医が不在でも画像により助言が得られ
るなどのメリットがある「遠隔画像連携システム」に
ついて、実際に導入し活用している病院の情報を協議
会において共有した上で、今後の展開について協議を
行うとともに、未導入の病院に対して導入に向け働き
かける。

など など

3

4

　民生委員・児童委員を対象に行った実態
調査では、ひきこもり状態にある者の８割
以上が支援を受けていない可能性があり、
全般的に支援が行き届いていないおそれが
ある。また、市町村によって支援件数に大
きな差がある。

　県民公開講座等を通じてひきこもりに関する周知・
啓発を図る。また、市町村職員等を対象とした支援者
研修会を実施して、身近な支援体制を強化する。さら
に、ひきこもり経験者等を対象に支援ニーズ調査を行
い、その結果を基に一人でも多くのひきこもり当事者
や家族が支援につながるよう、より効果的な情報発信
や相談体制の充実を図る。

など など
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目指
す姿

戦略６　教育・人づくり戦略

政策を構成する施策の評価結果　（詳細は、Ｐ65～71を参照）

　目指す姿１　秋田の将来を支える高い志にあふれる人材の育成 ｄ

　目指す姿２　確かな学力の育成 ｂ

　目指す姿３　グローバル社会で活躍できる人材の育成 ｃ

　目指す姿４　豊かな心と健やかな体の育成 ｃ

　目指す姿５　地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機関の機能の強化 ｅ

　目指す姿６　生涯にわたり学び続けられる環境の構築 ｂ

総合評価 　評価理由

Ｄ
　施策評価の結果を基にした定量的評価が「Ｄ相当（平均点1.83）」であることか
ら、総合評価は「Ｄ」とする。

課題 今後の対応方針

1

　高校生のインターンシップについては、
参加校が固定化されている傾向にあること
や、生徒の希望が多様化していること等に
より、参加率が伸び悩んでいる。

　インターンシップの趣旨や目的、意義について、協
議会等の機会を通じて理解促進を図るとともに、各高
校による新規開拓や企業訪問等を推進し、参加率の向
上につなげていく。また、「ふるさと企業紹介」等を
通じて、秋田で働くことの魅力を発信していく。

など など

2

　学校関係者・地域住民双方において、学
校運営協議会の意義や地域コーディネー
ター等の役割についての理解が十分に浸透
していない。また、地域によっては担い手
不足が深刻であり、適任者の発掘が困難と
なっている。

　学校運営協議会に地域コーディネーター等が参画し
たことによる「地域とともにある学校づくり」や「学
校を核とした地域づくり」の好事例を紹介する機会を
設け、他校・他地域への波及効果を高める。また、他
団体や関係機関との連携により、潜在的な人材の発掘
に努められるよう市町村を支援する。

など など

3

　英検３級以上相当の英語力を有する中学
３年生の割合は前年度を下回り、文部科学
省が求める指標である50％も下回ってい
る。生徒の語彙力の定着と長い文章を読む
ことに課題が見られる。

　年２回開催される全県指導主事等連絡協議会におい
て、全県的な課題について理解を深め、各地区で開催
される研究会及び学校訪問での指導内容の共有を図
る。また、共有された内容を教員研修の講師である外
部有識者にも伝え研修の内容に取り入れてもらい、課
題の解決を図る。

など など

4

　インターネット利用のリスクへの意識や
講座開催の必要性に対する認識に、市町村
間で温度差があり、積極的に取り組むとこ
ろと、関心が低いところに分かれる。対象
となる保護者や教職員等の多忙さや日程・
会場調整の困難さから、講座の設定が容易
ではないケースがある。

　未実施市町村をリストアップし、個別訪問や電話連
絡等により講座実施を働きかける。保護者会や学校行
事と連動した「時間短縮版講座」の提案により、実施
のハードルを下げる。

など など

5

　地域社会や県内産業が抱える課題が多様
化・複雑化する中、地域を支える拠点であ
る県内高等教育機関における課題解決に向
けた取組が不足している。

　秋田県立大学及び国際教養大学が実施する、学生が
企業等と共に地域や企業が抱える課題の解決に取り組
むプログラムや、私立大学等が行う即戦力人材の育成
など、教育・研究・地域貢献の各分野における各高等
教育機関の特色を生かした取組に対し、引き続き支援
する。

など など

6

　イベントの実施、ＳＮＳを活用した情報
発信等により、県民の読書活動を推進する
施策に取り組んでいるものの、子育てや働
き盛りの世代を中心に、読書時間の確保が
困難な傾向にある。

　「第４次秋田県読書活動推進基本計画」の策定に当
たり、外部有識者や関係団体等の意見も取り入れなが
ら、それぞれのライフステージに応じて読書に親しむ
環境づくりの推進に向けた取組を検討する。

など など
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（２）施策評価

①　対象

②　実施時期

　施策幹事部長及び教育委員会による評価 令和７年５月及び７月

③　評価に用いたデータ等

　○成果指標の達成状況及び経過検証指標

　○施策に関連する統計データ

　○令和７年度県民意識調査の結果

④　評価に用いた観点及び判定基準

（１）定量的評価

成果指標の達成状況から定量的に判定する。

【成果指標の達成率の判定基準】

【定量的評価の判定基準】

　なお、判定結果の平均点は実績値が未判明となった成果指標を除いて算出する。

ア 実施状況

　「新秋田元気創造プラン」の重点戦略及び基本政策に掲げる36の施策

配点 判定基準

4点 　達成率が100％以上

3点 　達成率が90％以上100％未満

2点 　達成率が80％以上90％未満

1点 　達成率が70％以上80％未満

0点 　達成率が70％未満

ｎ 　実績値が未判明

評価結果 判定基準

ａ相当 　判定結果の平均点が3.6点以上

ｂ相当 　判定結果の平均点が3.2点以上3.6点未満

ｃ相当 　判定結果の平均点が2.8点以上3.2点未満

ｄ相当 　判定結果の平均点が2.4点以上2.8点未満

ｅ相当 　判定結果の平均点が2.4点未満
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（２）定性的評価

　

（３）総合評価

　考慮すべき場合には、経過検証指標の状況や施策の成果、外的要因等から判定する。

評価結果 判定方法

ａ

　　原則として、定量的評価（成果指標の達成状況）により総合評価を決
　定する。ただし、考慮すべき定性的評価の要因（経過検証指標の状況や
　施策の成果、外的要因等）がある場合には、その内容を明らかにした上
　で、総合的な観点から決定する。

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ
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イ 施策評価結果の概要及び評価結果の反映状況

■戦略１　産業・雇用戦略
目指す姿１　産業構造の変化に対応した県内産業の競争力の強化

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
Ｍ＆Ａ成約企業数（社）

目標 30

達成率

30 30 30

123.3%

実績 28 24 37 53 64

176.7% 213.3%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性①】
事業承継計画の策定件数（件）

目標 250

実績 245 166 368 409 111

250 250 250

達成率 147.2% 163.6% 44.4%

38

出典：県調べ 指標の配点 4 4 0

43

③

【施策の方向性②】
ＩｏＴ等を導入した企業の割合（％）

目標 29 33

実績 19 27 33 37 43

達成率 113.8% 112.1% 113.2%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

2,663 3,420

2,650

④

【施策の方向性③】
産業技術センターにおける技術指導・相
談件数（件）

目標 2,600

3,5552,267 2,769

2,700 2,750

達成率 136.7% 100.5% 126.7%

実績

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

⑤

【施策の方向性④】
経営革新計画の承認件数（件）

目標 20

実績 3 22 10 12 16

21 22 23

達成率 50.0% 57.1% 72.7%

34

出典：県調べ 指標の配点 0 0 1

37

⑥

【施策の方向性⑤】
貿易支援機関等による海外展開支援件数
（件）

目標 28 31

実績 30 34 34 32 24

達成率 121.4% 103.2% 70.6%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 1

18.9 19.5

20.0

⑦

【施策の方向性⑤】
東北管内における秋田港国際コンテナ貨
物取扱量のシェア（％）

目標 19.5

20.220.2 19.4

20.5 21.0

達成率 103.6% 94.5% 95.1%

実績

出典：県調べ 指標の配点 4 3 3

⑧

【施策の方向性⑥】
プロフェッショナル人材戦略拠点を通じ
た人材マッチング成約件数（件）

目標 55

実績 43 55 93 148 127

58 61 63

達成率 169.1% 255.2% 208.2%

出典：（公財）あきた企業活性化センター「事業報告書・収支決算書」 指標の配点 4 4 4

70.0

⑨

【施策の方向性⑥】
キャリアコンサルティング利用者の就職
率（％）

目標 64.0 66.0 68.0

実績 55.2 58.8 38.1 38.6 50.8

達成率 59.5% 58.5% 74.7%

625 650 675

出典：県調べ 指標の配点 0 0 1

489 558 643 718
⑩

【施策の方向性⑥】
技術専門校における在職者訓練の受講者
数（人）

目標 600

達成率 93.0% 102.9% 110.5%

実績 547

出典：県調べ 指標の配点 3 4 4

⑪

【施策の方向性⑦】
開業率（％）

目標 2.9

実績 2.5 2.7 2.3

3.0 3.1 3.2

2.3 2.1

達成率 79.3% 76.7% 67.7%

出典：秋田労働局「雇用保険産業別適用状況」 指標の配点 1 1 0
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

－ －

出典：経済産業省「経済構造実態調査」

－ －

出典：経済産業省「経済構造実態調査」

②

製造業の付加価値額（従業員４人以上の
事業所）（億円） 実績 4,942 5,794 (6,985)

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

製造品出荷額等（従業員４人以上の事業
所）（億円） 実績 12,862 13,078 (15,761)

2019
（Ｒ元）

2020
（Ｒ２）

総合評価 評価理由

ｅ
　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.36で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

経過検証指標 年度

①

②

③

⑤

⑥

⑦

県内における起業の多くは、地域に密着した小
規模な経営形態であるため、雇用の大幅な拡大
（開業率の増加）につながっていない。

人材面、資金面の制約に加え、近年の国際情勢
の悪化や原材料価格、エネルギー価格の高騰も
あり、県内中小企業が海外展開を目指すにあ
たってのハードルが高くなっている。

海外展開の初期段階への支援を継続するほか、商工会議所
等支援機関の人材育成や支援機関が実施する事業への支援
を通じて、県内企業が海外展開に取り組みやすい環境整備
に努めていく。

人手不足が深刻な本県において、県内企業が新
事業の創出や新たな販路開拓等を図るために
は、優れたスキルや経験を有する外部人材の活
用が有効であるが、積極的に取り組む企業はま
だ少ない。

県内企業に対し、人材紹介会社との連携によりプロフェッ
ショナル人材の獲得や副業・兼業人材の活用を促すほか、
首都圏在住の副業・兼業人材を本県に招き、県内企業との
マッチング強化に向けた交流会を開催するなど、県内企業
による外部人材活用への支援を強化する。

開業後の事業拡大に向け、商工団体等と連携したフォロー
アップを実施するとともに、AKISTAプラットフォームを通
じてスタートアップの創出・成長を支援し、地域における
雇用の創出につなげていく。

在職者等のスキルアップに向けた職業訓練やリスキリング
への支援を行うとともに、県内企業が大卒者等を経営の中
核を担う人材へ育成する取組を促進するほか、外国人材の
受入に向けたサポートセンターを運営することで、県内企
業の人材確保・育成を支援する。

人口減少や高齢化の進展に伴い、将来にわたっ
て生産年齢人口の減少が見込まれ、県内企業で
は広範囲な分野で人手不足の状況が続いている
ほか、在職者のキャリアコンサルティング利用
が増えるなど、求職者に限らない幅広い支援が
求められている。

物価上昇や人手不足をはじめとする昨今の社会
経済情勢の変化に柔軟に対応していくため、新
たなビジネスの創出等に向けた製品開発の促進
など、幅広い分野での研究開発の取組が重要度
を増しているが、県内企業においては、人的資
源や資金面での制約から、その取組が十分とは
言えない。

県内大学やＪＡＸＡ、公設試験研究機関等の技術・研究
シーズと県内企業ニーズのマッチングを進めるとともに、
女性・若手研究者の育成や継続的な成長が見込まれる先端
科学技術分野（ＤＸ、ＡＩ、ＧＸ等）のイノベーション創
出に資する研究に対し資金を提供することで、県内企業の
産学官連携による研究開発を促進する。

経営革新計画は、事業者が新たな事業活動を行
うことで経営の向上を図ろうとして作成するも
のであるが、その承認件数は低調となってい
る。

ハード・ソフトへの助成と伴走支援により、地域経済の底
上げや好循環に大きな役割を果たす地域のリーディング企
業を創出し、県内企業の生産性や企業価値の向上等の活性
化を図る。

革新的な事業を行うためには、中核的な人材が
必要であるが、その役割が期待される大学進学
者等の人材は、卒業後に県外で就職する傾向が
顕著である。

企業の中核人材となる大学等の新卒者及び既卒者（原則35
歳未満のＡターン者）の確保・定着に向け、県内企業によ
る職場環境の整備や新たな事業展開等を支援する。

④

県内企業では経営者の高齢化（社長平均年齢
62.6歳は全国１位。全国平均60.7歳）に伴い、
世代交代（後継者不在率72.3％は全国ワースト
１位。全国平均52.1％）の時期を迎えており、
雇用の確保や優れた技術・ノウハウ等の貴重な
経営資源を継承する上で、後継者の確保や円滑
な事業承継が大きな課題となっている。（出
典：帝国データバンク2024年12月及び2025年3月
調査）

事業承継サポート推進員による事業者訪問及び相談対応の
ほか、Ｍ＆Ａ支援事業費補助金等を活用した企業支援を促
進するとともに、秋田県事業承継・引継ぎ支援センターな
どの支援機関と連携しながら、引き続き事業者のニーズに
応じた最適な事業承継支援を行っていく。なお、国による
事業承継計画書策定の高度化を目的とした様式廃止に伴
い、各支援機関の計画策定支援件数が大幅に減少したこと
に対応し、事業承継・引継ぎ支援センターによる各支援機
関に対する具体的な指導の強化を図る。

経営課題（生産性向上や業務効率化、コスト削
減等）の解決手段として、デジタル技術を活用
していない事業者が依然として多く、その理由
として、導入効果が見えにくいことが挙げられ
ている。

成果を上げている県内事業者の好事例を紹介する解説動
画・記事を制作し、普及を図るほか、ＤＸ戦略策定・実行
のための伴走支援に取り組むことで、経営課題の解決に向
けたデジタル技術の活用を促進する。

デジタル技術の導入が進まない要因として、従
業員のスキル不足を問題視する事業者の割合が
高くなっている。

ＡＩ技術体験研修会やデジタル人材を育成する研修プログ
ラム、生成ＡＩの実践型研修会の実施等により、企業人材
のデジタルリテラシーの向上を図る。
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出典：経済産業省「経済構造実態調査」

出典：厚生労働省「薬事工業生産動態統計」

③

医療機器関連製造業の製造品出荷額等
（従業者４人以上の事業所）（百万円） 実績 61,494 62,838 (59,351) － －

出典：県調べ

②
医療機器の生産金額（百万円）

実績 121,285 82,004 (92,172) (90,249) －

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

風力発電設備に関するＯ＆Ｍ従事者数
（人） 実績 113 130 199 222 232

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

目指す姿２　地域資源を生かした成長産業の発展

①

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

【施策の方向性①】
輸送用機械器具製造業の製造品出荷額
（億円）

目標 1,427 1,485 1,545 1,607

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

実績 1,321 1,212 1,472 1,644 1,783

達成率 103.2% 110.7% 115.4%

4 4

807,889 904,489 904,489

実績 578,189 648,549 794,619

出典：県調べ 指標の配点 4

798,889 895,489
②

【施策の方向性②】
風力発電設備の導入量（累積）（㎾）

目標 799,349

達成率 99.4% 98.9% 99.0%

26 28 30

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3

③

【施策の方向性③】
情報関連産業の新商品開発企業数（社）

目標 24

79.2%

16実績 15 16 19 16

達成率 61.5% 57.1%

出典：県調べ 指標の配点 1 0 0

372 402 434

④

【施策の方向性③】
情報関連産業の売上高（億円）

目標 345

実績 295 296 273 292 301

達成率 79.1% 78.5% 74.9%

13 12

出典：県調べ 指標の配点 1 1 1

⑤

【施策の方向性④】
医療福祉・ヘルスケア関連産業への新規
参入企業数（社）

目標 10

実績 36 22

出典：県調べ

12

10 10 10

達成率 130.0% 120.0% 120.0%

指標の配点 4 4 4

⑥

【施策の方向性①～④】
成長産業における雇用創出数（人）

目標 358 361 380 391

実績 304 253 419 440 404

達成率 117.0% 121.9% 106.3%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

評価理由

ｄ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.67で「ｄ相当」であることから、総合評価は「ｄ」とする。

総合評価
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

県内輸送機関連企業の競争力の強化及び受注機
会の拡大を図るに当たって、新規取引拡大に意
欲的に取り組む企業がまだ少ない状況にある。

県内全域の企業を対象として、引き続き発電事業者・メー
カーとのマッチング支援、アドバイザーの派遣、人材育成
への助成等を行うとともに、関連企業の立地や浮体式を含
む案件形成に向けた取組を強化し、風車の部品製造、建設
工事、メンテナンス等における県内サプライチェーンの構
築を図りながら、県内外からの投資を促進し、県内への経
済効果の最大化につなげていく。

企業の中核人材を育成する研修会や、中京圏等の自動車
メーカーと県内企業のビジネスマッチングのためのコー
ディネーターの配置、自動車メーカー等との取引のための
設備導入補助金等、人材育成、研究開発、営業力の向上、
生産性の向上に係る各種支援を推進する。

洋上風力発電事業について、関連産業への県内
企業の参入促進と、県内全域への経済効果の波
及を求める声が高まっている。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

④

①

②

③

参入に必要な知識やノウハウ等を習得するセミナーの実施
や医療従事者による医療ニーズの発表、大手医療福祉機器
メーカーＯＢ等をアドバイザーとした伴走支援と商談機会
の創出により、県内企業の医療福祉分野への参入を促進す
る。

事業規模の拡大や経営基盤の整備に係る取組を支援するこ
とにより、県内ＩＣＴ企業の競争力強化を図る。また、県
内ＩＣＴ企業と学生との接触機会を増やす取組により、人
材の確保・育成を図る。

医療福祉関連産業について、高い品質管理体制
や関連法令等の知識・ノウハウのほか、医療や
福祉の現場ニーズの把握が必要なため、対応で
きる企業が少なく、参入が進んでいないことに
加え、販路開拓が不十分である。

全国の情報関連産業の市場規模は大きな伸びを
見せているものの本県の伸び率は低く、全国に
占める割合も、売上高・従業員数共に極めて低
い状況にある。

- 31 -



－

出典：県「秋田県県民経済計算」

－ －

出典：経済産業省「経済構造実態調査」

－②
商業・サービス業の県内総生産（億円）

実績 9,474 8,647 (8,702)

①

食料品・飲料等の製造品出荷額等（従業
者４人以上の事業所）（億円） 実績 1,335 1,162 (1,300)

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.00で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。

目指す姿３　歴史と風土に培われた地域産業の活性化

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
食品製造事業者の取引先マッチング成約
件数（件）

目標 10

達成率

10 10 10

100.0%

実績 - 7 10 10 10

100.0% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性②】
伝統的工芸品の生産額（百万円）

目標 1,550

実績 1,854 1,541 1,385 1,388 1,208

1,600 1,700 1,860

達成率 89.4% 86.8% 71.1%

2,980

出典：県調べ 指標の配点 2 2 1

3,000

③

【施策の方向性③】
商業事業者の販売額（億円）

目標 2,941 2,960

実績 2,928 3,453 3,548 3,629 3,661

達成率 120.6% 122.6% 122.9%

出典：経済産業省「商業動態統計」 指標の配点 4 4 4

136 147

150

④

【施策の方向性④】
県内建設業に就職した新規高校卒業者数
（人）

目標 150

154131 152

150 150

達成率 102.7% 90.7% 98.0%

実績

43 51

出典：秋田労働局「新規高校卒業者職業紹介状況」 指標の配点 4 3 3

⑤

【施策の方向性④】
ＩＣＴ活用工事の実施件数（件）

目標 40

実績 18 28

出典：県調べ

44

50 60 70

達成率 107.5% 88.0% 85.0%

指標の配点 4 2 2

⑥

【施策の方向性⑤】
リサイクル関連事業の製造品出荷額（億
円）

目標 352 365 378 391

実績 313 243 340 224 380

達成率 96.6% 61.4% 100.5%

ｃ

評価理由

出典：県調べ 指標の配点 3 0 4

総合評価

2023
（Ｒ５）
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ 太陽光パネル等、今後、成長が見込まれる分野に係る設備
投資等を支援する。

リチウムイオン電池や再生可能エネルギー設備等のリサイ
クル拠点を形成するため、必要な調査や支援を行ってい
く。

非鉄金属関連のリサイクル産業は金属価格の変
動や為替差等の外的影響を受けやすく、原料調
達や製品出荷に波が生じやすい。

カーボンニュートラル社会の実現等、時代の
ニーズの変化に応じた事業の育成・支援が求め
られている。

令和７年度から開始する「インフラＤＸ推進事業」を幅広
く周知するほか、ＩＣＴ活用工事の指導、小規模工事向け
手引き作成・周知により「ＩＣＴ活用工事」拡大を図る。

工事現場の省力化による生産性向上のほか、安
全性や施工精度の向上を図るため、ＩＣＴ活用
を更に促進する必要がある。

電力等価格高騰により経営環境に大きな影響を受けている
事業者に対し、省エネルギー化又は省力化を図るための設
備更新・導入を支援し、中長期的な生産性向上と経営基盤
の強化を促進する。

産地等が行う国内外の販路開拓や新商品開発、人材育成等
の取組を支援するとともに、一定以上の技能等を有する者
を「秋田県認定工芸士」等として認定する制度を継続して
実施する。また、伝統的工芸品産業の魅力を国内外の幅広
い層に訴求するため、映像制作やデジタル活用セミナーの
開催等により産地等におけるデジタル活用を促進すること
で情報発信力の強化を図る。

令和６年度から新たにデジタルを活用したリーディングカ
ンパニー育成事業を実施しており、県内の食品産業を牽引
する事業者の育成と生産性向上に向けた取組の支援を行
う。併せて、原材料等の価格高騰の影響を受けている食品
事業者による商品改良等の取組を支援し、収益構造の改善
を図る。

県内の商業・サービス業を営む事業者の多く
は、人手不足や原材料費の高騰等に加え、人口
減少と高齢化、さらには後継者不足などといっ
た複合的な困難に直面し、厳しい経営環境にあ
る。

伝統的工芸品産業の事業者数、従事者及び生産
額は減少傾向にあり、産地の持続化に向けた取
組が求められている。

県内食品製造業は、従業者数29人以下の小規
模・零細な事業所が約８割を占めており、製造
品出荷額は全国でも低位にとどまっている。ま
た、近年、原材料等の価格高騰により、生産体
制の縮小を余儀なくされるなど、経営に影響を
及ぼしている。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

②

③

④

⑤

新卒者の県内建設業への就職を促進するため、工業高校は
もとより、普通高校等においても出前説明会等を開催して
マッチングを強化するほか、イベントや各種媒体を通じて
建設産業の魅力向上を促進し、県内建設業への入職増加に
努めていく。

新規高卒者が減少傾向にあり、新卒者の県内建
設業への就職者も減少している。
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○ ○

○ ○

○ ○

目指す姿４　産業振興を支える投資の拡大

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

27 27 27

①

【施策の方向性①】
企業の誘致件数及び誘致済企業等による
施設・設備の拡充件数（件）

目標 27

実績 28 25 32 29 24

達成率 118.5% 107.4% 88.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 2

②

【施策の方向性①】
企業誘致等による雇用創出数（人）

目標 900

実績 887 474 1,607 819 641

900 900 900

達成率 178.6% 91.0% 71.2%

出典：県調べ 指標の配点 4 3 1

6

③

【施策の方向性②】
洋上風力発電における港湾の利用件数
（累積）（件）

目標 2 4 6

実績 0 2 2 4 7

達成率 100.0% 100.0% 116.7%

総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.33で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

人口の社会減を抑制する上で、Ａターン者や若
者等が働きたいと望む、人を呼び込める企業が
不足している。

若者等のＡターンや人口流出の抑制につながる魅力的な雇
用の場を確保するため、一定程度の雇用吸収力があるな
ど、県外から県内への労働移動等が見込まれる産業（輸送
機関連、新エネ関連等）を主軸としつつ、ＡＩ等の先進技
術を活用するスタートアップ企業等も対象として誘致活動
を行う。

洋上風力発電事業等の建設やメンテナンス等の
需要の高まりなどを受けて、環日本海交流の拠
点となる港湾機能の強化が求められている。

基地港湾に指定された秋田港及び能代港の機能を最大限に
発揮し、今後事業展開される秋田沖等の洋上風力発電事業
においても港湾群として対応するため、能代港の整備を進
めるとともに、船川港の活用を推進する。

①
これまでの誘致進展により分譲可能な産業用地
が少なくなっていることや、国内全般における
労働力人口の減少を背景に、大規模な雇用計画
を有する企業の誘致が難しくなっている。

誘致実績件数については、昨年度、直近30年間で２番目に
多い16件となり、次世代太陽電池に関連する成長分野の企
業や県内有力企業の雇用維持・事業承継に結び付いた企業
の誘致が実現していることから、今後も積極的な誘致活動
を推進していくほか、洋上風力発電等の再生可能エネル
ギー源近傍における産業集積の拡大を目指し、再エネ工業
団地の整備とＰＲを進めていく。
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■戦略２　農林水産戦略
目指す姿１　農業の食料供給力の強化

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①～⑤】
農業産出額（億円）

目標 1,822

達成率 91.7%

1,879 1,947 2,000

実績 1,931 1,898 (1,670) (1，779) R7.12月判明予定

94.7% -

出典：農林水産省「生産農業所得統計」 指標の配点 3 3 n

②

【施策の方向性①】
農業法人数（認定農業者）（法人）

目標 855

実績 705 788 845

890 925 957

884 901

3 3 3

98.8% 99.3% 97.4%達成率

③

【施策の方向性①】
新規就農者数（人）

目標

出典：県調べ 指標の配点

280

271 275 270

90.0%達成率

290 300

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3

310

実績 241 252

420 440 460 480

96.8% 94.8%

377 428 461 489
④

【施策の方向性②】
実用化できる試験研究成果件数（累積）
（件）

目標

達成率 101.9% 104.8% 106.3%

実績 345

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

⑤

【施策の方向性②】
環境保全型農業の取組面積（㏊）

目標 4,285

実績 1,519 4,204 4,485

4,326 4,368 4,410

4,631 4,740

4 4 4

104.7% 107.1% 108.5%達成率

⑥

【施策の方向性②】
ほ場整備面積（累積）（㏊）

目標

出典：県調べ 指標の配点

92,540

92,504 93,052 93,577

99.6%達成率

93,240 93,940

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3

94,540

実績 90,162 90,981

175 183 192 200

99.9% 99.8%

167 152 150 162
⑦

【施策の方向性③】
主要園芸品目の系統販売額（億円）

目標

達成率 86.9% 82.0% 84.4%

実績 154

出典：全農秋田県本部「秋田県ＪＡ青果物生産・販売計画書」 指標の配点 2 2 2

⑧

【施策の方向性③】
秋田牛の出荷頭数（頭）

目標 3,089

実績 2,872 2,844 2,972

3,203 3,323 3,683

3,111 3,137

3 3 3

96.2% 97.1% 94.4%達成率

⑨

【施策の方向性④】
サキホコレの作付面積（㏊）

目標

出典：県調べ 指標の配点

800

733 1,302 1,625

67.7%達成率

1,600 2,400

出典：県調べ 指標の配点 3 2 0

3,200

実績 - -

5.96 6.05 6.15 6.24

91.6% 81.4%

6.29 6.07 5.85 R7.12月判明予定

⑩

【施策の方向性④】
秋田県産米のシェア（％）

目標

達成率 101.8% 96.7% -

実績 6.07

出典：農林水産省「米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針」 指標の配点 4 3 n

39,650

実績 36,917 35,841

出典：県調べ

41,039

達成率

39,900 40,150 40,400

35,85239,669

指標の配点 4 3 2

⑪

【施策の方向性④】
水田への作物作付面積（主食用米を除
く）（㏊）

目標

103.5% 99.4% 89.3%
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出典：農林水産省「６次産業化総合調査」

出典：県調べ

③
６次産業化事業体の販売額（百万円）

実績 20,800 16,409 (18,257) －

出典：農林水産省「農産物生産費統計」

②
米60㎏当たり生産費（円）

実績 10,100 10,200 (10,150)

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①
稲作の10ａ当たり労働時間（時間）

実績 21 21 (19)

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

(19) －

(11,360) －

(18,944)

総合評価 評価理由

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.83で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。

250 250

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

223

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

⑫

【施策の方向性⑤】
農業者等と実需者の新規マッチング成約
件数（件）

目標 250

80.4% 88.4% 89.2%

250

実績 251 179 201 221

529

出典：県調べ 指標の配点 2 2 2

達成率

達成率
⑬

【施策の方向性⑤】
農産物の輸出額（百万円）

目標 368 447

4

165.6%

600

実績 278 290 435 517 876

⑭

【施策の方向性①、⑤】
農産物直売所の販売額（百万円）

目標

出典：県調べ 指標の配点

100.9%

6,630

100.8%

4 4

118.2% 115.7%

6,720 6,800

実績 6,274 6,378 6,598 6,686 7,896

6,540

117.5%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

②

③

④

就農者の成功事例等のコンテンツを充実させた県のポータ
ルサイトでの積極的な情報発信により、県内外からの就農
者確保の取組を強化するほか、トライアル就農制度を導入
し雇用のミスマッチ解消を図り、就農後の定着改善を進め
る。

早期の事前契約の推進により、集荷業者の販売数量の確度
を高め、需要を見極めつつ主食用米の安定供給に努めるほ
か、引き続き需要が見込まれる加工用米について、低コス
ト生産の推進により生産量の確保に努める。

特別栽培マニュアルに基づく技術指導や、ＡＩを活用した
ほ場管理システムの導入により、高品質・良食味米の安定
生産を推進するとともに、インナーブランディングの取組
等により新規生産者の掘り起こしや、既作付者の作付拡大
を図る。

労働力不足に対応するため、スマート農業技術の導入によ
り省力化を促進するほか、トヨタ式カイゼンの導入による
労務管理意識の向上や職場環境の改善などにより、効率的
な生産体制の構築を目指す。

高温条件下でも高品質・安定生産を実現するため、対策技
術の実証・普及を図るとともに、温暖化を逆手にとった新
たな有望品目の栽培技術の確立を推進する。

普及指導員を有機農業指導員として養成し、農家支援の充
実・強化を図るとともに、専門家や先進農家による研修会
の開催、優良事例の紹介など普及啓発を行う。

スマート農業技術については、実証ほの設置やウェブサイ
ト等での情報発信による啓発、スマート農機の導入支援に
より、生産現場への普及を推進するほか、大学や民間企業
と連携し、技術に対応した生産方式の確立等の研究を進め
ていく。

「あきたアグリヴィーナスネットワーク」等の女性若手農
業者を対象に商品開発支援や経営力向上を目的とした研修
会等を実施し、起業活動の件数確保と活性化を図る。

農業従事者の高齢化や人口減少により、労働力
不足や労務負担の増大が深刻化している。

主要な園芸作物では、近年の記録的な高温によ
り、収量の減少や品質低下等の深刻な影響が出
ている。

関係者間での進捗状況の共有を徹底するほか、マッチング
担当職員の後継を選定し、蓄積したノウハウの円滑な継承
を行うことで、マッチングの拡大に取り組んでいく。

６次産業化の更なる推進に向け、異業種連携を推進するプ
ラットフォームの形成を進めることとし、専門家からの情
報提供や事業者同士の交流等を行う全県研修会を開催す
る。また、メガ団地で生産される大ロットの品目を活用
し、全国展開を目指す新たな異業種連携のモデルの創出等
に取り組み、県内他地域への波及を目指す。⑤

環境保全型農業の取組面積は増加傾向にあるも
のの、有機農業については技術上の課題や労働
力不足等により、取組が停滞気味である。

スマート農業技術は、高度で機械も高価である
ため、導入を躊躇する経営体が多い。また、導
入した経営体においても、技術を最大限引き出
すような、ほ場の区画や栽植様式となっていな
い場合がある。

起業件数が減少傾向になっていることに加え、
個々の事業規模が小さく収益性を確保しにくい
状況にある。

新規就農者数は増加傾向にあるものの、農業の
労働力不足の解消には至っていない。また、新
規就農者のうち雇用就農は、独立自営就農と比
べて５年以内に離農する割合が高い。

農業者等と実需者との新規成約に向けたマッチ
ングにおける関係者間の情報共有が不十分であ
るほか、専門性を有するマッチング担当職員の
後継候補の見込みが立っていない。

農産物直売所の販売額は順調に増加しているも
のの、農業経営体が生産から加工・販売までを
担う６次産業化の取組はハードルが高く、販売
額は横ばいとなっている。

主食用米については、流通量の不足感や需要の
伸びによる価格高騰、それに伴う加工用米等か
らの転換の動きが見られるほか、国による備蓄
米の放出などにより、需給が見通しがたい状況
になっている。

「サキホコレ」を全国トップブランドとするた
め、令和７年度から特別栽培を標準化している
が、技術習得が必要なことなどから取組のハー
ドルが上がり、作付面積の伸びが鈍化してい
る。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

2024
（Ｒ６）

施策の方向性、指標名（単位）

目指す姿２　林業・木材産業の成長産業化

年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
新規林業就業者数（人）

目標 134

実績 146 122 135

134 134 134

149 152

4 4 4

100.7% 111.2% 113.4%達成率

②

【施策の方向性②】
再造林面積（㏊）

目標

出典：県調べ 指標の配点

556

561 610 735

108.9%達成率

604 675

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

750

実績 338 332

1,710 1,750 1,870 1,900

100.9% 101.0%

1,425 1,571 1,443 1,465
③

【施策の方向性③】
素材生産量（燃料用を含む）（千㎥）

目標

達成率 91.9% 82.5% 78.3%

実績 1,583

出典：県調べ 指標の配点 3 2 1

④

【施策の方向性③】
スギ製品の出荷量（千㎥）

目標 712

実績 634

出典：県調べ

731 742 752

達成率 73.6%

524

55.1%

504

67.9%

403

指標の配点 1 0 0

530

⑤

【施策の方向性④】
森づくり活動等への参加者数（人）

目標 24,000

達成率 89.8%

24,000 24,000 24,000

実績 23,362 12,758 21,552 25,940 28,190

108.1% 117.5%

出典：県調べ 指標の配点 2 4 4

総合評価 評価理由

ｄ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.60で「ｄ相当」であることから、総合評価は「ｄ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

②

③

④

新規就業者数は目標値を達成しているものの、
令和６年度における林業経営体の退職者のうち
林業経験年数３年以内の者の割合が多い。

あきた森づくり活動サポートセンターが実施する森づくり
活動を行うためのスキルアップ研修をＳＮＳで広く県民へ
周知し、ボランティア団体への新規加入者の増加を図る。

県内外の住宅においては輸入材から県産材への転換を進め
るほか、非住宅建築物での県産材利用や海外輸出の展開な
どにより新たな需要を開拓する。

造林マイスターによる働きかけを進め、林業経営体への造
林地集積を促進する。また、研修会等を通じて、保育の省
力化や、スマート林業技術の普及を図り、再造林と保育の
低コスト化を図る。

多様な働き方や就労環境の改善に取り組む林業経営体を支
援するとともに、林業経営者の意識改革を促進するなど、
就業者の定着促進を図る。

ボランティア団体の団員数が減少傾向にある。

人口減少や建築資材の高騰により、新設住宅着
工数が減少し、木材需要が低迷している。

将来にわたり森林資源を循環利用していくた
め、いずれは全ての造林適地で再造林を行うこ
とを目標としているが、森林所有者の経済的負
担感と管理への不安感が大きい。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

沖防波堤の延伸により養殖に適した静穏域を創出し、規模
拡大を目指す。

規格から外れた魚種の販売数を増加させるため、県産水産
物の首都圏飲食店等への売り込みを強化するとともに、県
民向けのＰＲ活動を実施し、魚価向上につなげる。

飼育環境の見直しを行うなど、種苗生産試験を引き続き実
施し、量産化を目指す。

生残率を向上させる取組として、放流種苗の大型化や放流
時期と場所の適正化を図るなど、環境の変化に伴う死亡リ
スクを最小限に抑えるための生産技術開発を行う。

研修修了生や漁業士等にあきた漁業スクールの取組や研修
の情報提供を行うことにより、研修指導者の育成を図る。

岩館漁港でのサーモン養殖は漁港内水域で実施
しているため、船舶の航行などを考慮する必要
があり、使用できる水域が限られる。

本県の水産物は、魚種やサイズが揃って漁獲さ
れることが少なく、規格から外れたものは低価
格で取引される傾向にある。

キジハタの種苗生産技術開発において、ふ化直
後の飼育が難しく、未だ量産に至っていない。

海洋環境の変化により、サケやアワビ等の冷水
性の魚介類に係る放流後の生残率が低下し、つ
くり育てる漁業対象魚種の生産額が減少してい
る。

目指す姿３　水産業の持続的な発展

2025
（Ｒ７）

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

①

【施策の方向性①】
新規漁業就業者数（60歳未満）（人）

目標 10

達成率 100.0%

10 10 10

実績 11 10 10 12 12

120.0% 120.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性②】
つくり育てる漁業対象種の生産額（百万
円）

目標 491

実績 393 457 491

100.0% 71.6% 54.4%

507 524 541

363 285

出典：県調べ 指標の配点 4 1 0

達成率

64 77 90

③

【施策の方向性③】
蓄養殖等に取り組む漁業経営体数（累
積）（経営体）

目標 52

実績 10 17 55 64 77

達成率 105.8% 100.0% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

【施策の方向性④】
安全係船岸の充足率（％）

目標 61

100.0%

61 61 61 62 63

62 63 64

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

100.0%
④

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

実績

達成率

総合評価 評価理由

①

毎年一定数の就業希望者がいるものの、研修を
指導する漁業者が不足している。

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.00で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。

100.0%

②

③

④

県内の各漁港は、経年変化に伴う施設の老朽化
が進んでいることから、近年増大している大型
の波浪に対して、施設の安全のほか、漁船の安
全な係留が不十分である。

老朽化が進む基幹施設（外郭、係留等）の機能維持を図り
つつ、近年の大型低気圧等に対して、十分な安全を確保で
きるよう、施設の機能強化を計画的に進める。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ 継続が危ぶまれる組織については、県・市町村・協議会が
連携して個別に活動継続に向けたサポートを実施するほ
か、事務作業の外部委託や広域化を支援する。また、条件
不利で農地の有効利用が難しい地域においては、粗放的な
土地利用を行うなど、地域の実情に応じた適切な農地利用
と維持・保全を推進する。

「半農半Ｘ」の実証調査地域を拡大するほか、これまでの
成果やノウハウ等の周知を図ることで、引き続き、外部か
ら多様な人材が携わる地域づくりを推進する。

引き続き、地域づくり活動やビジネス創出の主体となる人
材や組織の育成を進め、具体的なビジネス実践につなげ
る。

地域を支える人材・組織づくりから地域活性化を目指す取
組までを総合的に支援するとともに、必要に応じて課題解
決に向けたアドバイザーを派遣するなど、継続的にきめ細
かなサポートを実施する。

過疎化・高齢化による人材不足に伴い、小規模
な組織や協定においては、日本型直接支払の取
組の継続が困難となっている。

住民の高齢化等により、農業生産や地域活動を
担う人材が不足してきており、地域の維持や活
性化に向けた取組の継続が難しくなっている。

多種多様な地域資源を生かしたビジネスを実践
するなど、地域を活性化させることのできる人
材・組織及び活動が不足している。

目指す姿４　農山漁村の活性化

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
中山間地域のブランド特産物数（累積）
（件）

目標 25

達成率 88.0%

28 31 34

実績 22 22 22 23 25

82.1% 80.6%

出典：県調べ 指標の配点 2 2 2

②

【施策の方向性②】
新たな農村ビジネスの取組件数（累積）
（件）

目標 3

実績 - - 4

133.3% 100.0% 111.1%

6 9 12

6 10

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率

③

【施策の方向性②】
農村関係人口（人）

目標 8,800

10,448 11,968 12,933

達成率

9,600 10,400

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

124.7% 124.4%

11,200

実績 9,887 6,518

10 20 30 40

118.7%

④

【施策の方向性③】
農村地域づくり活動サポート人材の育成
数（累積）（人）

目標

125.0% 166.7%

実績 - - 17 25 50

⑤

【施策の方向性④】
農地保全活動面積（㏊）

目標

達成率 170.0%

出典：県調べ

102,284

98.4%

出典：県調べ 指標の配点

達成率 100.3% 99.9%

102,900

102,297 101,908 103,256

103,400 103,900 104,400

3 3

44 4

中山間地域は、平場と比べて条件が不利なた
め、えだまめやねぎのような大面積・大ロット
での取組が困難なところが見られる。

地域特産物のブランド化は、地域関係者の合意
形成が難しいほか、成果を上げるまでに時間を
要する。また、新たな加工技術の習得や販路開
拓等において様々な課題が生じ、個人での解決
が困難となっている。

中山間地域の生産者の所得向上と雇用の確保を図るため、
小ロットでも収益性の高い品目の経営実証結果を基に現地
研修会を開催し、生産拡大等に向けた取組を支援する。

実績 103,273

指標の配点 4

総合評価 評価理由

ｂ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.40で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

④

②

③

①
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■戦略３　観光・交流戦略
目指す姿１　「何度でも訪れたくなるあきた」の創出

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性②】
「アキタファン」へのアクセス数（千
件）

目標 1,500 1,620 1,740 1,860

実績 - - 2,108 2,737 3,009

達成率 140.5% 169.0% 172.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性②～④】
観光地点等入込客数（延べ人数）（千
人）

目標 28,000

実績 35,270 18,360 25,275

35,000 36,500 38,000

28,354 30,807

達成率 90.3% 81.0% 84.4%

出典：県「秋田県観光統計」 指標の配点 3 2 2

3,300 3,700

③

【施策の方向性①、③、④】
延べ宿泊者数（千人泊）

目標 2,900 3,800

実績 3,654 2,546 2,772 3,001 3,150

達成率 95.6% 90.9% 85.1%

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」 指標の配点 3 3 2

④

【施策の方向性⑤】
外国人延べ宿泊者数（人泊）

目標 10,000 70,000

実績 139,400 25,380 16,280 95,600 119,610

162.8% 478.0% 341.7%

20,000 35,000

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」 指標の配点 4 4 4

達成率

総合評価 評価理由

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.00で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

④

⑤

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

③

既存の観光資源の磨き上げに加え、各ＤＭＯと連携しアウ
トドアアクティビティなど観光客への訴求力の高い観光コ
ンテンツづくりに力を入れるほか、観光と「食・文化・ス
ポーツ」との連携した取組や旅行者の多様なニーズに対応
しながら観光産業の収益力の向上を図る。

宿泊施設の経営力強化に資する改修等の支援やデジタル技
術の活用のワークショップなどにより労働生産性の向上を
図るとともに、職場環境の改善や女性活躍推進のセミナー
などにより観光人材の定着・確保に向けた取組を進める。

観光産業において、観光消費額の拡大に向けた
「観光で稼ぐ」観光地経営の取組が不足してい
る。

秋田空港内に通訳兼案内担当を配置し施設案内・誘導を行
うほか、施設案内や二次交通案内看板の表示を分かりやす
くすることで、台湾人旅行者の満足度の向上を図る。

インバウンド需要の増加に伴い、クルーズ船寄港回数も増
加していることから、市場特性に応じた情報発信を行うと
ともに、県内自治体、民間事業者等との連携により、ク
ルーズ船の継続的な寄港を維持し、海外からの誘客を促進
する。

バリアフリー化を含む幅広い取組を対象とする宿泊施設の
高付加価値化等を目的とした補助事業等により、多様な
ニーズに応じた受入態勢整備を支援する。また、観光施設
のバリアフリー調査や高齢者モニターツアーを開催するな
どバリアフリー観光の周知を図るほか、観光地・宿泊施設
等に係る情報発信及び電話相談等により安全・安心に旅が
できるよう支援する。

年々施設の老朽化が進んでいるが、国の交付金も活用し、
優先度の高いものから順次整備していく。

多様化した旅行形態に対応するために、秋田を代表する世
界遺産や国指定重要無形民俗文化財等の多様な自然・文化
の魅力を最大限ＰＲするほか、洋上風力発電などの新たな
観光資源を活用した受入態勢の整備に係る市町村等の取組
の支援等を図る。また、令和６年度に構築した世界自然遺
産「白神山地」体験プログラム等データベースサイトの周
知を図るとともに、旅行商品の造成等への利用に繋げるた
め、情報発信を強化する。

GoogleやYahoo!等のウェブ広告を活用したデジタルマーケ
ティングにより顧客層のニーズを検証し、効果的なプロ
モーションによりリピーターの獲得やグリーンシーズンの
誘客に取り組む。

データ量の充実に向け、データ提供者である宿泊事業者の
参加拡大を図るとともに、関係者のデータ活用技術の向上
のため、データ活用マニュアルを作成する等の支援を行
う。

観光産業は労働生産性が低いほか、人材不足が
生じている。

台湾チャーター便の就航により、秋田空港を利
用する台湾人旅行者が増加しているが、空港内
や二次交通への案内が不十分である。

インバウンド需要の更なる増加が見込まれてい
る中、クルーズ船の誘致などに向けた他都道府
県との競争が激化している。

多様化する旅行ニーズに対応したストレスフ
リーな受入態勢の整備が不十分である。

自然公園内の環境の保全や公園利用者の安全
性・快適性の向上を図るため、市町村からの要
望を受けて歩道や駐車場、公衆トイレ等の整備
を行っているが、要望箇所が多く、全てに対応
できていない。

ライフスタイルの変化等により旅行形態やニー
ズが多様化しているものの、本県の特色を生か
したコンテンツが不足している。

デジタルマーケティングによって把握された、
本県に関心の高いターゲット層(ペルソナ)をリ
ピーターとして取り込む施策やファン獲得に向
けた取組が不十分であるほか、ペルソナ以外に
も刺さるコンテンツの検証が不足しており、属
性毎のニーズに応じた情報発信ができていな
い。

秋田県観光ＤＭＰのデータの量が充実しておら
ず分析の精度に向上の余地があるほか、県、Ｄ
ＭＯ及び宿泊事業者におけるデータ分析のスキ
ルや分析結果を実際の取組に生かすノウハウが
不足している。
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出典：経済産業省「経済構造実態調査」

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

食料品・飲料等の製造品出荷額等（従業
者４人以上の事業所）（億円） 実績 1,335 1,162 (1,300) － －

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

目指す姿２　「美酒・美食のあきた」の創造

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
総合食品研究センターの技術支援による
加工食品の新商品開発件数（件）

目標 56 69 83 83

実績 80 74 73 72 86

達成率 130.4% 104.3% 103.6%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性②】
食品製造事業者の取引先マッチング成約
件数（件）

目標 10

実績 - 7 10

10 10 10

10 10

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

860 1,000

③

【施策の方向性③】
加工食品・日本酒の輸出金額（百万円）

目標 740 1,163

実績 735 668 1,083 960 996

達成率 146.4% 111.6% 99.6%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 3

④

【施策の方向性④】
発酵ツーリズム拠点施設への来場者数
（千人）

目標 39 52

実績 26 35 47 50 68

120.5% 116.3% 144.7%

43 47

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率

総合評価 評価理由

ａ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.75で「ａ相当」であることから、総合評価は「ａ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

①

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

③

④

甘酒などの発酵食品ブームもあり、県産米活用商品は増加
傾向となっており、今後とも総合食品研究センターによる
技術指導や専門家を活用したマーケットイン視点からの商
品開発と販売促進を支援していく。

県内外で開催される商談展示会において、来場バイヤーの
データを収集・蓄積するほか、これまで当県の事業と関わ
りのあるバイヤーや関係機関を通じて情報提供を依頼し、
より多くのバイヤーに、ダイレクトにマッチング商談会の
開催情報を届けていく。また、令和６年度から運用を始め
た、県産食品紹介サイト「千彩万食」の周知・情報発信を
継続していくことにより、バイヤー・県内食品事業者双方
の取引意欲の向上を図るとともに、マッチング機会を増や
していく。

令和６年度から新たにデジタルを活用したリーディングカ
ンパニー育成事業を実施しており、県内の食品産業を牽引
する事業者の育成と生産性向上に向けた取組の支援を行
う。併せて、原材料等の価格高騰の影響を受けている食品
事業者による商品改良等の取組を支援し、収益構造の改善
を図る。

米の価格高騰などに係る国の施策や農業団体の動向を把握
し、県内の米加工事業者や農業・商工団体等で組織する
「あきたコメ活プロジェクト推進協議会」において、意見
交換等の場を設けることにより、米加工事業者が安心して
生産できるよう関係構築を図る。

誘客部署との連携により、発酵ツーリズム拠点施設での体
験と、宿泊や他の体験コンテンツ等を組み合わせた周遊
コースの造成など、滞在時間の延長に資する取組に対して
支援する。

県内食品事業者間の連携による、海外への販路拡大に取り
組む自走組織の立ち上げや輸出障壁の解消に向けた先導的
な取組を推進するとともに、こうした動きの横展開を図
る。

食の周遊化誘客戦略会議において、発酵ツーリ
ズム拠点施設を中心とする地域での滞在時間を
延ばしたいという意見があり、対応が求められ
ている。

煩雑な輸出手続や社内における輸出営業の専任
人材の不足等が新たに輸出に取り組む事業者の
障壁となっているほか、マッチング機会の創出
など現地市場参入に向けた土台づくりに関する
負担軽減が求められている。

マッチング商談会において多くの取引が成立す
る一方、新たなマッチングに向けて、これまで
に商談会に来場したことのない新規のバイヤー
を確保していく必要がある。また、商談会に出
展していない事業者についても、取引につなが
るきっかけづくりを行っていく必要がある。

県内食品製造業は、従業者数29人以下の小規
模・零細な事業所が約８割を占めており、製造
品出荷額は全国でも低位にとどまっている。ま
た、近年、原材料等の価格高騰により、生産体
制の縮小を余儀なくされるなど、経営に影響を
及ぼしている。

特に、昨年秋以降の米の流通量の不足と価格高
騰は、米菓や日本酒、味噌など本県を代表する
加工分野への影響が懸念される。

本県を代表する農産物である米について、従前
から主食用米の生産・流通が主体でだった影響
もあり、新潟など他主産県と比べて加工分野で
の取組が進んでいない。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

施策の方向性、指標名（単位）

目指す姿３　文化芸術の力による魅力ある地域の創生

年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①～③】
文化事業への来場者数（人）

目標 135,000 270,000 360,000 455,000

実績 450,445 54,435 277,888 523,376 403,173

達成率 205.8% 193.8% 112.0%

4 4

233.3%

出典：県調べ 指標の配点 4

実績 - - 98
②

【施策の方向性①～③】
あきた芸術劇場で開催される大規模イベ
ント・興行数（件）

目標 42

達成率

198 165

42 42 42

471.4% 392.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

総合評価 評価理由

ａ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は4.00で「ａ相当」であることから、総合評価は「ａ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

③

公式ＳＮＳやYouTubeチャンネルを活用した積極的な情報発
信を行うほか、文化芸術活動を行う団体自らによる情報発
信を促進するための支援を行っていく。

ミルハスを適切かつ効率的に管理運営するとともに、優れ
た音響特性などを最大限にＰＲし、質が高く集客力のある
公演等を開催・誘致していく。

②

ミルハスは開館から３年が経過し、施設や設備
点検などのメンテナンス日も増加する中で、利
用者数や稼働率を高水準に維持していく必要が
ある。

交流人口や関係人口の拡大に資する取組に対して引き続き
支援を行うとともに、取組事例の共有により、集客力の高
い取組を行うことができる文化団体等の掘り起こしを図
る。

東京藝術大学や秋田公立美術大学と連携し、音楽や美術の
分野でのアウトリーチ事業の実施を通じて質の高い文化芸
術に触れる機会を創出することにより、将来の文化芸術を
担う若手の育成を図る。

優れた作品や活動に対する顕彰、文化団体が行う活動への
助成などにより、幅広い世代や地域の県民が文化芸術活動
に取り組みやすい環境づくりを進める。

①

交流人口や関係人口の拡大を図る上で、集客力
の高い取組を行うことが可能な文化団体等が不
足している。

人口減少や高齢化が進行する中、各地域で文化
芸術活動の担い手が不足している。

文化芸術活動を行う個人や団体が固定化してお
り、世代や活動地域にも偏りが生じている。

各種ＳＮＳや動画配信サイトのトレンドを踏ま
えた訴求力の高い情報発信が不足している。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

「部活動の地域展開」に向け、市町村やスポーツ関係団体
等が連携して地域のスポーツ環境を整備できるよう、総合
型地域スポーツクラブの運営強化に向けた支援の充実を図
る。

全県から優秀・有望な選手を選抜し、充実した練習環境を
提供する「チームＡＫＩＴＡ強化・育成システム」の効果
的な実施のため、指定競技団体へ指導者養成担当者を配置
し、指導者の資質向上を図る。
また、小中学生を対象とした「スポーツ能力測定会・ス
ポーツ体験会」の開催を通じ、スポーツを始めるきっかけ
づくりや、スポーツ少年団・運動部活動等の選択に役立て
てもらい、スポーツのすそ野拡大を図る。

スポーツ大会及びスポーツイベントにおいて、大会主催者
等と連携し、県外からの参加者・観戦者に向け、秋田の文
化･食などの観光資源を効果的にＰＲするなど、交流・関係
人口の拡大による地域活性化を図る。

スポーツイベントの実施に要する人材の育成を行うととも
に、スポーツボランティアのマッチング制度を構築する。

68.0 69.0 70.0

体育施設、設備の老朽化により、突発的な対応
を求められる修繕等が増加している。

部活動地域移行の受け皿の一つと考えられる総
合型地域スポーツクラブにおいて、中学生に指
導できる体制が整っているクラブは少なく競技
種目も限定的となっている。

少子化の進行に伴い競技人口が減少し、アス
リートの発掘・育成・強化に影響している。

スポーツ大会等の開催を契機とした交流人口の
十分な拡大に至っていない。

運営スタッフの高齢化やボランティアスタッフ
の確保が難しい等、スポーツイベントの実施に
要する人材が不足している。

安全安心な施設利用を確保しながら、施設運営や大会開催
に支障がないよう計画的に修繕等を実施する。

目指す姿４　活気あふれる「スポーツ立県あきた」の実現

2025
（Ｒ７）

76.3%

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

①

【施策の方向性①、③、④】
成人の週１回以上のスポーツ実施率
（％）

目標 67.0

達成率

実績 50.5 58.5 51.1 47.5 49.3

69.9% 71.4%

出典：秋田県スポーツ推進委員協議会「全県体力テスト・スポーツ実態調査」 指標の配点 1 0 1

②

【施策の方向性③、④】
国体における少年種別の獲得得点（点）

目標 140.0

実績 81.5 - 214.5

160.0 180.0 200.0

146.0 132.5

達成率 153.2% 91.3% 73.6%

出典：（公財）秋田県スポーツ協会調べ 指標の配点 4 3 1

③

【施策の方向性②】
スポーツ合宿等による延べ宿泊者数（人
泊）

目標 900

1,739

158.9% 140.5% 124.2%

1,200 1,400

4

実績 - - 1,430 1,686

1,500

達成率

総合評価 評価理由

出典：県調べ 指標の配点 4 4

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.00で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

働く世代や子育て世代の女性において、「仕事
や家事が忙しいから」との理由により運動実施
率が低い傾向にある。

職場や家庭で手軽に実践できる運動教室の開催や、参加型
スポーツイベントの実施、運動プログラムの動画配信等の
周知に努め、いつでも、どこでも、気軽に運動ができる環
境整備に取り組んでいく。

②

ｅ

③

④
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(4,018) －

出典：国土交通省「旅客地域流動調査」

①

秋田県と県外間の旅客輸送人員数（自動
車を除く）（千人） 実績 4,275 1,368 (3,087) 

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

目指す姿５　国内外との交流と住民の暮らしを支える交通ネットワークの構築

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
フェリー秋田航路の旅客利用者数（人）

目標 18,400 42,800 47,600 49,000

実績 45,806 13,771 26,776 27,814 33,691

達成率 145.5% 65.0% 70.8%

出典：県調べ 指標の配点 4 0 1

②

【施策の方向性②】
秋田空港国内定期航空路線の利用者数
（千人）

目標 675 1,351

実績 1,287 273 942 1,181 1,219

1,181 1,313

達成率 139.6% 100.0% 92.8%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 3

③

【施策の方向性②】
大館能代空港国内定期航空路線の利用者
数（千人）

目標 219 226 233 240

実績 149 24 147 173 195

達成率 67.1% 76.5% 83.7%

出典：県調べ 指標の配点 0 1 2

④

【施策の方向性③】
乗合バスの県民１人当たり利用回数
（回）

目標 10.7

実績 11.5 9.3 (9.9)

11.0 11.3 11.5

(10.7) R8.3月判明予定

達成率 92.5% 97.3% -

出典：県調べ 指標の配点 3 3 ｎ

399 411

⑤

【施策の方向性④】
第三セクター鉄道の利用者数（千人）

目標 376

417

423

98.1% 106.0% 101.5%

実績 423 311 369 423

出典：県調べ 指標の配点 3 4 4

達成率

⑥

【施策の方向性⑤】
高速道路の供用率（％）

目標 92 93 93 96

実績 90 92 92 92 92

達成率 100.0% 98.9% 98.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 3 3

総合評価 評価理由

ｄ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.60で「ｄ相当」であることから、総合評価は「ｄ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

利用者減少に加えて乗務員不足の深刻化に伴
い、バス路線の廃止・縮小が相次いでいる。市
町村では、バス路線の代替として乗合タクシー
やデマンド交通など、地域の実情に応じた効率
的な交通ネットワークの確保に努めているが、
マンパワー不足やノウハウ不足等により、再編
の動きが鈍い地域もある。

国の羽田発着枠政策コンテストにより３往復運
航が令和11年３月まで延長されたが、県や市町
村、地元団体の一体での取組や、利用者の分析
結果に基づいたエビデンスベースドの利用促進
施策が不十分であるとの指摘を受けている。

高速道路は、防災・減災、国土強靱化に資するとともに、
地域経済の活性化に大きく寄与することから、高速道路の
沿線市町村等との連携を強化し、ミッシングリンクの早期
解消や秋田自動車道における暫定２車線区間の４車線化に
ついて、国や関係機関に対して要望していく。また、令和
７年度は県内３区間が開通予定となっており、供用率の向
上が見込まれる。

令和６年度に認定を受けた鉄道事業再構築実施計画に基づ
き、鉄道施設の改修及び修繕等に係る経費を補助するほ
か、沿線市が主体となって組織する利用促進団体への支援
を通じ、沿線住民の利用や国内外からの誘客を促進すると
ともに、沿線の歴史や文化などの地域資源の効果的な情報
発信等に努める。

引き続きバス事業者や市町村に対しバスの運行経費を補助
するとともに、より住民が利用しやすい小回りの効くコ
ミュニティ交通への円滑な移行を促すため、市町村等に対
し、実証運行等に要する経費を支援するほか、再構築に係
る協議会の開催、専任職員によるノウハウの提供や交通事
業者・自治体間との協議・調整などにより、路線再編に向
けた取組を支援する。

潜在的顧客層に対するマーケティングに基づいたプロモー
ションについて、空港利用促進協議会で検討を行うほか、
官民連携によるビジネス利用の喚起、交流人口の増加と
いった新たな需要を発掘するとともに、いまだ根強い需要
がある団体旅行の誘致のため商談会等を通じた旅行事業者
へのＰＲ等を実施する。

高速道路は、ミッシングリンクが生じており、
地域経済等への影響が危惧される。

第三セクター鉄道の鉄道施設は老朽化が著しい
ものの、人件費及び資材価格高騰等の影響によ
る事業費の増大により、必要な改修及び修繕を
制限せざるを得ない状況となっている。さら
に、鉄道沿線地域の人口減少、過疎化、モータ
リゼーションの進行等により、特に定期利用の
落ち込みが顕著となっている。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

① トラック業界における2024年問題を受けてモーダルシフト
に取り組む事業者を対象に、助成制度を実施するなど、需
要を的確に捉え利用増加につなげていく。また、旅行事業
者への助成制度のほか、メディアや出前講座等の場でフェ
リー利用の魅力をＰＲし、貨物・旅客利用の推進を図る。

引き続き国への要望活動等を行っていくほか、沿線自治体
との連携をとりながら、新仙岩トンネル整備計画の実現を
目指す。

コロナ禍により落ち込んだフェリー利用者の完
全な回復には至っていない。

秋田新幹線の定時性・安定性の向上に向けて、
新仙岩トンネル整備計画の着実な進展が求めら
れている。

②

③

④

⑤
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■戦略４　未来創造・地域社会戦略
目指す姿１　新たな人の流れの創出

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
移住者数（県関与分）（人）

目標 650 700 750 800

実績 494 576 725 834 782

達成率 111.5% 119.1% 104.3%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性①】
新規移住定住登録世帯数（世帯）

目標 830

実績 825 645 883

910 1,000 1,050

784 934

達成率 106.4% 86.2% 93.4%

出典：県調べ 指標の配点 4 2 3

1,300 1,350

③

【施策の方向性①】
Ａターン就職者数（人）

目標 1,250 1,400

実績 1,058 1,120 1,084 1,135 1,011

達成率 86.7% 87.3% 74.9%

出典：県調べ 指標の配点 2 2 1

④

【施策の方向性②】
リモートワーク移住世帯数（世帯）

目標 15 15 15 15

実績 - - 26 40 36

達成率 173.3% 266.7% 240.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

⑤

【施策の方向性②】
関係人口と連携した地域活動に取り組ん
でいる市町村数（市町村）

目標 16

実績 7 9 18

19 22 25

21 23

達成率 112.5% 110.5% 104.5%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

77.0 78.5

⑥

【施策の方向性③】
高校生の県内就職率（公私立、全日制・
定時制）（％）

目標 75.5

73.2

80.0

97.7% 92.6% 93.2%

実績 67.7 72.5 73.8 71.3

出典：県教育庁「秋田県高等学校卒業者の進路状況調査」 指標の配点 3 3 3

達成率

⑦

【施策の方向性③】
県内大学生等の県内就職率（％）

目標 47.0 49.0 51.0 53.0

実績 42.6 46.7 46.3 44.9 42.6

達成率 98.5% 91.6% 83.5%

出典：秋田県労働局「新規大学等卒業者の就職内定状況」 指標の配点 3 3 2

総合評価 評価理由

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.00で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

③

②

引き続き、高校在学中の生徒に「KocchAke！(こっちゃ
け)」への登録を促し、大学進学後も就職情報や秋田の魅
力をメルマガなどで定期的に発信するとともに、県内企業
に対しても「KocchAke！(こっちゃけ)」への登録と自社で
働く魅力を積極的に発信するよう促す。
また、インフルエンサーを活用したＳＮＳでの情報発信に
より、登録者に限らず、広く学生等に秋田とのつながりを
感じてもらう。

「若年者の県内定着・回帰等に関する意識調
査」の結果では、県内定着のために必要な支援
として、男性・女性ともに「魅力的な県内企業
の情報」が上位となっているなど、若年層への
情報発信が不足している。

高校生の県内定着について、本県の令和３年３
月高校卒業者の３年後離職率は31.4％であり、
全国平均の38.4％との比較では7.0ポイント下
回っているものの、依然としてミスマッチによ
る離職が起こっている。

就活の早期化や学生が企業に求めるニーズが変
化しており、こうした就活のトレンドに合わせ
た事業展開ができていない。

県外に進学した学生に対して、県内企業や就活
支援の情報を伝えることが難しく、県民意識調
査においても「県内の就職先数や、勤めたいと
思える先が少ない」といった意見が挙げられて
いるなど、学生にとって魅力的な県内企業やそ
の働き方に関する情報提供が不十分である。

リフォーム支援制度の利用者を対象としたアン
ケート結果から、建設業者からの紹介により制
度を知った利用者が多く、新聞広告及びウェブ
サイト・ＳＮＳへの掲載やリーフレットの配布
等については、期待した効果が出ていない。

コロナ禍収束に伴う東京一極集中の再加速によ
り、本県への移住者の減少が懸念される。
また、就職活動の多様化が進みマッチングサイ
トでの転職が多くなっている。

既存のウェブサイトへの掲載等に加え、関係部局・団体と
連携したウェブサイト・ＳＮＳの利用、各種イベントへの
参加等を通じ、制度の一層の周知に努めていく。

首都圏の若者や子育て世帯を具体的なターゲットとし、移
住潜在層の心理や価値観を明確化するとともに、マーケ
ティングの手法を生かしながら、ターゲットの特性に応じ
た実効性の高い取組を推進する。
また、サイト改修により求人情報の発信力を強化する。

県内各事業所の魅力だけでなく、新入社員研修体制や離職
状況等を生徒に伝える機会を設ける。また、卒業予定者に
対して離職防止のセミナーを実施するなど引き続き定着支
援の取組を進めるとともに、職場定着就職支援員や教員が
事業所を訪問した際にフォローアップを行うことで早期離
職の防止に努める。

早い年次から県内企業やあきた暮らしの情報に触れる機会
を提供するため、県内外の大学のキャンパスなども利用し
ながら、先輩社会人から秋田暮らしや社内の雰囲気など気
軽に生の声を聞くカジュアルな交流機会を設け、県内就職
のきっかけづくりを行う。さらに、進学先として最も多い
首都圏だけでなく東北圏へのアプローチを強化するほか、
就職支援に関する協定締結校を拡大し、大学等との連携を
強化する。

仙北市と東成瀬村では教育留学の受け入れ人数
が少なく、継続して広報活動が必要である。現
段階では、市町村ごとの個別対応が主であり、
広域的なノウハウの共有が進んでいない。

関係人口と連携した地域活性化の取組事例が地
域間で十分に共有、認知されていないため、関
係人口を受け入れるためのノウハウや外部人材
活用の環境整備が遅れている。

リモートワーク移住や体験プログラム等の受入
体制が十分でない。

受け入れのノウハウやＰＲ戦略等の共有を図るため、令和
７年度にコンソーシアムを設立する。体験者の声や成果を
可視化し、ＳＮＳやホームページを活用するなど、積極的
に情報発信できるように、取組団体や市町村教育委員会を
支援する。

地域活性化に向けた関係人口の活動を広めるため、事例を
発掘し情報発信を行う。また、地域と関係人口のつながり
を深めるため、モデル地域で交流会等を開催する。

企業や社員等に対する支援等により、リモートワーク移住
を促進する。

大学生が県内で働く女性を取材し、秋田での働き方や女性
のライフスタイルなどの取材記事を県のウェブサイトやＳ
ＮＳに掲載することで、大学生目線の秋田での暮らし・働
く魅力を発信する。ＳＮＳ等での情報発信により、記事を
掲載しているウェブページへの誘導を図る。
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(3,611) -

出典：厚生労働省「人口動態統計」

（男性）
(1.52)

（女性）
(1.52)

（男性）-
（女性）-

（男性）
（女性）

出典：県調べ

④
出生数（人）

実績 4,696 4,499 (3,992)

（男性）
(2.55)

（女性）
(3.39)

（男性）-
（女性）-

（男性）
（女性）

出典：県調べ

③
30歳代の婚姻率

実績

（男性）
2.26

（女性）
2.12

（男性）
1.88

（女性）
1.76

（男性）
（1.43）
（女性）
（1.42）

(2,302) -

出典：厚生労働省「人口動態統計」

②
20歳代の婚姻率

実績

（男性）
3.43

（女性）
4.88

（男性）
3.26

（女性）
4.48

（男性）
（2.75）
（女性）
（3.64）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①
婚姻件数（件）

実績 3,161 2,686 (2,447)

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

目指す姿２　結婚・出産・子育ての希望がかなう社会の実現

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
いずれは秋田で結婚や出産・子育てをし
たいと考えている高校生の割合（％）

目標 50.0 53.0 56.0 60.0

実績 - - 62.0 54.6 66.6

達成率 124.0% 103.0% 118.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性②】
あきた結婚支援センターへの成婚報告者
数（人）

目標 150

実績 162 103 130

160 180 200

74 91

達成率 86.7% 46.3% 50.6%

出典：県調べ 指標の配点 2 0 0

285 320

③

【施策の方向性③】
不妊専門相談センターへの相談件数
（件）

目標 250 355

実績 - - 284 236 185

達成率 113.6% 82.8% 57.8%

出典：県調べ 指標の配点 4 2 0

④

【施策の方向性③】
妊娠期から出産後の育児まで切れ目のな
い支援を提供している市町村数（市町
村）

目標 18 22 25 25

実績 - 6 25 25 25

達成率 138.9% 113.6% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

1.18 1.04
⑤

【施策の方向性①～④】
合計特殊出生率

目標 1.37

実績 1.33 1.24

出典：厚生労働省「人口動態統計」

1.39 1.42 1.44

達成率 86.1% 79.1% 73.2%

1.10

指標の配点 2 1 1

⑥

【施策の方向性④】
次世代育成支援対策推進法に基づく一般
事業主行動計画策定企業数（従業員数100
人以下の企業）（社）

目標 600 650 700 750

実績 454 518 620 672 706

達成率 103.3% 103.4% 100.9%

出典：厚生労働省「都道府県別一般事業主行動計画策定届の届出及び認定状況」 指標の配点 4 4 4

総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.17で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

②

③

④

保育士修学資金の貸付や保育補助者等の配置、子育て支援
員の育成・活用などを引き続き行い、保育士の就労環境の
改善を進めることで、地域の実情に応じた多様な保育ニー
ズに対応できる保育人材を確保するほか、保育士・保育所
支援センターの設置に向けて検討を行っていく。

家事・育児に、主体的に関わる意識の低い男性
が多い。

子どもの医療費助成について、子育て支援策の
一環として独自判断により拡大実施している市
町村がある。

リフォーム支援制度の利用者を対象としたアン
ケート結果から、建設業者からの紹介により制
度を知った利用者が多く、新聞広告及びＳＮＳ
への掲載やリーフレットの配布等については、
期待した効果が出ていない。

保育現場からは、保育人材の確保や保育士に係
る業務多忙化の解消を望む声が多くある。

小中高生、大学生にライフプランを意識できるよう副読本
の配布や講座を実施する。また、これから結婚・出産・子
育てなどのライフイベントを経験する若年社会人を対象
に、将来の選択に関わる知識を学ぶ機会を提供し、自身の
ライフプランを考えることで、行動変容につなげていく。

分娩件数の減少により、分娩取扱施設の運営状
況が悪化するとともに、産科医療従事者の技能
維持が困難となる可能性がある。

結婚・出産の年齢上昇や不妊治療の保険適用に
伴い、不妊治療に関するニーズは高まっている
と考えられる中、相談件数は減少した。

ライフスタイルの多様化等による未婚化、晩婚
化の影響により婚姻件数、婚姻率が減少してい
る。

多くの若い世代が、いずれは結婚したいと考え
ているものの、結婚の希望をかなえるための行
動変容につながっていない。

男性の家事・育児参画への意識変革を促進するため、効率
的な家事の手法や育児に係る家族参加型イベントを開催す
る。

子どもの医療費助成を継続実施するとともに、全国の動向
などを参考に制度のあり方について検討する。また、全国
知事会等を通じて、国に子どもの医療に関わる全国一律の
制度を創設することを引き続き求めていく。

既存のウェブサイトへの掲載等に加え、関係部局・団体と
連携したウェブサイト・ＳＮＳの利用、各種イベントへの
参加等を通じ、制度の一層の周知に努めていく。

分娩取扱施設の運営や設備整備に対する助成を行うととも
に、産科医療従事者の技能維持を図るため、周産期死亡に
関する調査・研究や研修会等を引き続き実施する。併せ
て、持続可能な周産期医療提供体制の構築に向けた協議を
進める。

令和７年２月に不妊に関する相談等の対応状況を県内関係
医療機関に調査したところ、相談があった場合でも相談セ
ンターが紹介されていない状況が確認できたため、医療機
関と相談センターの連携により相談件数の増加を図る。ま
た、メール相談も活用した専門的できめ細やかな相談体制
を今後も継続するとともに、県広報誌への情報掲載やパン
フレットの配布等により、県民への相談センターの周知を
図る。

あきた結婚支援センター等による様々な出会いの機会の提
供や相談体制の充実を図るとともに、出会い・結婚を支え
る行政、企業、結婚サポーター等との連携強化を図り、県
内全域での結婚支援の取組を行うことで、婚姻件数及び婚
姻率の減少を抑制する。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

目指す姿３　女性・若者が活躍できる社会の実現

①

65.0 66.0

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

県内各地に設置されている「若者の居場所」の
利用者数や支援体制に格差が生じている。

地域貢献を意識して秋田での進学・就職を選択
する若者が一定数いるものの、具体的な行動に
移している者は少ない。

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策
定企業数は増加しており、企業の女性活躍の取
組は広がっているが、女性管理職割合は伸び悩
んでいる。

【施策の方向性①】
「男は仕事、女は家庭」という考え方に
反対する人の割合（％）

目標

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

67.0 68.0

実績 60.3 63.0 67.5 70.1 69.9

達成率 103.8% 106.2% 104.3%

出典：県「県民意識調査」 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性②】
女性活躍推進法に基づく一般事業主行動
計画策定企業数（従業員数100人以下の企
業）（社）

目標 350

実績 172 241 374

400 450 500

466 549

達成率 106.9% 116.5% 122.0%

出典：厚生労働省「都道府県別女性活躍推進法に係る一般事業主行動計画策定届出状況」 指標の配点 4 4 4

21.0 22.0

③

【施策の方向性②】
民間事業所の管理職（課長相当職以上）
に占める女性の割合（％）

目標 20.5 23.0

実績 18.6 19.3 21.1 22.2 23.1

達成率 102.9% 105.7% 105.0%

出典：県「労働条件等実態調査」 指標の配点 4 4 4

④

【施策の方向性②】
民間事業所における男性の育児休業取得
率（％）

目標 13.0 14.0 15.0 16.0

実績 8.8 10.7 17.9 32.6 33.5

223.3%

出典：県「労働条件等実態調査」 指標の配点 4 4 4

達成率 137.7% 232.9%

⑤

【施策の方向性③】
若者による秋田の活性化や地域貢献に資
する取組件数（件）

目標 5

- 1 4

出典：県調べ

4

5 5 5

達成率 80.0% 80.0% 80.0%

実績 4

指標の配点 2 2 2

総合評価 評価理由

ａ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.60で「ａ相当」であることから、総合評価は「ａ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

地域における女性の参画拡大を図るため、ジェンダー
ギャップ解消に向けたワークショップを開催する。また、
市町村主体でワークショップを開催することを推進するた
め、あきたＦ・Ｆ推進員等のスキルアップを目的とした講
師育成講習会を開催する。

県民意識調査では、「男は仕事、女は家庭」と
いう考え方に対して反対する人の割合が増加し
てきており、固定的な性別役割分担意識は、
徐々に解消されてきているが、いまだ性差によ
る偏見や格差が存在している。

②

③

各居場所の実態を調査して情報共有するとともに、各居場
所が孤立することのないよう、居場所間の情報交換等を通
じて連携を強化するほか、支援を必要とする若者が居場所
の存在を知り、気軽にアクセスできるよう周知に努める。

若い世代が主体となった地域づくり活動や地域活性化に向
けた取組を促進するため、それぞれの思いを発表・共有す
る場を設けて活動の受け皿となる団体の組成を支援する。
また、ロールモデルとなり得る斬新なアイデアを持つ若者
の挑戦を支援する。

県内企業の女性活躍の取組を推進するため、経営者層と女
性従業員を対象とした研修会を開催するほか、男性の育休
取得を推進するためのセミナー開催により女性活躍推進企
業の拡大と気運の醸成を図る。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

市民活動サポートセンターにおいて市民活動に関する各種
相談対応を行うとともに、ＮＰＯによる新たな課題解決に
向けたネットワーク体制整備の取組を支援する。また、活
動を資金面で支援する市民ファンド「あきたスギッチファ
ンド」と連携した取組を支援する。

地域コミュニティの新たな担い手となる女性や若者の参画
も支援しながら、地域運営組織の形成に向けた市町村への
伴走支援や人材育成を行う。

地域課題が多様化・複雑化する中、協働の担い
手となるＮＰＯ等が新たな課題に対応すること
が求められているが、構成員の高齢化や資金不
足などにより活動基盤は不安定となっている。

人口減少や高齢化が進む中、地域コミュニティ
の維持・活性化のために必要となる地域運営組
織の形成を促進しているが、取組が進んでいな
い市町村がある。

目指す姿４　変革する時代に対応した地域社会の構築

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
差別等を感じた人の割合（％）

目標 32.0 31.5 30.5 29.5

実績 - 32.6 45.6 37.7 39.3

達成率 57.5% 80.3% 71.1%

出典：県「県民意識調査」 指標の配点 0 2 1

②

【施策の方向性②】
地域運営組織の形成数（件）

目標 3

実績 - - 4

3 3 3

4 1

達成率 133.3% 133.3% 33.3%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 0

60.0 62.0

③

【施策の方向性③】
社会活動・地域活動に参加した人の割合
（％）

目標 58.0 64.0

実績 57.6 57.3 60.0 62.4 55.3

達成率 103.4% 104.0% 89.2%

出典：県「県民意識調査」 指標の配点 4 4 2

④

【施策の方向性④】
立地適正化計画を策定した市町村数（累
積）（市町村）

目標 8 10

実績 5 5 6 7 8

75.0% 77.8% 88.9%

9 9

出典：県調べ 指標の配点 1 1 2

達成率

総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は1.25で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

多様性に満ちた社会づくり有識者会議の開催や学校への講
師派遣のほか、ＳＤＧｓに関する優れた取組の表彰・周知
などにより、更なる県民の理解促進に向け、取組を進めて
いく。

多様性に満ちた社会づくりの基本理念の理解促
進を図るため、ＣＭ等による広報やＳＤＧｓの
普及啓発を展開してきたが、差別を感じた人の
割合は、目標(R6:30.5％)を達成できていない
(R6:39.3％)。

②

③

④

立地適正化計画策定の取組を始める３市町と連携して、多
様な組織がまちづくりに関わることができるよう、市町の
情報交換の場や様々な主体が加わる講習会等の機会を提供
し、取組が進んでいない市町に対して、立地適正化計画の
策定を訴求していく。

まちづくりに向けた多様な関係者による活発な
議論の場は増えつつあるが、立地適正化計画策
定の取組が進んでいない市町もある。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

①
県内の温室効果ガス排出量（千ｔ-CO2）

実績 9,510 (9,108) －

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

－ －

出典：県調べ

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

食品廃棄物と廃プラスチックの実証実験の結果報告会の開
催を通じて、ごみの減量化や再資源化に向けた市町村等の
取組を促していく。また、新聞等を通じて３Ｒの取組につ
いての啓発活動を行い、県民意識の醸成を図る。

海岸漂着物の回収処理を行うとともに、海岸漂着物のうち
プラスチック等の人工物の発生抑制を図るため、イベント
の開催等により啓発活動に取り組んでいく。

脱炭素先行地域の事例紹介や地域特性に応じた再生可能エ
ネルギー導入など、脱炭素の地域づくりへの働きかけの強
化や支援が重要であるため、担当職員を対象としたスキル
アップセミナーの開催や取組の伴走支援により、市町村の
取組の促進を図る。

金融機関、地域経済団体、支援機関等と連携して脱炭素経
営に関する理解促進セミナー等を開催するほか、各主体の
支援情報を集約、一元的に発信する体制の構築を進めると
ともに、「省エネ診断」や「ＣＯ２排出量可視化サービ
ス」の活用等に要する費用を助成することにより、事業者
の脱炭素経営に向けた第一歩となる取組への着手を促す。

多くのごみが海岸に漂着しており、その回収処
理が海岸管理者である県や地元の市町の大きな
負担となっている。

県民１人１日当たりのごみ排出量や食品ロス量
が全国平均を上回っている状況にある。

脱炭素の取組は全県的に取り組んでいく必要が
あるが、実施体制、人材及びノウハウの不足に
より、市町村の脱炭素地域づくりの取組には温
度差がある。

事業者の脱炭素化は、国のＧＸ推進や世界の動
向に合わせて取り組む必要があるが、企業内の
現状・課題の把握や取組を進めるためのノウハ
ウ・人材が不足している。

目指す姿５　脱炭素の実現を目指す地域社会の形成

2025
（Ｒ７）

2024
（Ｒ６）

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

①

【施策の方向性①】
温室効果ガス排出抑制計画書の目標を達
成している事業者の割合（％）

目標 100.0

出典：県調べ 指標の配点 1

100.0 100.0 100.0

84.0% 75.0%

実績 66.7 79.3 75.0 84.0 75.0

2 1

達成率 75.0%

86

出典：県調べ

98

91

実績 93 94

90 88 87

達成率 92.3% 94.4% 102.3%

(95)

指標の配点 3 3 4

総合評価 評価理由

②

【施策の方向性②】
廃棄物の最終処分量（公共関与分）（千
ｔ）

目標

ｄ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.50で「ｄ相当」であることから、総合評価は「ｄ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

②
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ 県と市町村で構成される生活排水処理事業連絡会を活用
し、更なる包括委託の導入や汚泥処理の広域化・共同化、
ＤＸの可能性等を検討し、県全体の生産性向上（効率化）
の推進を図る。

秋田県・市町村協働政策会議や市町村訪問等を通じて、協
働・連携による取組の掘り起こしを行うとともに、費用対
効果や先進事例、市町村ニーズ等を踏まえ、新たな取組を
継続的に模索していく。

県内における生産年齢人口の著しい減少に伴
い、生活排水処理事業の運営において、自治
体・民間ともに担い手不足が懸念される。

行政コスト削減に不可欠な県と市町村、市町村
間の協働・連携による新たな取組の創出が難し
くなってきている。

目指す姿６　行政サービスの向上

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
行政手続の電子化率（％）

目標 70.0 80.0 90.0 100.0

実績 - - 70.4 78.1 80.9

達成率 100.6% 97.6% 89.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 3 2

②

【施策の方向性①】
オープンデータ化した県有データ数（累
積）（件）

目標 125 150 175 200

実績 61 87 187 223 241

達成率 149.6% 148.7% 137.7%

4 4

22

達成率 109.1%

29 31

出典：県調べ 指標の配点 4

29 29

③

【施策の方向性②】
生活排水処理施設を廃止し流域下水道に
接続する処理区数（累積）（処理区）

目標

実績 11 16 24

27

107.4% 106.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

総合評価 評価理由

ｂ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.33で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

デジタル活用に消極的な方等がオンライン申請を活用しや
すくなるよう、利便性の周知や操作性の向上を図る。

データ分析能力向上研修を通じオープンデータの有用性を
啓発するとともに、データ作成時のノウハウを提供するこ
とで、二次利用可能なオープンデータの拡充につなげてい
く。

オンライン申請の活用に消極的な、デジタルが
苦手な方や、デジタル化により不便を感じてい
る方等がいる。

オープンデータ化した県有データ数は目標を上
回ったものの、二次利用可能なデータが少な
い。

②

①
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■戦略５　健康・医療・福祉戦略

出典：厚生労働省「人口動態統計」

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

脳血管疾患による人口10万人当たり年齢
調整死亡率（人口10万対） 実績 35.0 34.7 （33.0） (32.9)

30.2
（速報値）

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

目指す姿１　健康寿命日本一の実現

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①～④】
健康寿命（男性）（年）

目標 73.91 - - 75.21

98.0% - -

実績 72.61 - (72.43) - -

出典：厚生労働省「厚生労働科学研究班資料」 指標の配点 3 - -

達成率

②

【施策の方向性①～④】
健康寿命（女性）（年）

目標 77.38

達成率 97.8%

- - 78.75

実績 76.00 - (75.67) - -

- -

出典：厚生労働省「厚生労働科学研究班資料」 指標の配点 3 - -

③

【施策の方向性①～④】
要介護２以上の者（65歳以上75歳未満）
が被保険者に占める割合（％）

目標 1.88

達成率 88.3%

1.83 1.78 1.73

実績 2.01 2.09 2.10 (2.08) 2.05

86.3% 84.8%

出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」 指標の配点 2 2 2

④

【施策の方向性①、②】
秋田県版健康経営優良法人の認定数（法
人）

目標 70

実績 32 54 139

80 90 100

181 197

4 4 4

198.6% 226.3% 218.9%達成率

⑤

【施策の方向性②】
受動喫煙防止宣言施設の新規登録数
（件）

目標

出典：県調べ 指標の配点

180

実績 164 168 63 100 250

180 180

出典：県調べ 指標の配点 0 0 4

180

達成率

0.4 0.4 0.4 0.4

35.0% 55.6% 138.9%

0.6 0.5 0.4 0.5
⑥

【施策の方向性②】
12歳児における１人平均う蝕数（本）

目標

達成率 75.0% 100.0% 75.0%

実績 0.7

出典：文部科学省「学校保健統計調査」 指標の配点 1 4 1

⑦

【施策の方向性③】
特定健康診査の実施率（％）

目標 70.0

実績 51.7 49.1

70.0 70.0 70.0

達成率 80.3% 82.1%

56.2

81.3%

57.5

出典：県調べ 指標の配点 2 2 2

56.9

⑧

【施策の方向性③】
がん検診（胃・大腸・肺・子宮頸・乳）
の受診率（％）

目標 50.0

達成率 13.4～27.8

50.0 50.0 50.0

実績 8.4～17.4 4.3～15.2 6.7～13.9 6.3～14.9 6.2～15.0

12.6%～29.8% 12.4%～30.0%

出典：県調べ 指標の配点 0 0 0

⑨

【施策の方向性①、④】
仕事や社会活動等を行った高齢者の割合
（％）

目標 60.0

達成率 97.5%

62.0 63.0

実績 57.0 53.5 58.5 52.8 53.6

61.0

86.6% 86.5%

出典：県「県民意識調査」 指標の配点 3 2 2
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

健康に関して関心の薄い層や育児や仕事で健康
づくりに取り組む余裕のない働き盛り世代にお
ける意識改革や行動変容にまでつながっていな
い。

出前講座を通じて県民への普及啓発を図るほか、フレイル
の兆候ともされる「オーラルフレイル」の予防について
は、関係団体と連携した上で普及啓発を強化する。さら
に、研修会の開催等を通じて、オーラルフレイル予防の指
導を担う人材の育成を推進していく。

健（検）診予約システムの未導入市町村に対してシステム
の導入を働きかけるなど、健（検）診を受診しやすい環境
整備を進めるとともに、かかりつけ医等による受診勧奨な
どを通じて、健（検）診の受診促進を図る。

アプリを活用した、チーム対抗型のウォーキングイベント
を開催するなど、運動機会の提供により、県民の運動習慣
の定着を促進する。

「秋田スタイル健康な食事」認証制度や秋田県版健康経営
優良法人認定制度の拡大等により、健康づくりに取り組み
やすい環境整備を推進するとともに、子どもたちに健康に
ついて考えてもらう子ども健康会議を開催するなど、健康
づくりに関する学習・体験の機会を充実させることによ
り、県民のヘルスリテラシーの向上を図る。

令和６年度健康づくりに関する調査において、
45.2%がオーラルフレイルを知らないと回答する
など、その認知度は高いとは言えない状況にあ
る。また、オーラルフレイル予防の啓発に携わ
る人材の確保が困難となっている。

特定健康診査の実施率が全国平均を下回ってい
るほか、がん検診受診率（胃・大腸・肺・子宮
頸・乳）は、大腸を除く部位で減少している。

コロナ禍やライフスタイルの変化等により、県
民（20歳以上）の１日当たりの歩数が大きく減
少している（H28:5,713歩→R4:4,652歩）。

今後の対応方針

③

④

①

②

総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.14で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

施策の
方向性 課題
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(32.9)
30.2

（速報値）
出典：厚生労働省「人口動態統計」

(73.4) －

出典：国立がん研究センター調べ

総合評価 評価理由

ｅ

②

脳血管疾患による人口10万人当たり年齢
調整死亡率（人口10万対） 実績 35.0 34.7 （33.0）

①

がんによる人口10万人当たり75歳未満年
齢調整死亡率（人口10万対） 実績 82.0 76.8 （77.3）

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

目指す姿２　安心で質の高い医療の提供

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
病院の常勤医師数（人）

目標 1,535

達成率 98.0%

1,560 1,585 1,610

実績 1,495 1,518 1,505 1,504 1,501

96.4% 94.7%

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3

②

【施策の方向性②】
回復期機能病床数（床）

目標 2,129

実績 1,452 1,527 1,694

2,267 2,405 2,544

1,691 1,734

1 1 1

79.6% 74.6% 72.1%達成率

③

【施策の方向性③】
緩和ケア研修会の修了者数（人）

目標

出典：県調べ 指標の配点

実績 222 141 143 147 137

73.5% 68.5%

200 200200 200

出典：県調べ 指標の配点 1 1 0

達成率

目標 9

71.5%

- - 8 9 9

出典：県調べ 指標の配点 2

69.2% 52.9%

0 0

88.9%
④

【施策の方向性④】
急性期診療ネットワークへの参加医療機
関数（病院）

22

実績

達成率

13 17

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は1.00で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

地域救命救急センターの未整備エリアにおいて、主に急性
期医療を担う医療機関との協議を進め、役割分担の再構築
を図る。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

修学資金貸与を受けた医師で、地域の医療機関
で働く者は徐々に増えてきているが、医師不足
や地域偏在の解消には至っていない。

国による「医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケー
ジ」に係る取組を推進するとともに、「秋田県医師確保計
画」に基づき、秋田大学や県医師会などの関係機関と連携
しながら、医師不足や地域偏在の解消に向けた施策を着実
に推進する。

看護職員については、絶対数が不足しているほ
か、今後は介護保険施設等の需要増加が見込ま
れる。

ナースセンターによる看護師の就業促進に係る総合的な支
援を行うほか、修学資金制度の充実を図るなど、看護職員
の育成・確保に向けた取組を進める。

令和６年度から医師の時間外・休日労働時間の
上限規制が適用されているが、適切な労働時間
の把握や労働時間短縮の取組に不安がある医療
機関がある。

県医療勤務環境改善支援センターによる勤務医の労働環境
の改善に向けた総合的なサポートや、医師派遣の円滑な実
施に向けた派遣元・派遣先医療機関への支援など、医師の
働き方改革を推進する。

②

人口減少と高齢化の進行による患者の減少、医
療ニーズの変化、医師の働き方改革の導入、医
師等の不足・偏在が進行する中で、従来のまま
では、地域の医療提供体制の維持が困難になっ
ている。

二次医療圏の見直しを踏まえ、広域的な枠組みの中で医療
機関の役割分担について地域医療構想調整会議で協議する
ほか、地域医療連携推進法人の設立等への支援により、医
療機関の機能分化･連携を促進する。

広大な県土を有し、少子高齢化が進む本県の中
山間地域や過疎地域においては、在宅医療の体
制が不十分な地域や将来的な存続が危ぶまれて
いる地域があり、地域の患者が安心できる一連
のサービスの総合的な確保が難しい状況となっ
ている。

医療資源が乏しい地域のアクセシビリティ支援として、医
療情報の共有やオンライン診療の普及を図るため、有識者
や医療機関からなる協議会を開催し、医療分野におけるデ
ジタル化を推進するほか、秋田県在宅医療推進センター及
び訪問看護総合支援センターを活用し、在宅医療提供体制
の充実を図る。

介護施設等医療機関以外での看取りの需要が拡
大している中で、人生の最終段階における医
療・ケアについての医療・介護従事者及び県民
の理解が不十分である。

在宅医療推進センター運営事業で開催する協議会や研修会
を活用し、医療・ケア従事者に対して「人生の最終段階に
おける医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」
等への理解促進を図るほか、関係団体や医療施設等と連携
しながら、県民に対しＡＣＰの普及啓発を図る。

③

県内各拠点病院等において、がん診療連携拠点
病院等の指定要件を満たす体制の維持や、緩和
ケアに従事する専門職の人材育成といった診療
体制の整備に苦慮している状況にある。

秋田大学医学部附属病院を中心とした県内のがん医療連携
体制等の維持や、各拠点病院等における専門職の人材育成
等に対して引き続き支援を行うとともに、関係機関と連携
しながら、緩和ケア実地研修の受入先拡大及び受講者数の
増加を図り、緩和ケアに従事する専門職の更なる育成を促
進する。

循環器病対策について、メタボリックシンド
ローム等の生活習慣病のリスク因子に関する状
況が悪化傾向にあるほか、心疾患への医療提供
体制に地域により偏りがある。

引き続き医師会等と連携し、病気の早期発見につながる健
診の受診勧奨を行うほか、セミナー開催等により正しい知
識の普及啓発を行う。また、心臓リハビリテーションを提
供するために医療機関が行う人材育成に対し、経費の一部
を支援する。

④

地域救命救急センターが未整備となっているエ
リアがあるなど、医療資源の地域偏在がある。

分娩件数の減少により、分娩取扱施設の運営状
況が悪化するとともに、産科医療従事者の技能
維持が困難となる可能性がある。

病院内に専門医が不在でも画像により助言が得られるなど
のメリットがある「遠隔画像連携システム」について、実
際に導入し活用している病院の情報を協議会において共有
した上で、今後の展開について協議を行うとともに、未導
入の病院に対して導入に向け働きかける。

分娩取扱施設の運営や設備整備に対する助成を行うととも
に、産科医療従事者の技能維持を図るため、周産期死亡に
関する調査・研究や研修会等を引き続き実施する。併せ
て、持続可能な周産期医療提供体制の構築に向けた協議を
進める。

本県の広大な面積に加え、専門医不足、地域偏
在格差といった背景から、急性期疾患発症後の
速やかな専門治療を行う体制に課題を抱えてい
る。

⑤

秋田大学の「感染制御総合センター」と連携しながら、
「秋田県感染症予防計画」及び「秋田県新型インフルエン
ザ等対策行動計画」に基づき、今後の感染症危機に備えた
医療提供体制の整備や、人材育成・感染症対策物資の確保
など感染症対策の強化を図る。

県民の健康に重大な影響を与える感染症の発生
及びまん延の際に、病床や外来医療などの医療
提供体制が逼迫したり、感染症対策物資が不足
する可能性がある。
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出典：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①
介護施設等の介護職員数（人）

実績 22,602 23,283 (22,878) (22,672) －

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2023
（Ｒ５）

目指す姿３　高齢者と障害者の暮らしを支える体制の強化

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

指標の配点 0

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

10

①

【施策の方向性①】
介護サービス事業所認証評価制度による
新規認証事業者数（事業者）

目標 10

4

6

出典：県調べ

10

実績 10 4 8 10

達成率

10

13,528 13,597 13,626 13,655

60.0% 80.0% 100.0%

2

13,239 13,438 13,470 13,421
②

【施策の方向性②】
介護保険施設の入所定員数（人）

目標

達成率 99.3% 99.1% 98.5%

実績 13,181

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3

③

【施策の方向性③】
医療・介護関係者の情報共有に取り組ん
でいる市町村数（市町村）

目標 18

達成率 105.6%

20 22 25

実績 13 13 19 20 22

100.0% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

④

【施策の方向性④】
「通いの場」への参加率（％）

目標 5.9

達成率 94.9%

6.6 7.3 8.0

実績 4.2 5.6 (5.6) (6.6) R7.8月判明予定

100.0% -

出典：県調べ 指標の配点 3 4 ｎ

⑤

【施策の方向性⑤】
「チームオレンジ」を設置している市町
村数（市町村）

目標 9

実績 - 1

12 15 25

達成率 44.4% 41.7%

4

46.7%

5

出典：県「認知症施策実施状況調査」 指標の配点 0 0 0

7

⑥

【施策の方向性⑥】
障害者サポーター養成講座の講師を配置
している市町村数（市町村）

目標 18

達成率 72.2%

21 23 25

実績 - 15 13 18 22

85.7% 95.7%

出典：県調べ 指標の配点 1 2 3

総合評価 評価理由

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.80で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ 引き続き、オンラインやオンデマンド形式等、受講しやす
い形での研修を行っていくと共に、事業の周知用グッズも
活用しつつ、県民への制度の浸透を図り、サポーター講座
実施の拡大を図る。

チームオレンジの立ち上げ等を担うオレンジコーディネー
ター研修等で設置の意義やノウハウを伝えていく。さらに
今年度新たに地域の認知症に関する資源や人材の活用につ
いて、外部からの視点を取り入れた検討を推進するため、
オレンジ・チューターの現地派遣等を実施する。

過去５年間で講師育成研修へ不参加の市町村が
あり、サポーターの配置が行われていない地域
が生じている。

国は令和７年までに全ての市町村でチームオレ
ンジを立ち上げることを目標としているが、令
和６年度末で７市町村９チームにとどまってい
る。

市町村や地域包括支援センター職員、介護支援専門員等を
対象とした地域ケア会議実践研修や、市町村の自立支援型
地域ケア会議へのアドバイザー派遣、地域リハビリテー
ション支援体制の構築等により、市町村支援に取り組む。
また、通いの場や地域支え合い事業等の地域資源開発を行
う「生活支援コーディネーター」を対象とした研修や交流
会の開催等に継続して取り組み、参加しやすい環境づくり
につなげていく。

引き続き、先進事例の情報提供や、多職種連携等に係る研
修会の開催、広域連携等に係る調整、医療従事者との関係
づくりなどの市町村支援を行っていく。

被災した際は、介護サービス提供体制を適切に確保する観
点から、国との協議や必要な支援を行っていく。

認証評価制度の周知やＰＲ、取得の働きかけを積極的に行
うことで認証取得事業者を増やし、介護職員の働きやすい
職場づくりや処遇改善を図りながら、若者や中高年、外国
人を含む多様な人材の新規参入の促進、各層に対応した研
修の充実による資質の向上、介護ロボットやＩＣＴの導入
による労働環境の改善・業務の効率化など、総合的な確保
対策を推進する。

高齢者の地域での生活を多職種が連携して支え
る「自立支援型地域ケア会議」が全県に普及し
つつあるが、地域により実施状況にばらつきが
あるほか、介護予防に資する「通いの場」への
参加率の向上が求められている。

生産年齢人口の減少が顕著となり、2040年頃に
高齢者人口と生産年齢人口の割合が同程度とな
ることが見込まれる中で、医療・介護・福祉の
連携を図りながら、各地域の実情に応じた地域
包括ケアシステムの構築に向けた取組の強化が
求められている。

災害が激甚化しており、今後も県内の施設が被
災する恐れがある。

生産年齢人口の減少等により、介護職員が今後
も不足することが見込まれている。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

⑤

⑥

③

④

①

②
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目指す姿４　誰もが安全・安心を実感できる地域共生社会の実現

2025
（Ｒ７）

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

①

【施策の方向性①】
地域課題の解決に資する包括的な支援体
制が整備されている市町村数（市町村）

目標 10

達成率 130.0%

12 13 15

実績 - - 13 13 11

108.3% 84.6%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 2

②

【施策の方向性②】
自殺による人口10万人当たり死亡率（人
口10万対）

目標 18.0

実績 20.8 18.0 22.6

17.6 17.2 16.8

19.4 20.2

1 2 2

74.4% 89.8% 82.6%達成率

③

【施策の方向性③】
里親委託率（％）

目標

出典：厚生労働省「人口動態統計」 指標の配点

28.8

実績 13.2 17.6 23.4 25.4 24.9

23.7 26.0

出典：県調べ 指標の配点 4 4 3

21.4

達成率

18 21 25 25

109.3% 107.2% 95.8%

10 15 17 19
④

【施策の方向性④】
子どもの貧困対策を実施する民間団体等
がある市町村数（市町村）

目標

達成率 83.3% 81.0% 76.0%

実績 9

出典：県調べ 指標の配点 2 2 1

⑤

【施策の方向性④】
自立相談支援に関する１月当たり新規相
談受付件数（件）

目標 13.0

実績 7.8 10.5 3.8

29.2% 26.9% 26.2%

13.0 13.0 13.0

3.5 3.4

出典：県調べ 指標の配点 0 0 0

達成率

700 750

⑥

【施策の方向性⑤】
県・市町村へのひきこもり相談実人数
（人）

目標 650

636

800

87.1% 71.0% 84.8%

実績 150 (県のみ) 543 566 497

達成率

出典：県調べ 指標の配点 2 1 2

⑦

【施策の方向性⑥】
依存症相談対応研修の受講者数（人）

目標 50

達成率 118.0%

50 50 50

実績 58 - 59 97 35

194.0% 70.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 1

総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は1.57で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ 相談しやすい環境づくりに向け、セミナー等による普及啓
発や相談援助従事者向け研修の開催、ＳＮＳを活用した相
談窓口の設置のほか、ケアラーに関する映画の上映や漫画
の制作等でケアラーの認知度を高める。さらに、関係機関
の連携を図り、ケアラーの潜在的な支援ニーズを把握する
とともに、地域全体でケアラーを支えていく体制を構築す
る。

家族の介護等を担うケアラーに対しての県民の
理解が十分とは言えない。また、ケアラーに相
談機関が十分に周知されていないだけでなく、
自分がケアラーであることに気づいていない可
能性もある。

県民公開講座等を通じてひきこもりに関する周知・啓発を
図る。また、市町村職員等を対象とした支援者研修会を実
施して、身近な支援体制を強化する。さらに、ひきこもり
経験者等を対象に支援ニーズ調査を行い、その結果を基に
一人でも多くのひきこもり当事者や家族が支援につながる
よう、より効果的な情報発信や相談体制の充実を図る。

民生委員・児童委員を対象に行った実態調査で
は、ひきこもり状態にある者の８割以上が支援
を受けていない可能性があり、全般的に支援が
行き届いていないおそれがある。また、市町村
によって支援件数に大きな差がある。

市町村担当者に対し、子どもの貧困対策に理解を深めても
らうための研修を実施するほか、子どもの貧困対策に取り
組む民間支援団体の立ち上げを補助することにより、市町
村間の支援格差の解消を図る。また、引き続き支援者と関
係者を繋ぐコーディネーターの配置により、「あきた子ど
も応援ネットワーク」の活性化を促進することで、全県域
における子どもの貧困対策を推進する。

令和６年度までに全市町村において、子どもの
貧困対策実施民間団体を設置することにしてい
るが、設置済み市町村数は19市町となってお
り、居住市町村によって受けられる支援に差が
生じている。

里親を包括的に支援するため里親支援センターを設置し、
登録里親数の増加等を図りながら里親委託を一層推進す
る。

要保護児童については、家庭に近い環境で養育
できるよう里親等への委託を推進しているとこ
ろ、里親等委託率は令和５年度末時点47都道府
県中21位となっているが、さらに高める必要が
ある。

自殺に至る様々な要因を把握・分析する 「秋田大学自殺予
防総合研究センター」が行う調査結果を民間団体・行政・
報道機関とも共有を図り、関係団体と連携したＳＮＳ等に
よる相談対応などの支援に取り組む。併せて、相談に踏み
出すことができない人を相談窓口につなぐ「ゲートキー
パー」の養成を推進するとともに、若年層対策としてＳＯ
Ｓの出し方教育講師養成事業により実施校の増加を図る。

令和６年の自殺者数は前年に比べ２人増加し、
自殺死亡率は全国ワースト３位となっている。
特に、20歳未満と50歳代が前年に比べ増加して
いるほか、高齢者の自殺率は高い状況が続いて
いる。

市町村等を対象とした包括的相談支援体制整備に係る研修
を開催するほか、担い手確保に向け、民生委員、施設関係
者やＮＰＯ等向けの研修等も開催するなど、地域で受け止
める体制づくりを推進する。

複雑化・複合化した福祉ニーズに対応する市町
村の包括的な支援体制は、市町村や市町村社会
福祉協議会のみではなく、民生委員等地域にお
ける見守り等の福祉活動を担う人材が必要であ
るが、その確保は必ずしも十分とは言えない。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

⑥

④

⑤

①

②

③
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■戦略６　教育・人づくり戦略

○ ○

○ ○

○ ○

インターンシップの趣旨や目的、意義について、協議会等
の機会を通じて理解促進を図るとともに、各高校による新
規開拓や企業訪問等を推進し、参加率の向上につなげてい
く。また、「ふるさと企業紹介」等を通じて、秋田で働く
ことの魅力を発信していく。

科学技術の進展や産業構造の変化等に伴い、地
元企業等が生徒に求める専門的な知識・技術が
変化している。また、指導する教員に必要とさ
れる能力や指導内容も高度化している。

職域拡大推進員の開拓により、実習可能、雇用
相談可能な事業所の業種が増えたが、特別支援
学校生が就職先として希望する業種の幅は広
がっていない。また、事業所への障害者理解の
啓発が不十分である。

高校生のインターンシップについては、参加校
が固定化されている傾向にあることや、生徒の
希望が多様化していること等により、参加率が
伸び悩んでいる。

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

目指す姿１　秋田の将来を支える高い志にあふれる人材の育成

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

①

【施策の方向性①、②】
高校生の県内就職率（公私立、全日制・
定時制）（％）

目標 75.5 77.0 78.5 80.0

実績 67.7 72.5 73.8 71.3 73.2

達成率 97.7% 92.6% 93.2%

出典：県教育庁「秋田県高等学校卒業者の進路状況調査」 指標の配点 3 3 3

②

【施策の方向性①】
将来の夢や目標を持っている児童生徒の
割合（小６、中３）（％）

目標 85.0 88.0

実績 86.2 - 81.4 81.4 81.0

86.0 87.0

達成率 95.8% 94.7% 93.1%

出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」 指標の配点 3 3 3

③

【施策の方向性①、②】
高校生のインターンシップ参加率（公
立）（％）

目標 64.5 66.0

実績 64.6 - 48.2 61.3 58.5

74.7% 94.3% 89.3%

65.0 65.5

出典：県教育庁調べ 指標の配点 1 3 2

達成率

①

総合評価 評価理由

ｄ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.67で「ｄ相当」であることから、総合評価は「ｄ」とする。

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

「AKITA DXハイスクール・ラボラトリー事業」を活用し、
最先端の技術を身に付けて地元産業に貢献できる人材育成
を図る。また、専門高校の教員等を対象とした最先端技術
等に関する指導力向上研修会の機会を増やす。

部局横断プロジェクトを活用し、生徒が様々な業種を知る
機会を増やすとともに、職業教育の充実を図るため、事業
推進校において職業教育充実促進検討会を実施する。ま
た、開拓事業所での実習においては、生徒に応じた仕事内
容及び支援方法に係る情報提供を行い、障害理解を推進す
る。
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出典：県教育庁「秋田県学校安全の推進に関する計画に係る取組状況調査」

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

地域と連携して防災訓練等を実施した学
校の割合（公立、幼・小・中・高・特別
支援）（％） 実績 55.0 47.0 62.0 (65.0) －

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

目指す姿２　確かな学力の育成

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

82.9

88.0 89.0

86.5

90.0

①

【施策の方向性①】
学んだことを振り返って次の学習につな
げることができる児童生徒の割合（小
６、中３）（％）

目標 87.0

達成率 98.6% 94.2% 97.2%

実績 - - 85.8

87.0

出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」 指標の配点 3 3 3

89.0 90.0

②

【施策の方向性①】
大学志望達成率（公私立、全日制・定時
制）（％）

目標

実績 84.1 88.3 86.9 89.1 88.6

88.0

99.6%達成率 99.9% 101.3%

出典：県教育庁「秋田県高等学校卒業者の進路状況調査」 指標の配点 3 4 3

③

【施策の方向性②】
特別支援教育に関する研修を受講した高
校教員の割合（％）

目標 75.0 78.0 81.0 84.0

実績 66.3 72.5 81.5 86.3 87.2

達成率 108.7% 110.6% 107.7%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4 4 4

④

【施策の方向性③】
就学前教育・保育アドバイザーを配置し
ている市町村数（市町村）

目標 7 8 9 10

実績 5 6 8 8 10

達成率 114.3% 100.0% 111.1%

4 4

117.3%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4

実績 63.6 63.2 72.7
⑤

【施策の方向性④】
授業にＩＣＴを活用して指導することが
できる教員の割合（全校種）（％）

目標 62.0

達成率

71.9 72.3

66.0 70.0 74.0

108.9% 103.3%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4 4 4

⑥

【施策の方向性⑤】
学校運営協議会に地域コーディネーター
等が参画している小・中学校の割合（公
立）（％）

目標 64.0 68.0 72.0 76.0

実績 43.0 51.8 62.9 67.1 67.8

達成率 98.3% 98.7% 94.2%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 3 3 3

総合評価 評価理由

ｂ
　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.50で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

ＩＣＴ活用指導力向上のため、教員のニーズを踏まえた習
熟度別研修会を実施するとともに、校長会等をはじめとし
た各種協議会等において、県内外の好事例の共有を図るこ
とで、ＩＣＴを活用した授業改善に向けた組織的な取組を
促していく。

教員間のＩＣＴ活用指導力の差が大きく、ＩＣ
Ｔを活用した授業改善に向けた組織的な対応が
不十分である。

学校運営協議会に地域コーディネーター等が参画したこと
による「地域とともにある学校づくり」や「学校を核とし
た地域づくり」の好事例を紹介する機会を設け、他校・他
地域への波及効果を高める。また、他団体や関係機関との
連携により、潜在的な人材の発掘に努められるよう市町村
を支援する。

学校関係者・地域住民双方において、学校運営
協議会の意義や地域コーディネーター等の役割
についての理解が十分に浸透していない。ま
た、地域によっては担い手不足が深刻であり、
適任者の発掘が困難となっている。

統合型校務支援システムの共同利用を推進するため、令和
６年度からＩＣＴを活用した授業力向上事業のモデル校を
中心に伴走支援を行っており、好事例の横展開を図るとと
もに、システムの活用研修に取り組む。

統合型校務支援システムの円滑な運用及び導入
に向けての支援や、システムの効果的な活用に
向けた支援体制が不足している。

アドバイザーを配置する10市村の取組や優良事例等の情報
を発信するとともに、市町村支援訪問による助言指導を行
うほか、配置市村の協力を得ながら未配置市町村の管内施
設に対して訪問指導等を実施する仕組みづくりを研究し、
幼児教育推進体制の構築を促進する。

就学前教育・保育アドバイザーの有効性を理解
しているものの「人材や予算に課題がある」等
の理由から配置できず、幼児教育推進体制が十
分整っていない市町村がある。

小・中学校等特別支援チームによる相談・支援内容とし
て、新任特別支援教育コーディネーターを主対象とした
「校内支援体制づくりに係る情報提供」を加え、活用を促
す。また、高等学校特別支援チームの相談・支援内容に
「進路指導に関する支援」が含まれることを、高等学校教
職員対象の各種会議の場で改めて周知する。

教育・医療・福祉等の専門家により構成した、
小・中学校と高等学校それぞれの特別支援チー
ムの活用が減少傾向にある。

④

⑤

②

③

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①
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○ ○

○ ○

○ ○ 「秋田県日本語教育の推進に関する基本的方針」及び「秋
田県日本語教育環境整備推進のための年次計画」に基づ
き、関係機関と連携して日本語教育の環境整備を推進す
る。

参加校の拡大を図るため、今年度は即興型英語ディベート
大会において初心者の部の中に「専門学科の部」を新設
し、更に参加しやすいように配慮する。また、ディベート
イングリッシュキャンプを開催し、ディベート初心者への
指導を充実させる。

年２回開催される全県指導主事等連絡協議会において、全
県的な課題について理解を深め、各地区で開催される研究
会及び学校訪問での指導内容の共有を図る。また、共有さ
れた内容を教員研修の講師である外部有識者にも伝え研修
の内容に取り入れてもらい、課題の解決を図る。

企業の外国人材の受入促進などにより、今後県
内在住外国人の増加が予想されるものの、日本
語教育を行うための環境整備が追いついていな
い。

即興型英語ディベート大会及びe-Debate交流会
への参加者は前年度より３名増加したものの、
参加する学校が固定化されている。

英検３級以上相当の英語力を有する中学３年生
の割合は前年度を下回り、文部科学省が求める
指標である50％も下回っている。生徒の語彙力
の定着と長い文章を読むことに課題が見られ
る。

出典：県調べ

実績 278 387 184 248 193
外国語情報提供件数（件）

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

目指す姿３　グローバル社会で活躍できる人材の育成

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
英検３級相当以上の英語力を有する中学
校３年生の割合（％）

目標 54.0 56.0 58.0 60.0

実績 39.1 - 44.4 46.9 42.0

達成率 82.2% 83.8% 72.4%

出典：文部科学省「英語教育実施状況調査」 指標の配点 2 2 1

②

【施策の方向性②】
英語ディベート交流会等への参加生徒数
（人）

目標 105

実績 75 61 136

110 115 120

151 154

525 550

達成率 129.5% 137.3% 133.9%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4 4 4

③

【施策の方向性③】
国際理解講座への参加者数（人）

目標 500

実績 569 592 847 893 1,204

169.4% 170.1% 218.9%

575

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率

①

総合評価 評価理由

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.00で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。

①

②

③

施策の
方向性 課題 今後の対応方針
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

インターネット利用のリスクへの意識や講座開
催の必要性に対する認識に、市町村間で温度差
があり、積極的に取り組むところと、関心が低
いところに分かれる。対象となる保護者や教職
員等の多忙さや日程・会場調整の困難さから、
講座の設定が容易ではないケースがある。

近年、スクールソーシャルワーカーへの相談要
請が増加し、複雑化・多様化した生徒指導上の
諸課題に対して、様々な環境に働き掛けた支援
を行うための時間等の確保に苦慮している。

関係機関と連携した協議会等（地場産物活用推進連絡協議
会、性に関する指導推進のための委員会等）における専門
家等からの指導助言を基に、研修会等の充実を図るととも
に、各学校等での周知を推進する。

各種研修会を開催するほか、地域との連携により学校にお
ける体育・スポーツ環境の整備を進めるとともに、体育学
習の充実、望ましい運動習慣の確立や体力向上に向けた支
援を行うことで、運動やスポーツが好きで体力の高い児童
生徒の育成を目指す。

交流校双方が交流及び共同学習の意義やねらい等を十分に
理解した上で取り組むことができるよう、昨年度作成した
「交流及び共同学習にかかるガイド（改訂版）」を活用す
る。ガイドに掲載した好事例を基に、実施の手順や組織的
に取り組むためのポイントの周知を図る。

子どもたちを取り巻く環境と生活様式は変化が
激しく、最新の知見を基に、生涯にわたって健
康に生活できる資質能力を育成する必要があ
る。

全国調査では、運動に対する好意度が高いもの
の、体力合計点については、小学校男女及び中
学校女子はコロナ禍前の水準に戻っていない。
また、スクリーンタイムの増加による運動時間
減少への影響や運動離れが懸念される。

特別支援学校との居住地校交流を実施した小・
中学校数は全体の半数以上となっており、学校
間交流としての交流及び共同学習の実施校も増
加している。一方、交流及び共同学習に組織
的・計画的に取り組むことに課題を感じている
小・中学校もある。

目指す姿４　豊かな心と健やかな体の育成

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
自分にはよいところがあると思っている
児童生徒の割合（小６、中３）（％）

目標 86.0 87.0 88.0 89.0

実績 86.0 - 84.7 86.0 86.7

達成率 98.5% 98.9% 98.5%

出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」 指標の配点 3 3 3

②

【施策の方向性①】
低年齢化に対応したインターネット環境
整備に関する講座を実施した市町村数
（累積）（市町村）

目標 13

実績 4 7 12

17 21 25

16 18

達成率 92.3% 94.1% 85.7%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 3 3 2

44.0 46.0

③

【施策の方向性②】
特別支援学校小中学部との居住地校交流
を実施した小・中学校の割合（％）

目標 42.0 48.0

実績 38.9 38.7 45.2 47.3 50.5

達成率 107.6% 107.5% 109.8%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4 4 4

④

【施策の方向性③】
運動やスポーツをすることが好きな児童
生徒の割合（小５、中２）（％）

目標 65.5 67.0

実績 65.9 - 63.0 62.9 63.4

96.2% 95.3% 95.3%

66.0 66.5

出典：スポーツ庁「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」 指標の配点 3 3 3

達成率

総合評価 評価理由

ｃ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.00で「ｃ相当」であることから、総合評価は「ｃ」とする。

②

③

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

① 未実施市町村をリストアップし、個別訪問や電話連絡等に
より講座実施を働きかける。保護者会や学校行事と連動し
た「時間短縮版講座」の提案により、実施のハードルを下
げる。

スクールソーシャルワーカーの配置箇所を増やすほか、各
配置箇所における配置時数の拡充を検討する。
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○ ○

○ ○

目指す姿５　地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機関の機能の強化

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①、②】
県内高等教育機関による県内企業等との
共同研究・受託研究・受託事業数（件）

目標 146 148 150 152

実績 141 144 160 155 128

達成率 109.6% 104.7% 85.3%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 2

②

【施策の方向性①、②】
県内高卒者の県内大学・短大・専修学校
等への進学率（％）

目標 33.7

実績 31.4 33.7 33.0

33.9 34.1 34.3

31.8 32.6

達成率 97.9% 93.8% 95.6%

出典：県教育庁「秋田県高等学校卒業者の進路状況調査」 指標の配点 3 3 3

49.0 51.0

③

【施策の方向性①、②】
県内大学生等の県内就職率（％）

目標 47.0

42.6

53.0

98.5% 91.6% 83.5%

実績 42.6 46.7 46.3 44.9

出典：秋田労働局「新規大学等卒業者の就職内定状況」 指標の配点 3 3 2

達成率

総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.33で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

秋田県立大学及び国際教養大学が実施する、学生が企業等
と共に地域や企業が抱える課題の解決に取り組むプログラ
ムや、私立大学等が行う即戦力人材の育成など、教育・研
究・地域貢献の各分野における各高等教育機関の特色を生
かした取組に対し、引き続き支援する。

地域社会や県内産業が抱える課題が多様化・複
雑化する中、地域を支える拠点である県内高等
教育機関における課題解決に向けた取組が不足
している。

②

学生が低年次から県内企業を就職先として意識できるよ
う、大学等が学生に対して行う企業と連携したインターン
シップやキャリア教育などに対し、引き続き支援する。

県内高等教育機関では本県産業界等で活躍でき
る人材の育成に取り組んでいるが、コロナ禍後
の県外志向の高まり等を受けて、県外に就職す
る卒業生の割合が増加している。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

障害者に対応した講座の実施数は拡大している
ものの、障害特性に応じた配慮やより高い学び
の充実を図る上で、内容や運営方法に不安を抱
えている市町村がある。

学校や企業、団体等との連携をすすめるとともに、メタ
バースをはじめとした新たな利用方法をアピールし、全て
の人に利用機会を提供していく。

「第４次秋田県読書活動推進基本計画」の策定に当たり、
外部有識者や関係団体等の意見も取り入れながら、それぞ
れのライフステージに応じて読書に親しむ環境づくりの推
進に向けた取組を検討する。

図書館利用の促進と読書活動推進のための広報を行うとと
もに、市町村立図書館や学校図書館に対して、読書ニーズ
や先進的な取組についての情報収集と情報提供を継続し、
全県の図書館活性化や読書推進を図っていく。

各市町村と連携し、障害者の生涯学習を支援する人材の育
成に努める。また、福祉関係等との連携によるネットワー
クを構築し、継続的な取組を支援する。さらに、オンライ
ンや出前講座など、移動や参加に困難を抱えている層にも
アクセス可能な仕組みを整える。

秋田県文化財保存活用大綱に基づき、観光部門や地域づく
り部門、学校教育等との連携をさらに進めることで、地域
住民の文化財を継承しようという気運を盛り上げ、保存と
活用の相乗効果を図る取組を推進する。

縄文遺跡群や民俗芸能、郷土食など本県の文化
財の魅力を発信しているものの、地域住民の気
運の盛り上げや保存と活用の相乗効果を図る取
組が不十分である。

目指す姿６　生涯にわたり学び続けられる環境の構築

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性②】
県立美術館・近代美術館・県立博物館・
農業科学館の利用者数（人）

目標 280,000 370,000 375,000 380,000

実績 353,589 169,596 265,290 262,755 462,008

達成率 94.7% 71.0% 123.2%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 3 1 4

②

【施策の方向性①】
障害者を対象とした講座や障害者の参加
に配慮した講座を実施した市町村数（累
積）（市町村）

目標 17

実績 15 15 17

19 21 23

23 25

達成率 100.0% 121.1% 119.0%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4 4 4

2,820 2,860

③

【施策の方向性①】
県立・市町村立図書館等の個人貸出冊数
（千冊）

目標 2,780 2,900

実績 2,733 2,567 2,568 2,522 2,472

達成率 92.4% 89.4% 86.4%

出典：県教育庁調べ 指標の配点 3 2 2

④

【施策の方向性②】
国・県指定等文化財の件数（件）

目標 785 794

実績 770 785 795 804 825

101.3% 102.0% 104.3%

788 791

出典：県教育庁調べ 指標の配点 4 4 4

達成率

総合評価 評価理由

ｂ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.50で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」とする。

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

県民ニーズに対応した特別展を実施するなど博
物館施設の利用者数は順調に推移しているが、
身体的な理由で来館できない方へのアピールに
ついては、十分とはいえない。

イベントの実施、ＳＮＳを活用した情報発信等
により、県民の読書活動を推進する施策に取り
組んでいるものの、子育てや働き盛りの世代を
中心に、読書時間の確保が困難な傾向にある。

インターネットの普及により、図書館に来なく
ても情報を得ることができる環境が整備された
ことや、人口減少により、図書館における貸出
の利用が伸び悩んでいる。
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■基本政策１　防災減災・交通基盤

総合評価 評価理由

ａ
　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.67で「ａ相当」であることから、総合評価は「ａ」とする。

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

目指す姿１　強靱な県土の実現と防災力の強化

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

①

【施策の方向性①、②】
橋梁の耐震化率（％）

目標 85.1 86.1 87.1 88.1

実績 81.4 83.2 84.8 85.9 87.3

達成率 99.6% 99.8% 100.2%

出典：県調べ 指標の配点 3 3 4

②

【施策の方向性③、④】
県管理河川の整備率（％）

目標 46.6 46.9

実績 46.2 46.4 46.7 46.8 46.9

46.7 46.8

達成率 100.2% 100.2% 100.2%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

③

【施策の方向性③、④】
洪水浸水想定区域の指定件数（累積）
（件）

目標 37 38 39 40

実績 30 34 37 39 40

達成率 100.0% 102.6% 102.6%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

④

【施策の方向性④】
防災対策工事に着手した防災重点農業用
ため池数（累積）（箇所）

目標 4

実績 - - 3

38 45 52

34 44

達成率 75.0% 89.5% 97.8%

出典：県調べ 指標の配点 1 2 3

70 80

⑤

【施策の方向性⑤】
橋梁の修繕措置着手率（％）

目標 60 100

実績 - 48 67 85 93

達成率 111.7% 121.4% 116.3%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

⑥

【施策の方向性⑤】
公園施設の修繕措置着手率（％）

目標 48 53 57 60

実績 25 35 50 54 57

達成率 104.2% 101.9% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

12 25
⑦

【施策の方向性⑤】
長寿命化対策に着手した基幹的農業水利
施設数（累積）（箇所）

目標 12

実績 - -

出典：県調べ

21 26 38

達成率 100.0% 81.0% 96.2%

17

指標の配点 4 2 3

⑧

【施策の方向性⑤】
漁港施設の修繕措置着手率（％）

目標 53 73 87 100

実績 - - 57 70 87

達成率 107.5% 95.9% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 3 4

73.3

⑨

【施策の方向性⑥】
自主防災組織の組織率（％）

目標 72.5 74.1 74.9

実績 71.1 71.2 72.0 72.2 72.4

達成率 99.3% 98.5% 97.7%

出典：県調べ 指標の配点 3 3 3
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

施設毎の優先順位を整理し、長寿命化計画に基づいた修
繕・更新等を実施することで、費用の縮減と平準化を図り
ながら、道路施設の延命化を進めていく。

施設機能の劣化が進むなどの緊急性が高いため池について
は、ため池工事特措法の期限となる令和12年度までに、集
中的かつ計画的にハード対策の着手・整備を進めるなど、
防災減災対策の強化を図る。

活動が停滞している自主防災組織等に対し、「防災アドバ
イザー派遣事業」の積極的な活用を働きかけるとともに、
市町村との連携により、地域防災をコーディネートする防
災士を養成・活用し、自主防災組織のリーダーとなる担い
手を育成することで、組織の維持と活動の活性化を図る。

自主防災組織の新規結成が進む一方で、高齢化
や地域コミュニティの希薄化により、解散(統合
含む)・消滅する事例が見られる。

公園の利用状況や要望等について指定管理者と情報を共有
し、最適な工事実施時期の検討を行うとともに工期短縮に
も配慮しながら、公園利用者への影響が最小限となるよう
努める。

県立都市公園内において多くの施設が更新時期
を迎えており、その改修工事等を順次進めてい
るが、工事中は一定期間の利用制限が発生する
場合がある。

施設の長寿命化を図るため、基幹的農業水利施設における
機能保全計画策定と対策工事を着実に進める。

県内の基幹的農業水利施設のうち、約５割が標
準耐用年数を超過するなど老朽化が進んでお
り、10年後には約８割を超える見込みである。

全国的に集中豪雨による被害が激甚化・頻発化
しており、県内においても災害発生箇所におけ
る構造物等の整備に多くの費用を要しているた
め、中小河川の改修が進んでいない。

処理場・ポンプ場の耐震化を順次進めるほか、管路の耐震
化においては、老朽化対策と連携して取り組むなど、効果
的かつ効率的な手法により対策を講じる。

いまだ耐震基準を満たしておらず、耐震補強が
必要な下水処理場等が存在している。

浸水被害発生箇所の大規模なハード対策と並行し、短期間
で治水効果を向上させる伐木や洲ざらい等を推進する。ま
た、ハザードマップの基となる洪水浸水想定区域図を作成
する河川を拡大するなど、地域の防災力強化のためのソフ
ト対策を併せて推進する。

防波堤等施設の本来の機能を維持するため、更新コストの
縮減と平準化を図りながら、予防保全型の長寿命化対策を
計画的に進める。

砂防堰堤などのハード対策を行っているが、土砂災害対策
を計画すべき区域は多くあり、その全てで実施すること
は、時間的・費用的に困難である。このため、ハード対策
とともに、土砂災害警戒区域の指定や周知などのソフト対
策により地域の防災意識向上を図るなど、総合的な土砂災
害対策を推進する。

近年局地化、頻発化する豪雨や大規模地震等の
自然災害リスクが高まっており、農業用ため池
の決壊等により農地・農業用施設に被害が発生
している。

豪雨等により土砂災害が激甚化・頻発化してい
るなか、その対策として望まれている砂防施設
の整備が進んでいない。

県内各漁港の基本施設（防波堤等）は、築造か
ら長い年月が経っており、老朽化による変状が
進行している。

高度経済成長期以降に整備された橋梁等道路施
設の老朽化が進行しており、修繕・更新等に係
る費用が増加している。

課題 今後の対応方針

①

災害発生時の救助物資の輸送等で重要な役割を
果たす緊急輸送道路において、幅員狭小区間や
落石・雪崩危険箇所などの整備が十分ではない
エリアがある。

国の補助金等を最大限活用しながら、緊急輸送道路の整備
を優先度の高い箇所から進めるとともに、法面対策による
安全確保についても計画的に進めていく。

秋田新幹線が走行する田沢湖線（赤渕田沢湖
間）は自然災害によって安全性・安定性・定時
性の確保に支障をきたすリスクを抱えている。

ＪＲ東日本及び沿線自治体との連携を図りながら、新しい
費用負担スキームの構築も見据えた国への要望活動等を引
き続き行い、新仙岩トンネル整備計画の実現を目指す。

⑥

④

⑤

②

③

施策の
方向性
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○ ○

○ ○洋上風力発電事業等の建設やメンテナンス等の
需要の高まりに対応し、環日本海交流の拠点と
なる上で、港湾機能が不十分となっている。

高速道路の沿線市町村等との連携を強化し、ミッシングリ
ンクの早期解消や暫定２車線区間の４車線化について、国
や関係機関に対して要望していく。また、令和７年度は県
内３区間が開通予定となっており、供用率の向上が見込ま
れる。

高速道路は、防災・減災、国土強靱化に資する
とともに、地域経済の活性化に大きく寄与する
ことから、早期にネットワークを完成させる必
要があるが、いまだミッシングリンクや暫定２
車線区間が残っている。

目指す姿２　交流を支える交通基盤の強化

2025
（Ｒ７）

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

①

【施策の方向性①】
高速道路の供用率（％）

目標 92 93 93 96

実績 90 92 92 92 92

達成率 100.0% 98.9% 98.9%

出典：県調べ 指標の配点 4 3 3

②

【施策の方向性①】
県管理道路の改築率（％）

目標 51.9

実績 51.6 51.7 52.0

52.0 52.1 52.2

52.2 52.2

達成率 100.2% 100.4% 100.2%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

4 6

③

【施策の方向性②】
洋上風力発電における港湾の利用件数
（累積）（件）

目標 2

7

6

100.0% 100.0% 116.7%

実績 0 2 2 4

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

達成率

総合評価 評価理由

ａ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.67で「ａ相当」であることから、総合評価は「ａ」とする。

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

基地港湾に指定された秋田港及び能代港の機能を最大限に
発揮し、今後事業展開される秋田沖等の洋上風力発電事業
においても港湾群として対応するため、能代港の整備を進
めるとともに、港湾計画改訂に基づく船川港の整備を推進
する。
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■基本政策２　生活環境

2024
（Ｒ６）

目指す姿１　犯罪・事故のない地域の実現

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
刑法犯認知件数（件）

目標 前年比減 前年比減 前年比減 前年比減

実績 2,162 2,382 1,871 2,403 2,576

達成率 105.6% 71.5% 92.8%

出典：県警察本部調べ 指標の配点 4 1 3

②

【施策の方向性②】
犯罪被害者等に対する関心と理解を深め
るイベント等への参加者数（人）

目標 275 300 325 350

実績 250 164 183 403 257

達成率 66.5% 134.3% 79.1%

出典：県調べ 指標の配点 0 4 1

③

【施策の方向性③】
交通事故死者数（人）

目標 27以下 27以下

実績 40 37 33 32 31

27以下 27以下

達成率 77.8% 81.5% 85.2%

出典：県警察本部「交通統計」 指標の配点 1 2 2

④

【施策の方向性③】
交通事故重傷者数（人）

目標 200以下 200以下 200以下 200以下

実績 250 251 188 170 197

達成率 106.0% 115.0% 101.5%

出典：県警察本部「交通統計」 指標の配点 4 4 4

63 74
⑤

【施策の方向性④】
除排雪団体数（累積）（団体）

目標 65

実績 46 51

出典：県調べ

70 75 80

達成率 96.9% 98.6% 98.7%

69

指標の配点 3 3 3

⑥

【施策の方向性⑤】
県・市町村消費生活センターにおける消
費生活相談員の資格保有率（％）

目標 75 75 75 75

実績 64 67 69 71 64

達成率 92.0% 94.7% 85.3%

出典：県調べ 指標の配点 3 3 2

総合評価

ｄ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.50で「ｄ相当」であることから、総合評価は「ｄ」とする。

評価理由
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

降雪量によっては業者へ派遣依頼がないなど、
業務量が安定しないため、大雪時に他地域へ派
遣可能な雪下ろし協力業者が年々減少してい
る。

人口減少・少子高齢化に伴い除排雪の担い手が
減少している上、依然として高齢者を中心とし
た作業中の人的被害が発生している。

「第11次秋田県交通安全計画」及び「秋田県自転車の安全
で適正な利用の促進に関する条例」の普及啓発活動をする
中で、法令遵守や交通マナーの向上、自転車損害賠償責任
保険等への加入を働きかけていく。また、道路交通法の改
正により、令和５年４月１日から全ての自転車利用者のヘ
ルメット着用が努力義務となったことから、交通事故被害
の軽減のためにも、自転車用ヘルメットフォトコンテスト
の実施やＷＥＢ広告の掲載等、関係機関・団体と協力しな
がら普及啓発を図っていく。

引き続き、老人クラブ文化祭等の高齢者が多く集まる機会
を捉えて、反射材の配布とその効果の周知を行い、反射材
の着用を促すほか、高齢者を訪問する機会が多い民生委員
等に協力を依頼し、反射材の配布や事故防止の注意喚起を
行う。また、高齢運転者に対して交通安全「あきた弁川
柳」やテレビＣＭ等を活用した交通安全の呼びかけを行
い、運転時の安全意識を高める。

交通事故の発生件数は減少しているものの、自
転車に関係した事故が毎年100件以上発生してい
るほか、本県の自転車利用者のヘルメット着用
率は令和６年７月に警察庁が実施した調査にお
いて、全国平均17.0％を下回る10.0％にとど
まっている。

令和６年は交通事故発生件数、死者数及び負傷
者数のいずれもが前年より減少したが、全死者
数31人のうち26人(83.9%)が高齢者であり、全国
平均の56.8％と比較しても、依然として高齢者
の割合が非常に高い状態が続いている。

「秋田県消費者施策推進計画（令和７～11年度）」に基づ
き、関係機関との連携を強化しながら、若年者・高齢者へ
の消費者教育や啓発活動を強化するほか、ライフステージ
に応じた効果的な消費者教育を推進し、被害に遭わないた
めの「自立した消費者」の育成を目指す。

消費生活相談員の資格取得推進や研修の受講・実施による
スキルアップ、全国消費生活相談情報ネットワークシステ
ム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）を活用した情報収集を図り、相談体
制の強化に努める。

成年年齢の引下げによる若年者の消費者被害の
発生・拡大、高齢者世帯の増加に伴う高齢者の
消費者被害の増加のほか、全世代において特殊
詐欺被害が深刻化している。

デジタル化の進展によるオンライン取引の普及
など、取引環境の変化を背景に、消費者問題が
複雑化、多様化している。

令和３年度に構築した、雪下ろし業者を他地域に派遣する
仕組みを検証するとともに、引き続き業界団体の協力を得
ながら、協力業者の確保に努める。

引き続き、地域における住民同士の支え合いを基本とした
除排雪団体（共助組織）の立ち上げや既存団体の継続した
活動を支援するとともに、損害保険会社等の協力による除
排雪作業中の高齢者等に対する声かけやチラシ配布、各種
広報媒体による普及啓発のほか、健康教室など高齢者が多
く集まる機会を活用して事故防止の注意喚起を行う。

犯罪被害者等の平穏な生活の早期回復と、犯罪被害者等を
温かく見守り、支援する社会の形成を図るため、引き続
き、各種広報媒体の活用による周知・啓発活動を行うとと
もに、関係機関と連携してイベントの周知による参加者数
の増加にも取り組んでいく。

犯罪被害者等が置かれた状況を知る機会は限定
的で、支援に関する県民の理解が十分とは言え
ない中、犯罪被害者等に対する関心と理解を深
めるイベント等への参加者数が減少に転じてい
る。

性被害に遭った方の相談につながるように、リーフレット
やＳＮＳなど多様な媒体を活用し、性暴力被害者サポート
センターの支援情報をこれまで以上に分かりやすく発信す
る。また、児童相談所や県教育庁などの関係機関と連携
し、子どもを性被害から守る取組を強化する。

近年、年齢や性別を問わず、多様な性犯罪・性
暴力による被害が顕在化してきている。

平成14年以降、刑法犯認知件数は全国最少レベ
ルにあるものの、近年、増加傾向にある。ま
た、子どもの安全確保に向けて見守り活動を各
地域で行っている自主防犯活動団体数の減少や
活動員の高齢化が進んでいる。

引き続き、地域を中心とした防犯活動を推進するため、安
全・安心まちづくり担当者会議等を通じて、自主防犯活動
の推進と環境整備の促進に取り組む。また、防犯情報紙等
により、自主防犯活動団体の活動状況を積極的にＰＲする
とともに、活動情報を共有する。さらに、優良団体の表彰
により意欲を高め、活動の活性化と活動員の確保を図るこ
とで、犯罪の起こりにくいまちづくりにつなげていく。

④

⑤

②

③

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①
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出典：総務省調べ

出典：県調べ

②
光ファイバーの利用可能世帯率（％）

実績 97.9 98.2 99.9 99.9 99.9

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①
犬猫の殺処分数（頭）

実績 45 18 139 86 20

経過検証指標 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

目指す姿２　快適で暮らしやすい生活の実現

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
食品安全に関する研修会・懇談会等への
参加者数（人）

目標 9,000 9,000 9,000 9,000

実績 8,566 5,339 5,425 5,001 5,939

達成率 60.3% 55.6% 66.0%

出典：県調べ 指標の配点 0 0 0

②

【施策の方向性②】
秋田県生活衛生営業指導センターへの相
談件数（件）

目標 430

実績 513 318 483

430 430 430

506 515

達成率 112.3% 117.7% 119.8%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

17,000 17,000

③

【施策の方向性③】
動物愛護センターの入場者数（人）

目標 17,000 17,000

実績 52,070 34,586 8,492 9,968 13,620

達成率 50.0% 58.6% 80.1%

出典：県調べ 指標の配点 0 0 2

④

【施策の方向性④】
空き家の増加率（％）

目標 3.0 2.0 1.0 0.0

実績 8.9 1.9 0.3 8.2 6.8

達成率 190.0% -210.0% -480.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 0 0

⑤

【施策の方向性⑤】
携帯電話のサービスエリア外地域の地区
数（地区）

目標 25

31 28 15

出典：県調べ

8

22 19 16

達成率 140.0% 163.6% 157.9%

実績 8

指標の配点 4 4 4

総合評価 評価理由

ｅ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.00で「ｅ相当」であることから、総合評価は「ｅ」とする。
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○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○通信事業者の自主整備等により、携帯電話の
サービスエリア外地域は減少してきているもの
の、採算性の理由から一部地域で整備が進んで
おらず不感地域が残っている。

県民が空き家問題を自分事として捉え早期に対応する気運
醸成を図るため、空き家相談会とセミナーを開催する。ま
た、市町村の指導・勧告等の行政措置や困難事案への対応
力向上による円滑な空き家対策を推進するため、関係団体
との連絡会議及び市町村職員を対象とした研修会を開催す
る。

人口減少と少子高齢化の進行を背景に、適切な
管理や利用がされない空き家が増加している。

猫の繁殖を防ぐため、住民が適正に管理する地域猫活動へ
の支援や獣医師会が行う犬猫の不妊去勢手術に対して助成
するなど、収容に繋がる事態を未然に防止する取組を進め
るとともに、適正飼養の啓発により、動物の命を預かる者
の責任を喚起し、安易な飼育放棄を防止する。また、動物
の譲渡に関する情報発信や、動物愛護団体との合同譲渡会
の開催等により、取組の中心となっている動物愛護セン
ターへの関心を高めるとともに、保護活動に対する県民の
理解を深める。

所有者の判明しない猫への安易な餌やりや無計
画な繁殖による多頭飼育崩壊により、収容され
る猫については、感染症等により譲渡不適切と
判断される割合が高い。一方、行政施設で飼養
困難なほど幼弱な猫の収容や、飼い主が終生飼
養の責任を果たせず犬猫の所有権を放棄する
ケースも少なくないことから、殺処分を行わざ
るを得ない状況が続いている。

生活衛生関係営業者への指導助言や講習等を行っている
（公財）秋田県生活衛生営業指導センターにおいて、相
談・指導体制の充実を図るほか、経営の安定に向けた融資
の斡旋を強化し、新たな技術の習得に向けた講習等を積極
的に開催する。また、後継者や担い手の育成に向けた中高
生等を対象とした出前講座や体験学習等の取組を拡充す
る。

人口減少や少子高齢化による利用者の減少、経
営者の高齢化など、生活衛生関係営業の経営を
取り巻く環境は厳しい状況が続いており、将来
に向けた経営の安定化や後継者の確保が困難な
状況が続いている。

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の浸透に向け、食品衛生責任
者を対象とした講習会の実施や個別相談による助言、簡易
な手引き書による普及啓発、監視時における指導・助言を
継続するほか、夜間帯にしか営業していない事業者を対象
とした巡回指導等を強化する。

前年度実績よりも研修会・懇談会の参加者数が
増え、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理等の浸透は
着実に行えている。しかし、業種や業態によっ
ては、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理を実施して
いない、もしくは実施していても適切な運用が
できていない場合が多い。また、県ＨＡＣＣＰ
認証の新規取得数に関しても、年々減少傾向に
ある。

④

⑤

②

③

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①

国や通信事業者が参画する協議会を通して基地局整備を要
望する等、関係団体と連携しながら不感地域の解消を進め
る。
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○ ○

○ ○

○ ○ 老朽化した公園施設の改修・更新等を進めるとともに、公
園施設の環境改善や各種イベント開催等についても効果的
に情報発信することにより、更なる公園利用者の増加に努
める。

都市公園利用者は増加傾向にあるものの、利用
者アンケートによると公園施設等の老朽化や情
報発信の不足に関する苦言、要望が散見され
る。

担い手不足への対応として、県と市町村で構成される生活
排水処理事業連絡会を活用し、W-PPPの導入や汚泥処理の広
域化・共同化の可能性を検討の上、県全体の生産性向上
（効率化）を図る。

県内において生産年齢人口の著しい減少が想定
されることから、自治体・民間ともに、生活排
水処理事業の運営における担い手不足が懸念さ
れる。

令和６年度第１次補正予算及び令和７年度当初予算の配分
により、県管理道路における未対策箇所への対応が可能と
なっため、警察等関係機関と連携しながら交通安全対策を
確実に実施するとともに、引き続き、必要な予算を国に対
し要望していく。

令和３年度の通学路における合同点検で抽出さ
れた要対策箇所の対策については、令和５年度
末までにおおむね完了するよう国から通達され
ており、グリーンベルト、注意看板等による暫
定対策率は100％となっているが、県管理道路に
おける令和６年度末の対策率は59％となってい
る。

目指す姿３　安らげる生活基盤の創出

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

①

【施策の方向性①】
通学路指定路線における歩道整備率
（％）

目標 47.1 47.4 47.6 47.8

実績 46.4 46.7 47.1 47.4 47.6

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性②】
生活排水処理場数（箇所）

目標 216

実績 233 226 214

206 202 200

208 206

達成率 100.9% 99.0% 98.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 3 3

目標 816

1,123

121.9% 115.6% 122.2%

918 919

4

実績 943 745 995 1,061

920

達成率

総合評価 評価理由

出典：県調べ 指標の配点 4 4

ａ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.67で「ａ相当」であることから、総合評価は「ａ」とする。

施策の
方向性 課題

③

【施策の方向性③】
県立都市公園の利用者数（千人）

今後の対応方針

①

③

②
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■基本政策３　自然環境

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

目指す姿１　良好な環境の保全

2025
（Ｒ７）

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）
2020
（Ｒ２）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

①

【施策の方向性①】
大気環境に係る環境基準達成率（光化学
オキシダント及びＰＭ2.5を除く）（％）

目標 100.0 100.0 100.0 100.0

実績 95.7 100.0 100.0 100.0 100.0

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

②

【施策の方向性①】
水環境（三大湖沼を除く公共用水域）に
係る環境基準達成率（％）

目標 95.0

実績 89.0 92.4 94.8

95.0 95.0 95.0

94.8 95.7

達成率 99.8% 99.8% 100.7%

出典：県調べ 指標の配点 3 3 4

7.1 7.1

③

【施策の方向性②】
八郎湖のＣＯＤ75％値（湖心）（㎎/L）

目標 7.2 7.1

実績 9.0 6.7 6.0 8.0 7.4

達成率 116.7% 87.3% 95.8%

出典：県調べ 指標の配点 4 2 3

④

【施策の方向性②】
十和田湖の透明度（湖心）（ｍ）

目標 12.0 12.0 12.0 12.0

実績 10.9 11.9 8.8 10.8 11.8

達成率 73.3% 90.0% 98.3%

出典：県調べ 指標の配点 1 3 3

⑤

【施策の方向性②】
田沢湖のｐＨ（湖心）

目標 6.0

5.0 5.3 5.3

出典：県調べ

88.3%

実績 5.4 5.3

6.0 6.0 6.0

達成率 88.3% 90.0%

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

総合評価 評価理由

ｂ

公共用水域に係る常時監視を継続するとともに、前年度に
排水基準を超過した工場・事業場への立入検査を強化する
など、水環境の保全に向けた取組を推進する。

国が計画で定める高濃度ＰＣＢ廃棄物の処分期
間の終了に向け、国が示す掘り起こし調査マ
ニュアルに基づく調査を完了しているが、予期
せず高濃度ＰＣＢ廃棄物が見つかっている。

高濃度ＰＣＢ廃棄物が発見された場合は、ＰＣＢ特措法に
基づき、引き続き保管事業者等を指導し、必要に応じ、代
執行により適正に処理する。

能代産業廃棄物処理センター処分場からの汚染
拡大防止のために設置した遮水壁内には、依然
としてＶＯＣにより高濃度に汚染された区域が
存在している。

指標の配点 2 3 2

能代産業廃棄物処理センター処分場周辺地下水等の早期改
善や安定化に向け、より効率的、効果的な手法を検討しな
がら、今後も継続して汚水処理等の環境保全対策を実施す
る。

②

十和田湖及び田沢湖については、一定程度の水
質が維持されているものの、十和田湖はＣＯ
Ｄ、田沢湖はｐＨの環境基準を達成できていな
い。

十和田湖については、青森県と連携して水質調査を実施
し、汚濁負荷要因対策を推進する。田沢湖については、玉
川酸性水中和処理事業を継続しながら、更なる改善のため
関係機関との情報交換を継続する。

八郎湖については、汚濁負荷量の流入は減少し
てきており、近年アオコの異常発生は見られて
いないものの、水質については横ばい傾向での
推移が続いている。

長期ビジョンである「恵みや潤いのある“わがみずう
み”」の実現を目指し、発生源対策や湖内浄化対策、アオ
コ対策等を継続して実施するとともに、無落水移植栽培等
の水質保全型農業の一層の普及促進を図るなど、実効性の
高い対策を推進する。

①

県内の水環境は、おおむね良好な状態を維持し
ているものの、一部の河川・湖沼・海域では環
境基準の達成に至っていない。

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.20で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」とする。

- 80 -



○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

2020
（Ｒ２）

2025
（Ｒ７）

目指す姿２　豊かな自然の保全

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019

（Ｒ元）

26,000

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

①

【施策の方向性①】
自然環境学習拠点施設等の利用者数
（人）

目標 29,000 32,000 35,000

127.5%

実績 34,879 24,326 38,649 36,988

達成率 148.7% 111.7%

35,741

出典：県調べ 指標の配点 4 4 4

1,798

1,800

実績 1,689 1,694

出典：県調べ

1,776

95.9% 97.2%

1,850 1,9001,750【施策の方向性②】
狩猟者の登録数（人）

目標

達成率 101.5%

ｂ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.50で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」とする。

1,727

総合評価 評価理由

②

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

①
生物多様性の意味や重要性に対する県民の認
識・理解が十分とは言えないため、様々な形で
の普及啓発活動が求められる。

自然環境保全推進員等の高齢化により自然保護
に携わる人材の確保に苦慮しており、自然環境
の維持が困難になるおそれがある。

関係団体と連携して普及啓発を進めるなど、自然保護に関
わる人材の育成・確保に努める。

指標の配点 4 3 3

イノシシ及びニホンジカの生息域拡大に伴う農
林業被害の増加や、県内で確認された野生イノ
シシの豚熱（ＣＳＦ）感染の拡大による家畜へ
の伝染が懸念される。

捕獲の担い手となる新規狩猟者の確保・育成等を図るほ
か、越冬地や定着地における指定管理鳥獣捕獲等事業によ
り捕獲圧を強化する。

②

人の生活圏へのツキノワグマの出没が増加傾向
にあり、人身被害の発生など、人とクマに軋轢
が生じている。

野生鳥獣管理共生ビジョンに掲げる「人とクマが棲み分け
しながら共に歩む秋田」を目指し、有識者の意見を踏まえ
改定した第二種特定鳥獣管理計画（第６次ツキノワグマ）
に基づき、ゾーニング管理による分布抑制や人身被害・農
林業被害防止等の総合的な取組を推進する。

森吉山麓高原でのブナ林再生に向けた植栽や安本自然環境
保全地域における魚類観察会などの活動を通じて、自然保
護に関心を持つ県民の裾野を広げる。

- 81 -



（３）事業評価（目的設定）

①　対象

○令和６年度６月補正予算関係　

○令和６年度９月補正予算関係

○令和６年度１２月補正予算関係

○令和６年度２月補正予算関係

○令和７年度当初予算関係

総計

　

②　実施時期

○令和６年度６月補正予算に係る目的設定表の作成　 令和６年　６月

○令和６年度９月補正予算に係る目的設定表の作成 令和６年１０月

○令和６年度１２月補正予算に係る目的設定表の作成 令和７年　１月

○令和６年度２月補正予算に係る目的設定表の作成 令和７年　３月

○令和７年度当初予算に係る目的設定表の作成　 令和７年　３月

③　評価に用いたデータ等

○住民ニーズの状況

○目的達成のための方法

○事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み　　等

ア　実施状況

　  新たに予算要求しようとする新規事業であって、プランに掲げる重点戦略及び基本政策に位置づけられた政策
　経費事業及び企業会計事業を対象とし、予算見積書を単位として実施する。
　　ただし、次の各号のいずれかに該当する事業を除く。

一　災害復旧事業及び災害復旧に関連する事業

二　県有施設の維持修繕事業（老朽化や故障等により当初の施設機能を維持又は原状回復するため実施する必要
　のある事業）及び解体撤去のみの事業並びに機器更新事業

三　受託事業や交付金事業で県負担を伴わない事業や法律により実施が定められている事務で、県の政策関与が
　生じない事業（例えば、委託調査事業、国保関連事業）

四　知事部局内部の組織機構等の管理運営に関する事務で、総事業費が１億円未満の事業（例えば、システム構
　築事業、総務事務センター事業など）

五　計画策定事業及び調査・統計事業

六　公共事業箇所評価の対象事業

七　研究課題評価の対象事業

八　基金積立事業などの他会計繰出金

九　公債費（地方債の定期償還に係るものに限る。）

十　地域重点施策推進事業

知事 教育委員会

　３件 　０件

　０件 　０件

　０件 　０件

　６件 　０件

１３件 　０件

２２件 　０件
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（４）事業評価（中間評価）

①　対象

②　実施時期

　継続事業所管課長等の評価 令和７年５月

③　評価に用いたデータ等

　○住民ニーズの状況

　○事業の効果を把握するための指標

　○事業に関連する統計データ 等

④　評価に用いた観点及び判定基準

各観点の評価結果を踏まえた総合評価の判定基準

観点 評価項目 評価結果

ア　実施状況

　　令和７年度の当初予算（企業会計を含む。）に計上されている継続事業であって、目的設定をしている政策予
　算に係る事業を対象とし、予算見積書を単位として実施する。
　　ただし、目的設定の対象外事業及び次の各号のいずれかに該当する事業を除く。

一　前年度の年間事業費（決算額）が300万円未満のもの

二　その他
　ア　基盤・施設整備事業（当該事業に係る調査・設計を含む。）
　イ　決定済みの補助金交付事業（利子補給金等）

必要性 　現状の課題に照らした妥当性
　ａ：「必要性が高い」
　ｂ：「一定の必要性がある」
　ｃ：「必要性が低い」

有効性 　事業目標の達成状況
　ａ：「有効性が高い」
　ｂ：「一定の有効性がある」
　ｃ：「有効性が低い」

効率性 　限られた予算で効果を発揮するための取組状況
　ａ：「効率性が高い」
　ｂ：「一定の効率性がある」
　ｃ：「効率性が低い」

総合評価の区分 総合評価の判定基準

Ａ 　全ての観点が「ａ」判定の場合

Ｂ 　評価結果が「Ａ」、「Ｃ」判定以外の場合

Ｃ 　全ての観点が「ｃ」判定の場合
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　○評価結果の概要

　

　　２件 （　　１％）   　７件 （　２４％）

２７３件 （　９９％） 　２２件 （　７６％）

　　０件 （　　０％） 　　０件 （　　０％）

２７５件 　２９件

　　※　詳細は、次頁の一覧表及び各評価調書を参照。

　○反映状況

イ　事業評価（中間評価）結果の概要及び評価結果の反映状況

合　　計

　  事業内容や事業の優先順位等を精査し、予算要求に反映

判　　定 知　　事 教育委員会

Ａ

Ｂ

Ｃ
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1 １－１経営安定資金貸付事業 産業労働部 産業政策課 Ｈ14 － 12,028,339 ｂ ａ ｂ Ｂ

2 １－１県単機械類貸与事業 産業労働部 産業政策課 Ｓ46 － 1,128,670 ｂ ｂ ｂ Ｂ

3 １－１事業承継推進サポート事業 産業労働部 産業政策課 Ｈ26 － 6,431 ａ ａ ｂ Ｂ

4 １－１商工団体組織活動強化事業 産業労働部 産業政策課 Ｓ36 － 1,670,810 ｂ ｂ ｂ Ｂ

5 １－１新事業展開資金貸付事業 産業労働部 産業政策課 Ｈ14 － 3,524,061 ａ ａ ｂ Ｂ

6 １－１
中小企業アグリサポート資金貸
付事業

産業労働部 産業政策課 Ｈ21 － 48,153 ｂ ｃ ｂ Ｂ

7 １－１中小企業振興資金貸付事業 産業労働部 産業政策課 Ｈ14 － 7,396,705 ｂ ｃ ｂ Ｂ

8 １－１中小企業組織融資資金貸付事業 産業労働部 産業政策課 Ｓ55 － 250,000 ｂ ｃ ｂ Ｂ

9 １－１賃金水準向上資金貸付事業 産業労働部 産業政策課 Ｒ４ － 41,014 ａ ａ ｂ Ｂ

10 １－１ＤＸ普及啓発・促進事業 産業労働部
産業政策課デジタル
イノベーション戦略
室

Ｒ３ － 15,818 ａ ａ ｂ Ｂ

11 １－１
プロフェッショナル人材活用普
及促進事業

産業労働部 地域産業振興課 Ｒ２ Ｒ９ 55,762 ａ ｂ ｂ Ｂ

12 １－１ものづくり革新総合支援事業 産業労働部 地域産業振興課 Ｒ４ Ｒ８ 442,421 ａ ｃ ｂ Ｂ

13 １－１
リーディングカンパニー創出応
援事業

産業労働部 地域産業振興課 Ｒ４ － 133,544 ａ ａ ｂ Ｂ

14 １－１企業競争力強化事業 産業労働部 地域産業振興課 Ｈ24 － 58,862 ａ ｂ ｂ Ｂ

15 １－１企業生産性向上事業 産業労働部 地域産業振興課 Ｈ29 － 5,449 ａ ａ ｂ Ｂ

16 １－１
産学官連携イノベーション創出
事業

産業労働部 地域産業振興課 Ｈ23 Ｒ７ 7,547 ａ ｂ ａ Ｂ

17 １－１産業デザイン活用促進事業 産業労働部 地域産業振興課 Ｈ23 － 8,883 ａ ａ ｂ Ｂ

18 １－１
次世代イノベーション創出・育
成事業

産業労働部 地域産業振興課 Ｒ６ Ｒ８ 9,500 ｂ ｂ ｂ Ｂ

19 １－１
中核人材確保・定着環境整備支
援事業

産業労働部 地域産業振興課 Ｒ６ Ｒ15 13,793 ａ ａ ｂ Ｂ

20 １－１
中小企業ＢＣＰ実効性確保支援
事業

産業労働部 地域産業振興課 Ｒ６ Ｒ10 4,582 ｂ ｃ ｂ Ｂ

21 １－１中小企業支援機関活動補助事業 産業労働部 地域産業振興課 Ｓ56 － 203,797 ａ ａ ｂ Ｂ

22 １－１産業基盤強化事業 産業労働部
産業技術セン
ター

Ｒ３ Ｒ７ 40,693 ａ ａ ｂ Ｂ

令和７年度事業（中間）評価結果一覧表（政策体系順）

評価結果

No
施
策

－
政
策

事業名 部局名 課室名
開始
年度

終了
年度

令和６年度
事業費
(千円）
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令和７年度事業（中間）評価結果一覧表（政策体系順）

評価結果

No
施
策

－
政
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事業名 部局名 課室名
開始
年度

終了
年度

令和６年度
事業費
(千円）

23 １－１次世代コネクターハブ形成事業 産業労働部
産業技術セン
ター

Ｒ６ Ｒ10 8,391 ａ ａ ｂ Ｂ

24 １－１あきた起業促進事業 産業労働部 商業貿易課 Ｈ22 － 28,238 ａ ｂ ｂ Ｂ

25 １－１
スタートアップエコシステムＡ
ＫＩＴＡ推進事業

産業労働部 商業貿易課 Ｒ６ － 34,266 ａ ａ ｂ Ｂ

26 １－１海外展開・交流支援事業 産業労働部 商業貿易課 Ｈ26 － 21,555 ａ ｂ ｂ Ｂ

27 １－１シルバー人材センター連合事業 産業労働部 雇用労働政策課 Ｈ９ － 8,000 ａ ｂ ｂ Ｂ

28 １－１
外国人材受入サポートセンター
事業

産業労働部 雇用労働政策課 Ｒ６ － 8,454 ａ ａ ｂ Ｂ

29 １－１職業能力開発支援事業 産業労働部 雇用労働政策課 Ｓ33 － 381,545 ｂ ｂ ｂ Ｂ

30 １－１人材確保・定着推進事業 産業労働部 雇用労働政策課 Ｒ２ － 83,960 ａ ｃ ｂ Ｂ

31 １－１中核人材育成支援事業 産業労働部 雇用労働政策課 Ｒ６ － 8,514 ａ ａ ｂ Ｂ

32 １－２情報関連産業立地促進事業 産業労働部
産業政策課デジタル
イノベーション戦略
室

Ｈ28 － 23,415 ａ ｃ ｂ Ｂ

33 １－２デジタル人材確保・育成事業 産業労働部
産業政策課デジタル
イノベーション戦略
室

Ｈ30 － 32,322 ａ ａ ｂ Ｂ

34 １－２デジタル牽引企業創出支援事業 産業労働部
産業政策課デジタル
イノベーション戦略
室

Ｒ４ Ｒ８ 24,812 ａ ｂ ｂ Ｂ

35 １－２
航空機システム電動化研究・開
発推進事業

産業労働部
地域産業振興課輸
送機産業振興室

Ｒ元 Ｒ９ 223,791 ａ ｃ ｂ Ｂ

36 １－２輸送機産業強化支援事業 産業労働部
地域産業振興課輸
送機産業振興室

Ｒ２ － 26,326 ａ ａ ｂ Ｂ

37 １－２
新エネルギー関連産業集積拠点
化推進事業

産業労働部
クリーンエネル
ギー産業振興課

H22 － 39,313 ａ ａ ｂ Ｂ

38 １－２新エネルギー導入促進事業 産業労働部
クリーンエネル
ギー産業振興課

H22 － 27,992 ａ ａ ｂ Ｂ

39 １－２新エネルギー活用促進事業 産業労働部
クリーンエネル
ギー産業振興課

H22 － 24,505 ａ ａ ｂ Ｂ

40 １－３伝統的工芸品等振興事業 産業労働部 地域産業振興課 Ｈ23 － 11,327 ａ ａ ｂ Ｂ

41 １－３
商業・サービス産業経営革新事
業

産業労働部 商業貿易課 Ｒ４ － 310,462 ａ ａ ｂ Ｂ

42 １－３
あきた企業立地促進事業「環境・
エネルギー型、資源素材型」

産業労働部
クリーンエネル
ギー産業振興課

Ｈ14 － 187,155 ｂ ａ ｂ Ｂ

43 １－３
環境・リサイクル産業集積促進
事業

産業労働部
クリーンエネル
ギー産業振興課

Ｒ４ － 53,627 ｂ ａ ｂ Ｂ

44 １－３建設産業魅力発信事業 建設部 建設政策課 Ｒ４ Ｒ７ 25,053 ａ ｂ ｂ Ｂ
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令和７年度事業（中間）評価結果一覧表（政策体系順）
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45 １－４
企業立地・導入促進資金貸付事
業

産業労働部 産業政策課 Ｓ56 － 667,565 ｂ ｂ ｂ Ｂ

46 １－４産業集積投資促進事業 産業労働部 産業集積課 Ｒ２ － 17,691 ａ ａ ｂ Ｂ

47 １－４はばたく中小企業投資促進事業 産業労働部 産業集積課 Ｒ元 － 39,114 ａ ｂ ｂ Ｂ

48 １－４
立地環境プロモーション強化事
業

産業労働部 産業集積課 Ｈ23 － 8,127 ａ ａ ｂ Ｂ

49 １－４あきた企業立地促進助成事業 産業労働部 産業集積課 Ｈ15 － 2,574,863 ａ ｂ ｂ Ｂ

50 ２－１新規就農総合対策事業 農林水産部 農林政策課 Ｈ22 － 332,946 ｂ ｃ ｂ Ｂ

51 ２－１農地中間管理総合対策事業 農林水産部 農林政策課 Ｈ26 － 571,571 ｂ ｂ ｂ Ｂ

52 ２－１農業委員会費 農林水産部 農林政策課 Ｓ26 － 201,062 ｂ ｂ ｂ Ｂ

53 ２－１
地域農業を担う経営体発展支援
事業

農林水産部 農林政策課 Ｈ14 － 37,219 ｂ ｂ ｂ Ｂ

54 ２－１
農業ＤＸを牽引する公設試デジ
タル化推進事業

農林水産部 農林政策課 Ｒ３ Ｒ７ 10,092 ａ ａ ｂ Ｂ

55 ２－１
あきたで農業を！新規参入者定
着事業

農林水産部 農林政策課 Ｒ４ － 13,713 ｂ ｃ ｂ Ｂ

56 ２－１６次産業化総合支援事業 農林水産部 農業経済課 Ｈ25 － 16,734 ａ ａ ｂ Ｂ

57 ２－１県産農産物販売力強化事業 農林水産部
農業経済課販売
戦略室

Ｒ４ Ｒ７ 18,066 ａ ｂ ｂ Ｂ

58 ２－１
所得に直結！県産農産物まるご
とブランディング推進事業

農林水産部
農業経済課販売
戦略室

Ｒ４ Ｒ７ 3,767 ａ ａ ｂ Ｂ

59 ２－１
農産物グローバルマーケティン
グ強化事業

農林水産部
農業経済課販売
戦略室

Ｒ４ Ｒ７ 23,740 ａ ａ ａ Ａ

60 ２－１
水田農業生産性向上緊急対策事
業

農林水産部 水田総合利用課 Ｒ５ Ｒ９ 65,317 ａ ｂ ｂ Ｂ

61 ２－１
あきたの魅力ある水田農業確立
対策事業

農林水産部 水田総合利用課 Ｒ４ Ｒ７ 470,986 ａ ａ ｂ Ｂ

62 ２－１土壌環境総合対策事業 農林水産部 水田総合利用課 Ｈ15 － 113,262 ａ ｂ ａ Ｂ

63 ２－１
あきたの環境にやさしい農業推
進事業

農林水産部 水田総合利用課 Ｒ４ Ｒ７ 18,558 ａ ｃ ｂ Ｂ

64 ２－１
あきたこまちＲ導入理解促進対
策事業

農林水産部 水田総合利用課 Ｒ６ Ｒ７ 9,890 ａ ａ ｂ Ｂ

65 ２－１
サキホコレ！トップブランド確
立事業

農林水産部 水田総合利用課 Ｒ４ Ｒ７ 90,558 ａ ｂ ｂ Ｂ

66 ２－１たばこ生産振興対策事業 農林水産部 園芸振興課 Ｓ50 － 40,000 ａ ｂ ｂ Ｂ
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67 ２－１
咲き誇れ！「秋田の花」日本一
獲得事業

農林水産部 園芸振興課 Ｒ４ Ｒ７ 6,470 ａ ｂ ｂ Ｂ

68 ２－１新たな果樹産地創造事業 農林水産部 園芸振興課 Ｒ６ Ｒ９ 14,074 ａ ａ ｂ Ｂ

69 ２－１
“あきたの野菜”手取りアップ
総合推進事業

農林水産部 園芸振興課 Ｒ４ Ｒ７ 8,210 ａ ｂ ｂ Ｂ

70 ２－１夢ある園芸産地創造事業 農林水産部 園芸振興課 Ｒ４ Ｒ７ 373,206 ａ ｂ ｂ Ｂ

71 ２－１
そばの里づくりプロジェクト事
業

農林水産部 園芸振興課 Ｒ５ Ｒ９ 12,048 ａ ｃ ｂ Ｂ

72 ２－１比内地鶏生産販売強化事業 農林水産部 畜産振興課 Ｈ20 Ｒ10 7,427 ａ ｂ ｂ Ｂ

73 ２－１秋田牛ブランド推進事業 農林水産部 畜産振興課 Ｒ４ Ｒ７ 32,420 ａ ｃ ｂ Ｂ

74 ２－１ＣＳＦ等緊急防疫対策事業 農林水産部 畜産振興課 Ｒ元 － 103,802 ａ ａ ｂ Ｂ

75 ２－１秋田県獣医師職員確保対策事業 農林水産部 畜産振興課 Ｈ22 － 17,585 ａ ａ ｂ Ｂ

76 ２－１
次代につなぐ秋田牛資質向上対
策事業

農林水産部 畜産振興課 Ｒ５ Ｒ９ 82,403 ａ ｂ ｂ Ｂ

77 ２－１
夢ある畜産経営ステップアップ
支援事業

農林水産部 畜産振興課 Ｒ４ Ｒ７ 82,270 ａ ａ ｂ Ｂ

78 ２－１耕畜連携体制確立対策事業 農林水産部 畜産振興課 Ｒ５ Ｒ９ 33,611 ａ ａ ｂ Ｂ

79 ２－１
基幹水利施設ストックマネジメ
ント事業

農林水産部 農地整備課 Ｈ19 － 1,285,308 ａ ａ ｂ Ｂ

80 ２－１土地改良区体制強化事業 農林水産部 農地整備課 Ｈ20 Ｒ７ 19,458 ａ ｃ ｂ Ｂ

81 ２－１
土地改良施設維持管理適正化事
業

農林水産部 農地整備課 Ｓ52 － 49,800 ａ ａ ｂ Ｂ

82 ２－２木材生産スマート化推進事業 農林水産部 林業木材産業課 Ｒ６ Ｒ８ 3,812 ａ ａ ｂ Ｂ

83 ２－２あきた材販売促進事業 農林水産部 林業木材産業課 Ｒ６ Ｒ８ 104,602 ａ ｂ ｂ Ｂ

84 ２－２林業成長産業化総合対策事業 農林水産部
林業木材産業課／
森林資源造成課

Ｈ30 － 298,202 ａ ｂ ｂ Ｂ

85 ２－２合板・製材生産性強化対策事業 農林水産部
林業木材産業課／
森林資源造成課

Ｈ28 － 710,653 ａ ｂ ｂ Ｂ

86 ２－２
秋田県水と緑の森づくり推進事
業

農林水産部 森林環境保全課 Ｈ20 － 80,973 ａ ａ ｂ Ｂ

87 ２－２秋田県水と緑の森づくり事業 農林水産部 森林環境保全課 Ｈ20 － 420,278 ａ ａ ｂ Ｂ

88 ２－２森林病害虫等防除対策事業 農林水産部 森林環境保全課 Ｓ57 － 249,547 ａ ｃ ｂ Ｂ
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89 ２－２
カーボンニュートラルに挑戦す
る再造林拡大事業

農林水産部 森林資源造成課 Ｒ４ Ｒ７ 134,736 ａ ａ ｂ Ｂ

90 ２－２県営林経営事業 農林水産部 森林資源造成課 Ｍ37 － 94,646 ａ ａ ｂ Ｂ

91 ２－２
森林整備地域活動支援対策交付
金

農林水産部 森林資源造成課 Ｈ14 － 4,054 ｂ ａ ｂ Ｂ

92 ２－２
「オール秋田で育てる」林業
トップランナー養成事業

農林水産部 森林資源造成課 Ｈ26 － 48,599 ａ ｂ ｂ Ｂ

93 ２－２造林補助事業（公共） 農林水産部 森林資源造成課 Ｓ21 － 2,951,878 ａ ｂ ｂ Ｂ

94 ２－３クニマス増殖技術確立事業 農林水産部 水産漁港課 Ｈ30 Ｒ９ 4,911 ｂ ｂ ｂ Ｂ

95 ２－３
秋田の漁業人材育成総合対策事
業

農林水産部 水産漁港課 Ｒ元 － 30,735 ａ ａ ｂ Ｂ

96 ２－３水産資源戦略的増殖推進事業 農林水産部 水産漁港課 Ｈ25 － 9,379 ａ ａ ｂ Ｂ

97 ２－３秋田のハタハタ漁業振興事業 農林水産部 水産漁港課 Ｒ３ Ｒ８ 4,000 ａ ａ ｂ Ｂ

98 ２－３秋田版次世代型漁業構築事業 農林水産部 水産漁港課 Ｒ６ Ｒ10 4,532 ａ ａ ｂ Ｂ

99 ２－３
秋田のサケ資源造成特別対策事
業

農林水産部 水産漁港課 Ｈ23 － 21,285 ａ ｂ ｂ Ｂ

100 ２－４
中山間地域農業活性化基盤整備
事業

農林水産部 農山村振興課 Ｈ26 － 200,342 ａ ｃ ｂ Ｂ

101 ２－４
日本型直接支払交付金事業（多
面的機能）

農林水産部 農山村振興課 Ｈ19 － 3,432,306 ａ ｂ ｂ Ｂ

102 ２－４
日本型直接支払交付金事業（中
山間地域等）

農林水産部 農山村振興課 Ｈ12 － 783,165 ａ ｂ ｂ Ｂ

103 ２－４
未来へつなぐ元気な農山村創造
事業

農林水産部 農山村振興課 Ｒ４ Ｒ７ 7,928 ａ ａ ｂ Ｂ

104 ２－４遊休農地再生利用事業 農林水産部 農山村振興課 Ｒ３ － 20,233 ａ ｃ ｂ Ｂ

105 ２－４
元気な農山村人材・組織育成事
業

農林水産部 農山村振興課 Ｒ４ Ｒ７ 9,576 ａ ｂ ｂ Ｂ

106 ２－４
あきたの農山村を支える活力創
造事業

農林水産部 農山村振興課 Ｒ４ Ｒ７ 47,524 ａ ｂ ｂ Ｂ

107 ３－１
広域連携による戦略的プロモー
ション事業

観光文化ス
ポーツ部

観光戦略課 Ｒ４ － 6,500 ｂ ａ ｂ Ｂ

108 ３－１
宿泊事業者経営力強化支援事業（～Ｒ
５宿泊施設等生産性向上支援事業）

観光文化ス
ポーツ部

観光戦略課 Ｒ４ － 118,553 ｂ ｂ ｂ Ｂ

109 ３－１
デジタルデータを活用した誘客
促進事業

観光文化ス
ポーツ部

観光戦略課 Ｒ４ － 29,108 ｂ ａ ｂ Ｂ

110 ３－１
観光客の多様なニーズに応じた
受入態勢整備事業

観光文化ス
ポーツ部

観光戦略課 Ｒ４ － 9,112 ａ ａ ｂ Ｂ
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111 ３－１冬季誘客促進事業
観光文化ス
ポーツ部

誘客推進課 Ｒ６ Ｒ８ 304,723 ａ ｃ ｂ Ｂ

112 ３－１
インバウンド拡大に向けた誘客
促進事業

観光文化ス
ポーツ部

誘客推進課 Ｒ６ Ｒ７ 360,916 ｂ ａ ｂ Ｂ

113 ３－１
秋田ならではのツーリズム推進
事業

観光文化ス
ポーツ部

誘客推進課 Ｈ27 － 24,845 ａ ａ ｂ Ｂ

114 ３－１観光連携団体共同事業
観光文化ス
ポーツ部

誘客推進課 Ｈ４ － 21,613 ａ ｃ ｂ Ｂ

115 ３－１観光連盟強化支援事業
観光文化ス
ポーツ部

誘客推進課 Ｈ12 － 24,480 ａ ｂ ｂ Ｂ

116 ３－１台湾便交流促進事業
観光文化ス
ポーツ部

誘客推進課 Ｒ６ － 3,680 ｂ ｂ ｂ Ｂ

117 ３－１秋田の魅力発見・発信事業
観光文化ス
ポーツ部

誘客推進課 Ｒ３ － 19,785 ａ ａ ｂ Ｂ

118 ３－１県単自然公園等施設整備事業 生活環境部 自然保護課 Ｓ47 － 60,834 ａ ａ ｂ Ｂ

119 ３－１白神山地保全推進事業 生活環境部 自然保護課 Ｈ28 － 8,640 ａ ａ ｂ Ｂ

120 ３－１
「秋田港クルーズ」まちづくり
拠点形成事業

建設部 港湾空港課 Ｈ25 － 64,064 ａ ａ ｂ Ｂ

121 ３－２
秋田の食ビジネスチャンス拡大
事業

観光文化ス
ポーツ部

食のあきた推進
課

Ｈ30 － 11,270 ａ ｂ ｂ Ｂ

122 ３－２絶品AKITAプロモーション事業
観光文化ス
ポーツ部

食のあきた推進
課

Ｒ５ － 3,510 ａ ａ ｂ Ｂ

123 ３－２食品産業価格高騰対策事業
観光文化ス
ポーツ部

食のあきた推進
課

Ｒ５ － 8,750 ａ ａ ａ Ａ

124 ３－２アンテナショップ運営事業
観光文化ス
ポーツ部

食のあきた推進
課

Ｈ23 － 52,306 ｂ ｂ ｂ Ｂ

125 ３－２食品事業者基盤強化事業
観光文化ス
ポーツ部

食のあきた推進
課

Ｒ４ － 3,825 ａ ｂ ｂ Ｂ

126 ３－２
秋田の食をリードする食品事業
者支援事業

観光文化ス
ポーツ部

食のあきた推進
課

Ｒ５ － 57,559 ａ ａ ｂ Ｂ

127 ３－２
あきたの食プラットフォーム構
築事業

観光文化ス
ポーツ部

食のあきた推進
課

Ｒ６ － 23,375 ａ ｂ ｂ Ｂ

128 ３－３
劇団公演を活用した交流人口拡
大促進事業

観光文化ス
ポーツ部

文化振興課 Ｒ４ － 32,481 ａ ｂ ｂ Ｂ

129 ３－３文化の継承・創造推進事業
観光文化ス
ポーツ部

文化振興課 Ｈ８ － 38,424 ａ ｂ ｂ Ｂ

130 ３－３
文化芸術による地域交流活性化
事業

観光文化ス
ポーツ部

文化振興課 Ｒ４ － 3,971 ａ ａ ｂ Ｂ

131 ３－３文化芸術がつなぐ交流拡大事業
観光文化ス
ポーツ部

文化振興課 Ｈ31 － 16,132 ｂ ｃ ｂ Ｂ

132 ３－３
あきた芸術劇場を活用した地域
のにぎわい創出事業

観光文化ス
ポーツ部

文化振興課 Ｒ５ Ｒ７ 5,857 ａ ａ ｂ Ｂ

- 90 -



必
要
性

有
効
性

効
率
性

総
合
評
価

令和７年度事業（中間）評価結果一覧表（政策体系順）

評価結果

No
施
策

－
政
策

事業名 部局名 課室名
開始
年度

終了
年度

令和６年度
事業費
(千円）

133 ３－４スポーツのすそ野拡大事業
観光文化ス
ポーツ部

スポーツ振興課 Ｒ５ － 30,371 ａ ｃ ｂ Ｂ

134 ３－４スポーツ大会派遣費
観光文化ス
ポーツ部

スポーツ振興課 Ｓ33 － 83,479 ｂ ｃ ｂ Ｂ

135 ３－４
スポーツツーリズム推進による
交流拡大事業

観光文化ス
ポーツ部

スポーツ振興課 Ｒ６ － 45,253 ａ ａ ｂ Ｂ

136 ３－４スポーツ王国創成事業
観光文化ス
ポーツ部

スポーツ振興課 Ｈ22 － 238,757 ｂ ｃ ｂ Ｂ

137 ３－４
生涯を通じた豊かなスポーツラ
イフづくり推進事業

観光文化ス
ポーツ部

スポーツ振興課 Ｈ28 － 7,474 ａ ｂ ｂ Ｂ

138 ３－４
ＩＣＴを活用したスポーツ活動
推進事業

観光文化ス
ポーツ部

スポーツ振興課 Ｒ５ － 3,351 ａ ｃ ｂ Ｂ

139 ３－５運輸事業振興助成交付金
観光文化ス
ポーツ部

交通政策課 Ｓ51 － 176,048 ｂ ｂ ｂ Ｂ

140 ３－５ＪＲローカル線活性化促進事業
観光文化ス
ポーツ部

交通政策課 Ｒ５ － 5,891 ａ ａ ｂ Ｂ

141 ３－５秋田空港利用促進事業
観光文化ス
ポーツ部

交通政策課 Ｈ27 － 14,030 ｂ ｂ ａ Ｂ

142 ３－５コミュニティ交通運行支援事業
観光文化ス
ポーツ部

交通政策課 Ｓ60 － 150,021 ａ ｂ ｂ Ｂ

143 ３－５第三セクター鉄道利用促進事業
観光文化ス
ポーツ部

交通政策課 Ｈ23 － 4,044 ａ ｂ ｂ Ｂ

144 ３－５
大館能代空港三往復運航定着支
援事業

観光文化ス
ポーツ部

交通政策課 Ｒ５ － 8,217 ｂ ｂ ｂ Ｂ

145 ３－５乗合バス路線維持確保事業
観光文化ス
ポーツ部

交通政策課 Ｓ47 － 128,906 ａ ｂ ｂ Ｂ

146 ３－５県単道路改築事業費 建設部 道路課 Ｓ30 － 1,125,648 ａ ａ ｂ Ｂ

147 ４－１奨学金貸与・返還助成事業
あきた未来
創造部

移住・定住促進
課

Ｈ28 － 297,096 ｂ ｂ ｂ Ｂ

148 ４－１あきた暮らし定着支援事業
あきた未来
創造部

移住・定住促進
課

Ｒ５ － 56,355 ａ ａ ｂ Ｂ

149 ４－１
新しい働き方による人の流れ促
進事業

あきた未来
創造部

移住・定住促進
課

Ｒ５ － 20,667 ｂ ａ ｂ Ｂ

150 ４－１Ａターン就職促進事業
あきた未来
創造部

移住・定住促進
課

Ｈ30 － 73,174 ａ ｂ ｂ Ｂ

151 ４－１移住相談体制強化事業
あきた未来
創造部

移住・定住促進
課

Ｒ５ － 52,942 ａ ｂ ｂ Ｂ

152 ４－１あきた暮らし魅力発信事業
あきた未来
創造部

移住・定住促進
課

Ｒ５ － 22,968 ａ ｂ ｂ Ｂ

153 ４－１
若者の県内定着・回帰総合支援
事業

あきた未来
創造部

移住・定住促進
課

Ｈ28 － 61,081 ｂ ｂ ｂ Ｂ

154 ４－１若年女性の県内定着促進事業
あきた未来
創造部

次世代・女性活
躍支援課

Ｒ３ － 38,593 ａ ａ ｂ Ｂ
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155 ４－１
関係人口による「あきたの物
語」拡大事業

あきた未来
創造部

地域づくり推進
課

Ｒ５ Ｒ７ 5,477 ａ ａ ｂ Ｂ

156 ４－１
あきた安全安心住まい推進事業
（住宅リフォーム推進）

建設部 建築住宅課 Ｈ22 Ｒ７ 235,489 ａ ｃ ｂ Ｂ

157 ４－２すこやか子育て支援事業
あきた未来
創造部

次世代・女性活
躍支援課

Ｈ３ － 877,441 b ｃ b Ｂ

158 ４－２出会い・結婚支援事業
あきた未来
創造部

次世代・女性活
躍支援課

Ｈ21 － 34,984 ａ ｂ ｂ Ｂ

159 ４－２
結婚の希望をかなえる気運醸成
事業

あきた未来
創造部

次世代・女性活
躍支援課

Ｈ22 － 72,959 ａ ａ ｂ Ｂ

160 ４－２あきたの出産・子育て応援事業
あきた未来
創造部

次世代・女性活
躍支援課

Ｒ５ － 129,359 ａ ｂ ａ Ｂ

161 ４－２子どもの居場所づくり促進事業
あきた未来
創造部

次世代・女性活
躍支援課

Ｈ３ － 730,118 ａ ｂ ｂ Ｂ

162 ４－２
子ども・子育て支援人材育成事
業

あきた未来
創造部

次世代・女性活
躍支援課

Ｈ28 － 4,972 ｂ ｂ ｂ Ｂ

163 ４－２
オール秋田で子育てを支える地
域づくり推進事業

あきた未来
創造部

次世代・女性活
躍支援課

Ｒ５ － 4,162 ａ ｃ ｂ Ｂ

164 ４－２市町村子ども・子育て支援事業
あきた未来
創造部

次世代・女性活
躍支援課

Ｈ25 － 204,327 ａ ｃ ｂ Ｂ

165 ４－２
妊娠・出産への健康づくり支援
事業

健康福祉部
保健・疾病対策
課

Ｈ22 － 46,855 ａ ｂ ｂ Ｂ

166 ４－２地域子ども・子育て支援事業 教育庁 幼保推進課 Ｈ27 － 335,882 ａ ｂ ｂ Ｂ

167 ４－２保育士等確保対策事業 教育庁 幼保推進課 Ｈ29 － 40,471 ａ ｂ ｂ Ｂ

168 ４－２多様な保育促進事業 教育庁 幼保推進課 Ｒ６ － 26,632 ａ ｂ ｂ Ｂ

169 ４－３
咲きほこれ！あきたウーマンパ
ワー応援事業

あきた未来
創造部

次世代・女性活
躍支援課

Ｒ３ － 8,817 ａ ｂ ａ Ｂ

170 ４－３子ども・若者育成支援推進事業
あきた未来
創造部

次世代・女性活
躍支援課

Ｈ18 － 7,163 ａ ｂ ｂ Ｂ

171 ４－３若者チャレンジ応援事業
あきた未来
創造部

地域づくり推進
課

Ｒ元 Ｒ７ 31,919 ｂ ｃ ｂ Ｂ

172 ４－４
多様性に満ちた社会づくり推進
事業

あきた未来
創造部

あきた未来戦略
課

Ｒ４ － 19,631 ａ ａ ｂ Ｂ

173 ４－４あきたＳＤＧｓ推進事業
あきた未来
創造部

あきた未来戦略
課

Ｒ３ － 4,892 ａ ａ ｂ Ｂ

174 ４－４協働の地域づくりサポート事業
あきた未来
創造部

地域づくり推進
課

Ｈ22 Ｒ８ 21,477 ａ ａ ｂ Ｂ

175 ４－４
未来へつなぐ「元気ムラ」活動
推進事業

あきた未来
創造部

地域づくり推進
課

Ｒ３ Ｒ８ 9,164 ａ ａ ｂ Ｂ

176 ４－４
優良建築物等整備事業（秋田市
千秋久保田地区）

建設部 建築住宅課 Ｒ３ Ｒ７ 21,165 ａ ｂ ｂ Ｂ
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177 ４－４
市街地再開発事業（横手駅東口
第二地区）

建設部 建築住宅課 Ｒ元 Ｒ８ 8,600 ａ ｂ ｂ Ｂ

178 ４－５環境産業活性化推進事業 生活環境部 環境管理課 Ｈ15 － 10,870 ａ ａ ｂ Ｂ

179 ４－５海岸漂着物地域対策推進事業 生活環境部 環境整備課 Ｈ21 － 67,768 ａ ｂ ｂ Ｂ

180 ４－５
ストップ・ザ・温暖化あきた推
進事業

生活環境部 温暖化対策課 Ｈ29 － 55,788 ａ ｂ ｂ Ｂ

181 ４－６あきた循環のみず協働推進事業 建設部
下水道マネジメ
ント推進課

Ｈ27 － 123,132 ａ ｂ ｂ Ｂ

182 ５－１
「受動喫煙ゼロ　そして禁煙」
推進事業

健康福祉部
健康づくり推進
課

Ｒ元 － 14,335 ａ ａ ｂ Ｂ

183 ５－１「あきた健康宣言！」推進事業 健康福祉部
健康づくり推進
課

Ｈ29 － 16,113 ａ ｃ ｂ Ｂ

184 ５－１生活習慣病対策事業 健康福祉部
健康づくり推進
課

Ｈ27 － 2,692 ａ ｂ ｂ Ｂ

185 ５－１歯科保健医療推進事業 健康福祉部
健康づくり推進
課

Ｈ12 － 19,873 ａ ｂ ｂ Ｂ

186 ５－１
健（検）診受診率向上総合対策
事業

健康福祉部
健康づくり推進
課

Ｒ元 － 10,506 ａ ｂ ｂ Ｂ

187 ５－２がんとの共生社会推進事業 健康福祉部
健康づくり推進
課

Ｒ元 － 8,890 ａ ａ ｂ Ｂ

188 ５－２がん診療機能等強化事業 健康福祉部
健康づくり推進
課

Ｒ元 － 115,629 ａ ａ ｂ Ｂ

189 ５－２感染症予防計画推進事業 健康福祉部
保健・疾病対策
課

Ｒ６ Ｒ８ 28,576 ｂ ｂ ｂ Ｂ

190 ５－２救急医療対策事業 健康福祉部 医務薬事課 Ｈ20 － 866,768 ａ ｂ ｂ Ｂ

191 ５－２
地方独立行政法人秋田県立病院
機構支援事業

健康福祉部 医務薬事課 Ｈ21 － 5,946,911 ａ ｂ ｂ Ｂ

192 ５－２
湖東厚生病院医療提供体制確保
事業

健康福祉部 医務薬事課 Ｈ26 － 103,098 ａ ｂ ｂ Ｂ

193 ５－２周産期医療体制整備事業 健康福祉部 医務薬事課 Ｈ22 － 278,386 ａ ｃ ｂ Ｂ

194 ５－２呼吸器疾患診療体制確保事業 健康福祉部 医務薬事課 Ｒ４ － 13,361 ｂ ａ ｂ Ｂ

195 ５－２医療提供体制整備費補助事業 健康福祉部 医務薬事課 Ｓ47 － 252,984 ａ ｂ ｂ Ｂ

196 ５－２災害医療体制整備事業 健康福祉部 医務薬事課 Ｈ25 － 20,658 ａ ａ ｂ Ｂ

197 ５－２
政策的医療関係施設運営費補助
事業

健康福祉部 医務薬事課 Ｈ20 － 286,923 ａ ｂ ｂ Ｂ

198 ５－２在宅医療推進支援事業 健康福祉部 医務薬事課 Ｈ25 － 67,371 ａ ｂ ｂ Ｂ
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199 ５－２へき地医療対策事業 健康福祉部 医務薬事課 Ｈ15 － 11,028 ａ ａ ｂ Ｂ

200 ５－２電子処方箋活用・普及促進事業 健康福祉部 医務薬事課 Ｒ６ Ｒ７ 61,585 ａ ｃ ｂ Ｂ

201 ５－２看護職員確保対策事業 健康福祉部
医務薬事課医療
人材対策室

Ｈ21 － 39,335 ａ ａ ｂ Ｂ

202 ５－２
医師地域循環型キャリア形成支
援システム推進事業

健康福祉部
医務薬事課医療
人材対策室

Ｈ18 － 399,123 ａ ｂ ｂ Ｂ

203 ５－２看護師等養成所運営費補助金 健康福祉部
医務薬事課医療
人材対策室

Ｓ46 － 119,397 ａ ａ ｃ Ｂ

204 ５－２
東北で育てる秋田の医師養成事
業

健康福祉部
医務薬事課医療
人材対策室

Ｒ２ － 95,128 ａ ｂ ｂ Ｂ

205 ５－２医療従事者修学資金貸付金 健康福祉部
医務薬事課医療
人材対策室

Ｓ37 － 45,336 ａ ａ ｂ Ｂ

206 ５－２医療従事者養成事業 健康福祉部
医務薬事課医療
人材対策室

Ｈ８ － 8,343 ａ ｃ ｂ Ｂ

207 ５－２病院内保育所支援事業 健康福祉部
医務薬事課医療
人材対策室

Ｈ22 － 5,919 ｂ ｂ ｂ Ｂ

208 ５－２臨床研修体制強化支援事業 健康福祉部
医務薬事課医療
人材対策室

Ｈ20 － 22,200 ａ ｂ ｂ Ｂ

209 ５－２地域医療従事医師確保対策事業 健康福祉部
医務薬事課医療
人材対策室

Ｈ22 － 15,728 ａ ｂ ｂ Ｂ

210 ５－３福祉人材確保推進事業 健康福祉部
地域・家庭福祉
課

Ｈ29 － 23,116 ａ ａ ｂ Ｂ

211 ５－３介護業務「カイゼン」推進事業 健康福祉部 長寿社会課 Ｒ６ － 437,546 ａ ａ ｂ Ｂ

212 ５－３地域介護福祉施設等整備事業 健康福祉部 長寿社会課 Ｈ27 － 39,131 ｂ ｂ ｃ Ｂ

213 ５－３介護職員等資質向上研修事業 健康福祉部 長寿社会課 Ｒ３ － 37,121 ａ ｃ ｂ Ｂ

214 ５－３
地域でつなぐ認知症支援推進事
業

健康福祉部 長寿社会課 Ｈ30 － 65,813 ａ ｃ ｂ Ｂ

215 ５－３
元気で明るい長寿社会づくり事
業

健康福祉部 長寿社会課 Ｈ27 － 40,046 ａ ｃ ｂ Ｂ

216 ５－３介護保険制度基盤強化推進事業 健康福祉部 長寿社会課 Ｈ24 － 37,212 ａ ｂ ｂ Ｂ

217 ５－３老人クラブ助成事業 健康福祉部 長寿社会課 Ｓ38 － 27,580 ｂ ｂ ｂ Ｂ

218 ５－３介護人材確保対策事業 健康福祉部 長寿社会課 Ｈ27 － 60,765 ａ ｃ ａ Ｂ

219 ５－３障害児等療育支援事業 健康福祉部 障害福祉課 Ｈ５ － 43,226 ａ ａ ｂ Ｂ

220 ５－３障害者スポーツ振興事業 健康福祉部 障害福祉課 Ｈ22 － 37,210 ａ ａ ｂ Ｂ
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221 ５－３障害児・者施設整備補助事業 健康福祉部 障害福祉課 Ｈ15 － 81,620 ａ ｃ ｂ Ｂ

222 ５－３
聴覚障害者支援センター運営事
業

健康福祉部 障害福祉課 Ｈ27 － 25,192 ａ ｂ ｂ Ｂ

223 ５－３精神科救急医療体制整備事業 健康福祉部 障害福祉課 Ｈ12 － 82,150 ａ ｂ ｂ Ｂ

224 ５－３障害者差別解消推進事業 健康福祉部 障害福祉課 Ｈ29 － 10,713 ａ ｃ ｂ Ｂ

225 ５－３障害者総合支援法等推進事業 健康福祉部 障害福祉課 Ｈ25 － 72,711 ａ ｂ ｂ Ｂ

226 ５－３医療的ケア児等総合支援事業 健康福祉部 障害福祉課 Ｒ４ － 22,833 ａ ｂ ｂ Ｂ

227 ５－４
「我が事・丸ごと」の地域づく
り推進事業

健康福祉部
地域・家庭福祉
課

Ｈ30 － 39,003 ａ ｂ ｂ Ｂ

228 ５－４
子どもの未来応援地域ネット
ワーク形成支援事業

健康福祉部
地域・家庭福祉
課

Ｈ28 － 9,289 ａ ｂ ｂ Ｂ

229 ５－４生活困窮者自立支援事業 健康福祉部
地域・家庭福祉
課

Ｈ27 － 18,128 ａ ｂ ｂ Ｂ

230 ５－４子ども虐待防止対策事業 健康福祉部
地域・家庭福祉
課

Ｈ20 － 16,342 ａ ｂ ｂ Ｂ

231 ５－４県社会福祉協議会運営費補助金 健康福祉部
地域・家庭福祉
課

Ｓ44 － 42,568 ａ ａ ｃ Ｂ

232 ５－４地域生活定着支援事業 健康福祉部
地域・家庭福祉
課

Ｈ21 － 25,896 ａ ｂ ｂ Ｂ

233 ５－４母子父子寡婦福祉資金貸付事業 健康福祉部
地域・家庭福祉
課

Ｓ28 － 146,654 ｂ ａ ｃ Ｂ

234 ５－４成年後見制度利用促進事業 健康福祉部
地域・家庭福祉
課

Ｒ元 － 12,952 ａ ｃ ｂ Ｂ

235 ５－４福祉サービス利用支援事業 健康福祉部
地域・家庭福祉
課

Ｈ21 － 84,093 ａ ｂ ｂ Ｂ

236 ５－４ひきこもり対策推進事業 健康福祉部 障害福祉課 Ｈ25 － 13,123 ａ ｂ ｂ Ｂ

237 ５－４福祉医療費等助成事業 健康福祉部
健康づくり推進
課国保医療室

Ｓ44 － 3,593,991 ａ ｂ ｂ Ｂ

238 ５－４難病相談・生活支援事業 健康福祉部
保健・疾病対策
課

Ｈ20 － 7,206 ａ ｂ ｂ Ｂ

239 ５－４肝炎治療特別促進事業 健康福祉部
保健・疾病対策
課

Ｈ20 － 53,449 ｂ ｂ ｂ Ｂ

240 ５－４難病等医療提供体制推進事業 健康福祉部
保健・疾病対策
課

Ｒ２ － 8,164 ａ ｂ ｂ Ｂ

241 ５－４心はればれ県民運動推進事業 健康福祉部
保健・疾病対策
課

Ｈ22 － 95,804 ａ ｂ ｂ Ｂ

242 ５－４臓器移植推進事業 健康福祉部
保健・疾病対策
課

Ｈ６ － 6,951 ａ ｂ ｂ Ｂ
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243 ５－４難病等医療費助成事業 健康福祉部
保健・疾病対策
課

Ｓ48 － 1,675,991 ａ ｂ ｂ Ｂ

244 ６－１
秋田を支える人づくり教育推進
事業

教育庁 高校教育課 Ｒ４ Ｒ７ 67,438 ａ ｂ ａ Ｂ

245 ６－１
デジタル教育　未来へＲＵＮプ
ロジェクト事業

教育庁 高校教育課 Ｒ４ Ｒ８ 34,616 ａ ｂ ａ Ｂ

246 ６－１
特別支援学校生の職域拡大・職
場定着促進事業

教育庁 特別支援教育課 Ｒ５ Ｒ７ 6,303 ａ ｂ ｂ Ｂ

247 ６－２
少人数学習推進事業（小学校・
中学校）

教育庁 義務教育課 Ｈ13 － 225,888 ａ ａ ａ Ａ

248 ６－２
少人数学習推進事業（高等学
校）

教育庁 高校教育課 Ｈ30 － 54,760 b ｂ ａ Ｂ

249 ６－２学力向上推進事業 教育庁 義務教育課 Ｈ22 － 6,380 ａ ａ ａ Ａ

250 ６－２文化部活動地域移行等推進事業 教育庁 義務教育課 Ｒ５ － 3,656 ａ ｂ ｂ Ｂ

251 ６－２学校支援スタッフ配置事業 教育庁 義務教育課 Ｒ６ 100,997 ａ ｂ ｂ Ｂ

252 ６－２育英事業助成費 教育庁 教育庁総務課 Ｓ27 － 9,355 ａ ｂ ｂ Ｂ

253 ６－２私立学校運営費補助金 教育庁 教育庁総務課 Ｓ44 － 866,673 ａ ｃ ｂ Ｂ

254 ６－２私立学校就学支援事業 教育庁 教育庁総務課 Ｈ22 － 561,763 ａ ａ ｂ Ｂ

255 ６－２
学校・家庭・地域連携総合推進
事業

教育庁 生涯学習課 Ｈ22 － 51,612 ａ ｂ ｂ Ｂ

256 ６－２私立幼稚園運営費補助金 教育庁 幼保推進課 Ｓ44 － 206,344 ａ ａ ａ Ａ

257 ６－３国際化推進事業 企画振興部 国際課 Ｈ22 － 20,866 ａ ｂ ｂ Ｂ

258 ６－３多文化共生推進事業 企画振興部 国際課 Ｈ23 － 6,087 ａ ｃ ｂ Ｂ

259 ６－３AKITAグローバル人材育成事業 教育庁 高校教育課 Ｒ５ Ｒ９ 117,232 ａ ｂ ｂ Ｂ

260 ６－４体育連盟補助金 教育庁 保健体育課 Ｓ42 － 3,891 ａ ｂ ｂ Ｂ

261 ６－４秋田型部活動支援事業 教育庁 保健体育課 Ｒ５ Ｒ７ 23,668 ａ ｃ ｂ Ｂ

262 ６－４生徒指導総合支援事業 教育庁 義務教育課 Ｈ13 － 80,139 ａ ｂ ｂ Ｂ

263 ６－４高校生学校生活支援事業 教育庁 高校教育課 Ｒ４ － 24,748 ａ c ａ Ｂ

264 ６－４
“あい”で見守る！あんしん
ネット構築事業

教育庁 生涯学習課 Ｒ４ Ｒ７ 4,463 ａ ｂ ｂ Ｂ
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265 ６－４
ニューノーマルに対応した体験
活動構築事業

教育庁 生涯学習課 Ｒ４ Ｒ７ 3,890 ａ ｂ ｂ Ｂ

266 ６－４
特別支援学校教員の専門性向上
サポート事業

教育庁 生涯学習課 Ｒ５ Ｒ９ 7,270 ａ ａ ａ Ａ

267 ６－５
看護系大学・短期大学運営費補
助金

あきた未来
創造部

あきた未来戦略課
高等教育支援室

Ｈ８ － 255,152 ｂ ａ ｂ Ｂ

268 ６－５
国際教養大学施設設備等整備事
業

あきた未来
創造部

あきた未来戦略課
高等教育支援室

Ｈ16 － 64,783 ａ ａ ｂ Ｂ

269 ６－５秋田県立大学運営事業
あきた未来
創造部

あきた未来戦略課
高等教育支援室

Ｈ18 － 3,805,515 ａ ａ ｂ Ｂ

270 ６－５
私立専修学校・各種学校運営費
等補助金

あきた未来
創造部

あきた未来戦略課
高等教育支援室

Ｈ28 － 63,153 ｂ ｂ ｃ Ｂ

271 ６－５国際教養大学運営事業
あきた未来
創造部

あきた未来戦略課
高等教育支援室

Ｈ16 － 1,133,325 ａ ａ ｂ Ｂ

272 ６－５
秋田県立大学施設設備等整備事
業

あきた未来
創造部

あきた未来戦略課
高等教育支援室

Ｈ18 － 180,185 ａ ａ ｂ Ｂ

273 ６－５
私立大学等即戦力人材育成支援
事業

あきた未来
創造部

あきた未来戦略課
高等教育支援室

Ｈ30 Ｒ７ 15,553 ａ ｂ ｂ Ｂ

274 ６－５
秋田県立大学アグリイノベー
ション教育研究センター事業

あきた未来
創造部

あきた未来戦略課
高等教育支援室

Ｒ３ Ｒ７ 174,023 ａ ａ ｂ Ｂ

275 ６－６県民読書環境整備事業
観光文化ス
ポーツ部

文化振興課 Ｈ23 － 14,376 ａ ｃ ｂ Ｂ

276 ６－６あきたMuseum機能強化事業 教育庁 生涯学習課 Ｒ６ Ｒ10 44,473 ａ ａ ａ Ａ

277 ６－６
「未来につなぐJOMON」世界遺
産魅力アップ事業

教育庁
生涯学習課文化
財保護室

Ｒ４ Ｒ14 59,286 b ｂ ｂ Ｂ

278 ６－６文化財保護助成事業 教育庁
生涯学習課文化
財保護室

Ｓ30 Ｒ９ 11,910 ａ ａ ａ Ａ

279 ６－６埋蔵文化財分布発掘調査事業 教育庁
生涯学習課文化
財保護室

Ｓ49 － 282,355 ａ b ａ Ｂ

280 ６－６重要文化財天徳寺保存修理事業 教育庁
生涯学習課文化
財保護室

Ｈ27 Ｒ９ 17,950 ａ ａ ａ Ａ

281 ７－１災害対応力強化事業 総務部 総合防災課 Ｈ26 － 4,996 ａ ｂ ｂ Ｂ

282 ７－１地域防災力強化事業 総務部 総合防災課 Ｈ26 － 6,193 ａ ｂ ｂ Ｂ

283 ７－１
基幹水利施設技術管理強化特別
指導事業

農林水産部 農地整備課 Ｓ61 － 8,000 ａ ａ ｂ Ｂ

284 ７－１水利施設管理事業 農林水産部 農地整備課 Ｓ52 － 807,567 ａ ａ ｂ Ｂ

285 ７－１農業集落排水事業（公共事業） 建設部
下水道マネジメ
ント推進課

Ｓ58 － 334,000 ａ ｂ ｂ Ｂ

286 ７－１県単河川改良事業 建設部 河川砂防課 Ｓ60 － 3,923,790 ａ ａ ｂ Ｂ
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必
要
性

有
効
性

効
率
性

総
合
評
価

令和７年度事業（中間）評価結果一覧表（政策体系順）

評価結果

No
施
策

－
政
策

事業名 部局名 課室名
開始
年度

終了
年度

令和６年度
事業費
(千円）

287 ７－１環境整備地域連携事業 建設部 河川砂防課 Ｈ12 － 3,487 ａ ｂ ｂ Ｂ

288 ７－１県単砂防事業 建設部 河川砂防課 Ｓ35 － 893,620 ａ ａ ｂ Ｂ

289 ８－１消費生活安全・安心事業 生活環境部 県民生活課 Ｈ25 － 18,020 ａ ａ ｂ Ｂ

290 ８－１安全・安心なまちづくり事業 生活環境部 県民生活課 Ｈ16 － 13,571 ａ ｂ ｂ Ｂ

291 ８－２ＤＸ戦略推進事業 企画振興部
デジタル政策推
進課

Ｒ３ － 33,605 ａ ｂ ｂ Ｂ

292 ８－２空き家対策総合推進事業
あきた未来
創造部

地域づくり推進
課

Ｒ４ － 7,883 ａ ｃ ｂ Ｂ

293 ８－２動物にやさしい秋田推進事業 生活環境部 生活衛生課 Ｈ27 － 13,779 ａ ｃ ｂ Ｂ

294 ８－２あきたの食安全・安心推進事業 生活環境部 生活衛生課 Ｈ22 － 4,076 ａ ｂ ｂ Ｂ

295 ８－２生活衛生関係営業育成事業費 生活環境部 生活衛生課 Ｈ20 － 20,817 ａ ｂ ｂ Ｂ

296 ８－３合併処理浄化槽設置整備事業費 建設部
下水道マネジメ
ント推進課

Ｈ３ － 60,368 ｂ ａ ｂ Ｂ

297 ９－１廃棄物３Ｒ・適正処理推進事業 生活環境部 環境整備課 Ｈ21 － 66,097 ａ ａ ｂ Ｂ

298 ９－１
八郎湖「わがみずうみ」創生事
業

生活環境部
環境管理課八郎
湖環境対策室

Ｈ18 － 73,737 ａ ｂ ｂ Ｂ

299 ９－１環境放射能測定事業 生活環境部 環境管理課 Ｈ24 － 28,370 ａ ｂ ｂ Ｂ

300 ９－１
能代産業廃棄物処理センター環
境保全対策費

生活環境部 環境整備課 Ｈ10 － 118,192 ａ ａ ｂ Ｂ

301 ９－１
環境保全センター管理運営事業
費

生活環境部 環境整備課 Ｓ51 － 644,194 ａ ａ ｂ Ｂ

302 ９－２
ツキノワグマ被害防止総合対策
事業

生活環境部 自然保護課 Ｒ３ － 106,869 ａ ｂ ｂ Ｂ

303 ９－２野生鳥獣被害防止対策事業 生活環境部 自然保護課 Ｈ26 － 38,239 ａ ｂ ｂ Ｂ

304 ９－２生物多様性保全強化事業 生活環境部 自然保護課 Ｈ22 － 8,716 ａ ａ ｂ Ｂ
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（５）事業評価（事後評価）

①　対象

②　実施時期

　終了事業所管課長等の評価 令和７年５月

③　評価に用いたデータ等

　○事業の効果を把握するための手法及び成果の状況

　○住民満足度の状況　　　　 等

④　評価に用いた観点及び判定基準

各観点の評価結果を踏まえた総合評価の判定基準

Ｃ 　全ての観点が「ｃ」判定の場合

総合評価の区分 総合評価の判定基準

Ａ 　全ての観点が「ａ」判定の場合

Ｂ 　評価結果が「Ａ」、「Ｃ」判定以外の場合

有効性 　事業目標の達成状況
　ａ：「有効性が高い」
　ｂ：「一定の有効性がある」
　ｃ：「有効性が低い」

効率性 　限られた予算で効果を発揮するための取組状況
　ａ：「効率性が高い」
　ｂ：「一定の効率性がある」
　ｃ：「効率性が低い」

ア　実施状況

　　目的設定をした事業のうち、次の各号のいずれかに該当する事業を対象として実施する。

　一　大規模事業
　　　総事業費が10億円以上の基盤・施設整備事業で、令和元年度又は令和５年度に完了したもの

　二　ソフト事業
　　　最終年度決算額（見込みを含む。）が１千万円以上の事業で、令和６年度に完了したもの

観点 評価項目 評価結果
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　○評価結果の概要

 大規模及びソフト事業　　評価件数：２２件

　

　　０件 　　０件 （　　０％）

　２１件 　　１件 （１００％）

　　０件 　　０件 （　　０％）

　２１件 　　１件

※　詳細は、次頁の一覧表及び各評価調書を参照

　○反映状況

合　　計

　 将来の類似事業の企画立案や施設の管理・運営等に反映

イ　事業評価（事後評価）結果の概要及び評価結果の反映状況

Ａ （　　０％）

Ｂ （１００％）

Ｃ （　　０％）

判　　定 知　　事 教育委員会
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○大規模及びソフト事業

有
効
性

効
率
性

総
合
評
価

1
ソフト
事業 秋田の新たなイメージ発信事業 総務部 広報広聴課 Ｒ６ Ｒ６ 11,923 ａ ｂ Ｂ

2
ソフト
事業

私立大学・短期大学電力等価格
高騰対策支援事業

あきた未来
創造部

あきた未来戦略課
高等教育支援室

Ｒ６ Ｒ６ 28,793 ａ ｃ Ｂ

3
ソフト
事業

オール秋田で世界へ挑戦！産学
官連携輸出促進プロジェクト

観光文化ス
ポーツ部

食のあきた推進
課

Ｒ４ Ｒ６ 29,881 ｂ ｂ Ｂ

4
ソフト
事業 鉄道軌道輸送対策事業

観光文化ス
ポーツ部

交通政策課 Ｈ４ Ｒ６ 133,858 ｂ ｂ Ｂ

5
ソフト
事業 地方鉄道運営費補助事業

観光文化ス
ポーツ部

交通政策課 Ｓ59 Ｒ６ 66,750 ｂ ｂ Ｂ

6
ソフト
事業

地域主体による大館能代空港活
性化支援事業

観光文化ス
ポーツ部

交通政策課 Ｒ５ Ｒ６ 101,652 ｂ ｂ Ｂ

7
大規模
事業 あきた芸術劇場整備事業

観光文化ス
ポーツ部

文化振興課 Ｈ29 Ｒ５ 34,724 ａ ｂ Ｂ

8
ソフト
事業

第５１回東北総合スポーツ大会
開催事業

観光文化ス
ポーツ部

スポーツ振興課 Ｒ６ Ｒ６ 40,803 ｂ ｂ Ｂ

9
ソフト
事業

児童福祉施設等物価高騰対策事
業

健康福祉部
地域・家庭福祉
課

Ｒ６ Ｒ６ 12,700 ｂ ｂ Ｂ

10
ソフト
事業

障害者支援施設等物価高騰対策
事業

健康福祉部 障害福祉課 Ｒ６ Ｒ６ 93,148 ａ ｂ Ｂ

11
ソフト
事業

高齢者医療先端研究センター支
援事業

健康福祉部 医務薬事課 Ｒ４ Ｒ６ 33,188 ｂ ｂ Ｂ

12
ソフト
事業 消費者行政強化事業 生活環境部 県民生活課 Ｈ30 Ｒ６ 12,058 ａ ｂ Ｂ

13
ソフト
事業 家電の省エネ促進生活支援事業 生活環境部 温暖化対策課 Ｒ５ Ｒ６ 404,325 ａ ｂ Ｂ

14
ソフト
事業 ごみ減量・資源循環促進事業 生活環境部 環境整備課 Ｒ４ Ｒ６ 10,877 ａ ｂ Ｂ

15
ソフト
事業

日本型直接支払交付金事業（環
境保全型農業支援対策）

農林水産部 水田総合利用課 Ｒ２ Ｒ６ 108,435 ａ ｂ Ｂ

16
ソフト
事業

秋田牛プレミアムプロモーショ
ン事業

農林水産部 畜産振興課 Ｒ６ Ｒ６ 11,239 ｃ ｂ Ｂ

17
ソフト
事業 経営資源融合支援事業 産業労働部 産業政策課 Ｒ２ Ｒ６ 37,600 ａ ｂ Ｂ

18
ソフト
事業

医療福祉・ヘルスケア産業成長
促進事業

産業労働部 地域産業振興課 Ｒ４ Ｒ６ 19,548 ａ ｂ Ｂ

19
ソフト
事業

輸送機産業電動化等対応促進事
業

産業労働部
地域産業振興課輸
送機産業振興室

Ｒ４ Ｒ６ 221,066 ａ ｂ Ｂ

20
ソフト
事業

環日本海物流ネットワーク構築
推進事業

産業労働部 商業貿易課 Ｈ21 Ｒ６ 236,443 ｂ ｂ Ｂ

21
ソフト
事業 建設ＤＸ加速化事業 建設部 技術管理課 Ｒ４ Ｒ６ 39,971 ｂ ｂ Ｂ

22
大規模
事業 能代科学技術高等学校整備事業 教育庁 施設整備室 Ｈ27 Ｒ５ 237,428 ｂ ｂ Ｂ

事業（事後）評価結果一覧表

No
事後
評価
区分

事業名 部局名 課室名
開始
年度

終了
年度

最終年度
事業費
（千円）

評価結果
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（６）公共事業新規箇所評価（令和６年度に行った評価）

①　対象

　○公共事業新規箇所評価件数

農林水産部所管事業

建設部所管事業

　○公共事業新規箇所評価の対象

一　災害復旧事業及び災害復旧に関連する事業箇所

二　道路、河川等の施設の維持修繕に係る事業箇所

②　実施時期

③　評価に用いた観点及び判定基準

　 評価結果の判定基準

配点（合計点数）

８０点以上

６０点以上８０点未満

６０点未満

ランク（判定内容）

三　新規箇所評価を行い事業に着手した後、他の事業に移行しようとする事業箇所で、かつ、当初段階からの新た
　な総事業費の増額が３割以内の事業箇所

８件

　県が新たに実施しようとする公共事業（農林水産部及び建設部が所管する国庫補助事業及び県単独事業）で総事業費が２億
円以上の事業箇所及びこれらの事業の着手の一環として調査を行おうとする事業箇所であって、令和６年度補正予算及び令和
７年度当初予算に計上しようとする事業箇所を対象とする。
　ただし、次の各号のいずれかに該当する事業箇所を除く。

四　調査費の段階で新規箇所評価を行い調査に着手した後、事業化しようとする箇所で、かつ、調査段階からの新
　たな総事業費の増額が３割以内の事業箇所

　 事業所管課長等の評価
 　○新規箇所所管課長の１次評価　　　　令和６年７月、令和７年１月
 　○新規箇所選定会議における最終評価　令和６年８月、令和７年１月

　事業の「必要性」、「緊急性」、「有効性」、「効率性」及び「熟度」の五つの観点から、それぞれの事業特性に応じ
て、評価項目及び配点（１００点満点）を設定した。

           Ⅰ：優先度がかなり高い

　 　 　   Ⅱ：優先度が高い

　　　　   Ⅲ：優先度が低い

ア　実施状況

７件

１件

合　　　計
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イ　公共事業新規箇所評価結果の概要及び評価結果の反映状況

①　評価結果の概要

■農林水産部（７箇所）

No

1

2

3

4

5

6

7

■建設部（１箇所）

No

1 Ⅰ

②　評価結果の事業への反映状況

農山村振興課

猿田西地区

1,199 82 Ⅰ

秋田市

区画整理 A=37.8ha

大坂善知鳥地区 美郷町

農業農村整備調査計画
費

選定杉沢新所地区 湯沢市

　事業内容の見直しや事業着手等の今後の対応方針及び予算要求に反映（個別箇所への反映状況は、各公共事業新規箇所評価調書に記
載）

主要地方道大曲大森
羽後線（新町）

羽後町 バイパス L=1,405m 1,500 88 選定

県の
総合評価課名 事業名 工区名 事業箇所 事業内容

総事業費
（百万円）

道路課

判定
ランク

大畑深山地区 大仙市

Ⅰ区画整理 A=91.7ha 3,591 80

地方道路交付金事業
（交通安全）

評価点

Ⅰ 選定

選定

選定Ⅰ82

選定

選定区画整理 A=11.9ha 472 82 Ⅰ

大台地区

脇本本村地区 男鹿市 区画整理 A=33.1ha 1,228

6,895大仙市

鳥海川内地区 由利本荘市 区画整理 A=124.1ha

区画整理 A=47.2ha 1,755 選定82 Ⅰ

区画整理 A=209.5ha

4,371 87 Ⅰ

84

事業名 工区名 事業箇所 事業内容
総事業費
（百万円）

評価点
判定
ランク

県の
総合評価課名
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（７）公共事業継続箇所評価（令和６年度に行った評価）

①　対象

　○公共事業継続箇所評価件数

　○公共事業継続箇所評価の対象

一　災害復旧事業及び災害復旧に関連する事業箇所

二　道路、河川等の施設の維持修繕に係る事業箇所

②　実施時期

③　評価に用いた観点及び判定基準

　 評価結果の判定基準

配点（合計点数）

８０点以上

６０点以上８０点未満

６０点未満

ア　実施状況

 農林水産部所管事業　　　１２件

 建設部所管事業 １２件

合　　　　　計 ２４件

　県が継続して実施している農林水産省生産局及び農村振興局、林野庁、水産庁並びに国土交通省が所管する国庫補助事
業及び総事業費が５億円以上の県単独事業で、実施計画に定める年数を経過した箇所を対象とする。
　また、総事業費の増額が３割以上の事業箇所及び社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により見直しの必要性が生じ
た箇所は、事象が生じた年度に評価する。
　ただし、次の各号のいずれかに該当する事業箇所を除く。

　事業所管課長の評価 令和６年９月

　事業の「必要性」、「緊急性」、「有効性」、「効率性」及び「熟度」の五つの観点から、それぞれの事業特性に応じ
て、評価項目及び配点（１００点満点）を設定した。

ランク（判定内容）

   Ⅰ：優先度がかなり高い

   Ⅱ：優先度が高い

   Ⅲ：優先度が低い
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イ　公共事業継続箇所評価結果の概要及び評価結果の反映状況

①　評価結果の概要

■農林水産部（１２箇所）

No

1 金足東部 秋田市

2 畑谷 秋田市

3 下黒瀬

4 高岳

5 松ヶ崎 由利本荘市

6 内小友西部 大仙市

7 宮田福島 大仙市

8 鑓田南谷地 美郷町

9 浅舞北部 横手市

10 下田平 能代市

11 浦山 大館市

12 大戸川 大仙市・横手市

■建設部（１２箇所）

No

1 男鹿市 Ⅰ

2 仙北市 Ⅰ

3 羽後町 Ⅰ

4 横手市 Ⅰ

5 秋田市 Ⅰ

6 横手市 Ⅰ

7 大館市 Ⅰ

8 秋田市 Ⅰ

9 大仙市 Ⅰ

10 五城目町 Ⅰ

11 横手市 Ⅰ

12 由利本荘市 Ⅰ

②　評価結果の事業への反映状況

2,034 94

継続

（主）横手大森大内線
（三本柳）

現道拡幅 L=2,240m 18,969 94 継続

継続

馬踏川

火山砂防事業 東鮎川沢２、３ 砂防えん堤　N=2基 370 90

継続

継続

通常砂防事業 沼山沢川 砂防えん堤　N=4基

96 Ⅰ 継続

区画整理 A=57.5ha 1,464 86 Ⅰ 継続

84 Ⅰ 継続

淀川 河川改修 L=14,150m 16,500 89 継続

85 継続

継続

広域河川改修事業

1,970

秋田港アクセス道路整
備事業

国道１０５号（堀内） バイパス L=830m 2,830

総事業費
（百万円）

長木川・支川下内川

18,500

地方道路交付金事業
（改築）

2,754

河川改修 L=2,170m 5,230

82

（一）植田平鹿線
（下鍋倉）

バイパス L=540m 759 80

バイパス L=6,120m

馬場目川 外２河川 河川改修 L=5,700m 7,000

94

区画整理 A=41.7ha

区画整理 A=95.5ha 3,700

水利施設整備事業
全体面積 A=481.8ha
用水路工 L=24.3km

区画整理 A=54.4ha

区画整理 A=62.2ha 1,663

区画整理 A=157.0ha 4,790

Ⅰ 継続

継続

経営体育成基盤整備
事業

県の
総合評価

課名 事業名 工区名

80

農地整備課

区画整理 A=265.5ha 5,898 89

Ⅰ

事業箇所 事業内容
総事業費
（百万円）

評価点
判定
ランク

区画整理 A=169.2ha 4,843

継続

区画整理 A=91.3ha

Ⅰ

秋田市 区画整理 A=118.0ha 3,267 93

五城目町・八郎潟町 3,188

83

Ⅰ

Ⅰ 継続

継続

区画整理 A=123.4ha 3,463 81 Ⅰ 継続

Ⅰ

継続

Ⅰ

継続

3,310 93

89

2,023 80 Ⅰ 継続

81

河川改修 L=4,200m 51,272 86

地方道路交付金事業
（改築）

国道１０１号（浜間口）

評価点

95

83

地方道路交付金事業
（交通安全）

継続

課名 事業名 工区名 事業箇所 事業内容

道路課

（主）秋田天王線
（秋田港アクセス）

90バイパス L=2,770m

　翌年度の事業の継続、事業内容の見直し、中止等の判断に反映（個別箇所への反映状況は、各公共事業継続箇所評価調書に記
載）

継続

河川砂防課

継続

判定
ランク

県の
総合評価

継続

（主）大曲大森羽後線
（安良町）

バイパス L=2,840m 2,301
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（８）公共事業終了箇所評価（令和６年度に行った事業）

ア　実施状況

①　対象

　○公共事業終了箇所評価件数

　○公共事業終了箇所評価の対象

一　災害復旧事業及び災害復旧に関連する事業箇所

二　道路、河川等の施設の維持修繕に係る事業箇所

②　実施時期

　事業所管課長の評価

③　評価に用いた観点及び評価基準

評価項目 各観点の評価結果

ａ

ｂ

ｃ

ａ

ｂ

ｃ

ａ

ｃ

ａ

ｂ

ｃ

　　評価結果の判定基準

　Ａ：妥当性が高い 　　　全ての観点の評価結果が「Ａ」判定の場合

　Ｂ：概ね妥当である 　　　総合評価結果が「Ａ」又は「Ｃ」以外の場合

　Ｃ：妥当性が低い 　　　全ての観点の評価結果が「Ｃ」判定の場合

評価結果 判定基準

イ
効率性

一 事業の
　 経済性
   の妥当
   性

費用便益比

B/Cが、国庫補助採択基準がある場合はそれ以
上、その他の場合は1.0以上となっている

２点 Ａ：効率性は高い
　　（２点）

Ｂ：効率性はある
　　（１点）

Ｃ：効率性は低い
　　（０点）

B/Cが、1.0未満 ０点

コスト縮減の
状況（費用便
益比が算定で
きない場合）

当初と比較して最終コスト縮減率が20％以上 ２点

当初と比較して最終コスト縮減率が20％未満 １点

当初と比較して最終コスト縮減がなし ０点

目標値に対する達成率が100％以上 ２点

目標値に対する達成率が80％以上100％未満 １点

目標値に対する達成率が80％未満 ０点

ア
有効性

一　住民満足度等の状況

住民満足度等を的確に把握しており、満足度
も高い

２点

Ａ：有効性は高い
　　（４点）

Ｂ：有効性はある
　　（１～３点）
Ｃ：有効性は低い

　　（０点）

住民満足度等を把握しているが、手法が的確
でない又は満足度等が高くない

１点

住民満足度等を把握していない ０点

二　事業目標の達成状況

８件

　県が実施した公共事業（農林水産部及び建設部が所管する国庫補助事業及び県単独事業）であって、総事業費が
１０億円以上で、かつ、事業が終了した日から２年を経過した日の属する年度が令和６年度である事業箇所を対象
とする。
　ただし、次の各号のいずれかに該当する事業箇所を除く。

令和６年１１月

観点 判定基準 配点

 農林水産部所管事業 ５件

 建設部所管事業 ３件

合　　　計
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イ　公共事業終了箇所評価結果の概要及び評価結果の反映状況

①　評価結果の概要

■農林水産部（５箇所）

No

1 末広

2 上川沿

3 カラムシ岱

4 芦崎

5 薮台

■建設部（３箇所）

No

1

2

3

②　評価結果の事業への反映状況

地方道路交付金事業
（改築）

地方道路交付金事業
（雪寒）

三種町 区画整理 A=52.1ha 1,892 妥当性が高い

妥当性が高い

総事業費
（百万円）

妥当性が高い
国道１０５号
（草峠）

農地整備課
経営体育成基盤整備
事業

大館市 区画整理 A=220.7ha 5,413 妥当性が高い

北秋田市 区画整理 A=31.8ha 1,272 妥当性が高い

　当該事業箇所の維持管理や同種事業の計画・調査等に反映（個別箇所への反映状況は、各公共事業終了箇所評価調書
に記載）

（一）白岩角館線
（大威徳橋）

仙北市 バイパス L=780m 1,446

国道１０５号
（上桧木内）

仙北市 バイパス L=1,600m 1,167 概ね妥当である

課名 事業名 工区名 事業箇所 事業内容 県の総合評価

仙北市 現道拡幅 L=2,900m

課名 事業名 工区名

鹿角市 区画整理 A=128.5ha

道路課

大仙市 区画整理 A=208.1ha

3,402 妥当性が高い

事業箇所 事業内容
総事業費
（百万円）

県の総合評価

4,452 妥当性が高い

1,554
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（９）研究課題評価

①　対象

（１）目的設定

　 新たに予算計上しようとする研究課題

（２）中間評価

（３）事後評価

　 令和６年度に終了した研究課題

　○実施件数

１３ 件 ※令和７年度当初予算関係

１９ 件

１４ 件

②　実施時期

（１）目的設定 令和６年１０月

（２）中間評価 令和７年　６月

（３）事後評価 令和７年　６月

③　評価に用いた観点及び判定基準

（１）目的設定

　政策的妥当性

　研究開発効果

　技術的達成可能性

　研究計画・研究体制の妥当性

（２）中間評価

ａ ニーズの増大とともに研究目的の意義も高まっている

ｂ ニーズに大きな変動はない

ｃ ニーズの低下とともに研究目的の意義も低くなってきている

ａ 大きな効果が期待される

ｂ 効果が期待される

ｃ 小さな効果が期待される

ａ 計画以上に進んでいる

９～８点

７～６点

５～４点

３点

ア　実施状況

　 令和６年度以前に着手し、令和７年度に予算計上している研究課題及び研究機関を延長しようとする研究課題

目的設定

　  県立試験研究機関が行う試験研究開発課題（調査、分析を含む。以下「研究課題」という。）のうち、次に掲げ
　るものを対象とする。
　　ただし、研究を含まない技術移転、普及及び指導のみに係るものについては評価の対象としない（研究計画が技
　術移転、普及及び指導を含むものであるときは、当該技術移転、普及及び指導についても評価の対象とする）。

中間評価

事後評価

観点 考察項目

必要性

有効性

観点 評価項目 判定基準

技術的達成可能性

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

必要性 　ニーズの状況変化

有効性 　効果

　進捗状況及び目標達成
　阻害要因の状況

目標達成
可能性

計画どおりに進んでいる、又は、進捗の遅れや目標達成の阻害要因は
あるが今後の努力により、最終到達目標を達成できる見込みである。

ｂ

進捗の遅れや目標達成の阻害要因があり、最終到達目標を達成できな
い恐れがある。

ｃ

総合評価
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（３）事後評価

ａ 十分達成できた

ｂ ほぼ達成できた

ｃ 達成できなかった

ａ 効果大

ｂ 効果中

ｃ 効果小

６点

５～４点

３～２点

　○評価結果の概要

　○反映状況

総合評価

観点 評価項目 判定基準

　  ■　中間評価
　　　　研究計画内容の見直しや研究課題に係る今後の対応方針及び予算要求に反映させるとともに、予算要求・予
　　　算編成の資料として活用（個別課題の対応状況は、各評価調書を参照）

　　■　事後評価
　　　　実施中又は将来の類似研究の課題設定等に反映させるとともに、研究機関の研究基本方針や研究計画の策定
　　　の検討資料として活用

Ａ

目標達成
　最終到達目標の
　達成度

有効性 　研究成果の効果

Ｂ

Ｃ

イ　研究課題評価結果の概要及び評価結果の反映状況

　　 中間評価及び事後評価の詳細は、次頁の一覧表及び各評価調書を参照
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ニーズ
の状況
変化

効果

進捗状況
及び目標
達成阻害
要因

総合
評価

1
網羅的解析データを活用した県産食品・素材の競争力強
化手法の開発

総合食品研
究センター

R6～R8 ａ ｂ ｂ Ｂ

2 八郎湖西部承水路におけるSSの環境動態解析
健康環境セ
ンター

R6～R8 ｂ ｂ ｂ Ｂ

3
大規模水田作におけるスマート農業技術を活用した労働
及び土地生産性向上技術の確立

農業試験場 R4～R8 ａ ｂ ｂ Ｂ

4
高密度播種苗による良食味米品種の省力安定生産技術の
確立

農業試験場 R4～R8 ａ ａ ｂ Ａ

5
生産・物流現場に求められる条件に対応する新たな複合
品目の提案

農業試験場 R6～R8 ａ ｂ ｂ Ｂ

6 秋田の米ぢからを強化する銘柄米の開発 農業試験場 R6～R10 ａ ａ ｂ Ａ

7 秋田の夏秋期の生産力を引き出す野菜栽培技術の開発 農業試験場 R6～R10 ａ ｂ ｂ Ｂ

8
園地更新や新規参入を促す新たな果樹栽培技術に適応す
る品種の選抜

果樹試験場 R3～R12 ａ ａ ｂ Ａ

9
リンゴの土着天敵フル活用のための持続可能な環境負荷
低減防除体系の構築

果樹試験場 R4～R8 ａ ａ ｂ Ａ

10
雨よけ施設を活用した果樹の省力・高収益生産モデルの
構築

果樹試験場 R5～R9 ａ ａ ｂ Ａ

11
比内鶏の始原生殖細胞および精液の凍結保存に関する研
究

畜産試験場 R6～R8 ａ ａ ｂ Ａ

12 磯根資源の管理と蓄養技術の開発
水産振興セ
ンター

R4～R8 ａ ａ ｂ Ａ

13 ハタハタ等重要魚種の漁場予測技術の開発
水産振興セ
ンター

R6～R10 ａ ａ ｂ Ａ

14 内水面重要魚種の増殖・管理技術の開発
水産振興セ
ンター

R6～R10 ａ ｂ ｂ Ｂ

15 多様な樹種構成による秋田の海岸防災林造成技術の開発
林業研究研
修センター

R4～R8 ａ ｂ ｂ Ｂ

16 再造林オプションとしての広葉樹林施業技術の刷新
林業研究研
修センター

R5～R9 ａ ｂ ｂ Ｂ

17
シイタケ生産の経営基盤を強化する新たなキノコの導入
と栽培システムの構築

林業研究研
修センター

R6～R10 ｂ ｂ ｂ Ｂ

18 ＡＩ導入支援パッケージの開発とその高度化
産業技術セ
ンター

R6～R8 ａ ｂ ｂ Ｂ

19
生産性向上に寄与する有機／無機複合コーティング技術
の開発

産業技術セ
ンター

R6～R8 ａ ａ ｂ Ａ

中間評価（継続研究課題）結果一覧

No 課　　題　　名 研究機関名 事業年度

評価
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目　標
達成度

効果
総合
評価

1 生産地加工における農林水産物の高付加価値化
総合食品研究セ
ンター

R4～R6 ｂ ｂ Ｂ

2 新規麹菌を用いた新たな秋田オリジナル甘酒の開発
総合食品研究セ
ンター

R4～R6 ａ ｂ Ｂ

3
新しい生活様式に対応した低アルコール及び複合型ア
ルコール飲料の開発

総合食品研究セ
ンター

R4～R6 ａ ａ Ａ

4 ライフステージに応じた機能性食品の開発
総合食品研究セ
ンター

R4～R6 ｂ ｂ Ｂ

5 輸出向け発酵調味料の開発
総合食品研究セ
ンター

R5～R6 ｂ ｂ Ｂ

6
発酵特性デザインを可能とする味噌用酵母育種技術の
検討

総合食品研究セ
ンター

R6～R6 ｂ ｂ Ｂ

7 花きの市場競争力強化を目指した新栽培技術の開発 農業試験場 R2～R6 ｂ ｂ Ｂ

8 野菜オリジナル品種の育成と親系統等の増殖 農業試験場 R2～R6 ｂ ｂ Ｂ

9
新規就農者の現状と課題及び中等教育以前のキャリア
教育実態の把握

農業試験場 R4～R6 ｂ ｂ Ｂ

10
水稲作における新たなケイ酸・カリ供給量の推定方法
の開発と施用基準の策定

農業試験場 R4～R6 ｂ ａ Ｂ

11
多雪地帯におけるリンゴジョイント栽培の生産性およ
び耐雪性評価

果樹試験場 R2～R6 ｂ ｂ Ｂ

12 比内地鶏の肉質及びおいしさの日齢変化に関する研究 畜産試験場 R3～R6 ａ ｂ Ｂ

13 種苗生産・放流技術の高度化に関する研究
水産振興セン
ター

R2～R6 ｂ ａ Ｂ

14 秋田スギの低密度植栽に対応した新施業体系の確立
林業研究研修セ
ンター

R2～R6 ａ ａ Ａ

事後評価（令和６年度終了研究課題）結果一覧

No 課　　題　　名 研究機関名 事業年度

評価
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（10）経営評価

①　対象

 　知事が経営している３事業会計

・電気事業

・工業用水道事業

・下水道事業

②　実施時期

　○産業労働部長の評価　　

　○建設部長の評価

③　評価に用いたデータ

　○収支計画の達成状況

　○営業計画の達成状況

 ・電気事業　　　：経常収支比率目標(売電)電力量

 ・工業用水道事業：契約率、契約水量

　○事業を取り巻く状況の変化

④　評価に用いた観点及び判定基準

Ａ：高い

Ｂ：普通

Ｃ：低い

Ａ：高い

Ｃ：低い

  総合評価の判定基準

ア　実施状況

令和７年６月

　○運営計画の達成状況

 ・下水道事業　　：経常収支比率

観点 観点の内容 評価区分 評価基準

公益性
(必要性)

  事業の経営状況や社会経済情勢
　の変化等を踏まえた公営企業と
  して実施する事業の妥当性

事業を実施する必要性が高い、又は高くなっている。

事業を実施する必要性がある、又は以前と変わらない。

事業を実施する必要性が低い、又は低くなっている。

経済性
  経営目標達成率、収支計画の
　達成率

全ての経営目標を達成している。

Ｂ：普通
収益目標は達成しているが、営業目標に未達成のものが
ある。

収益目標を達成していない。

総合評価の内容 評価結果 判定基準

上記観点からの評価を
基本に、事業の今後の
推進方向について総合
的に評価

Ａ：着実に推進
「公益性の観点」の評価結果が「Ａ」又は「Ｂ」判定
で、「経済性の観点」の評価結果が「Ａ」判定の場合

Ｂ：改善を図りながら推進 総合評価結果が「Ａ」又は「Ｃ」以外の場合

Ｃ：見直しが必要
「公益性の観点」の評価結果が「Ｃ」判定で、「経済性
の観点」の評価結果が「Ｂ」判定の場合、又は「経済性
の観点」の評価結果が「Ｃ」判定の場合

※　総合評価がこの表でＡ、Ｂになる場合でも、損益計算に現れない問題等が発生している場合は、Ｂ又はＣ評
　価にランクを落とすことができる。
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イ　経営評価結果の概要及び評価結果の反映状況

事業名 事業を取り巻く状況の変化

評価結果
評価結果の反映状況

（次年度の事業経営の推進方向）
公益性経済性

総合
評価

電気事業

　再生可能エネルギーの主力電源化、
新たな電力市場の開始など公営電気事
業に関連する制度設計の検討が進めら
れ、公営企業を取り巻く環境が大きく
変化し続けている。2024年には容量市
場の実受給が開始したほか、第７次エ
ネルギー基本計画ではDXに関連した電
力需要の増加見込みや再エネ比率の更
なる引き上げが示され、水力発電の重
要性がより一層増したといえる。ま
た、ロシアのウクライナ侵攻は継続
し、中東情勢も見通せないなか、エネ
ルギー環境は不安定な状況となってお
り、エネルギーセキュリティ上も地域
と一体となった水力を含む再生可能エ
ネルギーの導入拡大はその意義を増し
ている。
　令和６年度は、小和瀬発電所の大規
模改良工事が竣工したほか、鎧畑・田
沢湖発電所大規模改良工事の請負契約
を締結した。このほか、成瀬発電所の
建設工事や、玉川発電所の受電設備改
良工事などが進められている。

Ａ Ａ Ａ

　「新エネルギー立県秋田」の創造のため、発
電所の新規建設や既存発電所の大規模改良によ
る能力増強に取り組んでいる。
　再生可能エネルギーである水力発電の導入拡
大は、国及び県のエネルギー政策や温暖化対策
に合致しており、電力システム改革の推進等に
よる事業環境の変化に対応しながら、電力の安
定供給と安定的な経営に取り組んでいく。

工業用
水道事業

　既存ユーザーにおける事業廃止や見
直しなどにより、契約水量が減少と
なった。
　また、人件費及び動力費等の事業運
営コスト上昇への対応や既存施設の改
良事業のため、令和８年４月以降の契
約給水単価の改訂を予定している。
　令和６年度は改良事業として、第二
送水管通水試験や勝平系配水池耐震診
断等を実施した。

Ａ Ｂ Ｂ

　令和７年度から５期目の活用となる指定管理
者制度を令和１１年度まで継続する等、経費削
減に努めているが、契約水量及び契約率が低下
となった。新規ユーザーの開拓により契約水量
及び契約率を改善していく。
　現在、第三期となる大規模改良事業に取り組
んでおり、引き続き、県内産業の発展に寄与す
るため、給水収益の確保と健全経営の維持に努
めていく。

※  総合評価がこの表でＡ、Ｂになる場合でも、損益計算に現れない問題等が発生している場合は、Ｂ又はＣ評価にラ
 ンクを落とすことができる。

下水道
事業

　全国一の人口減少率で推移する本県
では、県と市町村協働で広域化・共同
化を推進し、事業運営の効率化を図る
こととしている。令和２年４月より県
北地区において広域汚泥資源化施設を
供用開始し、同年８月には秋田市八橋
処理区を流域関連処理区に統合したほ
か、令和５年１１月に官民出資による
広域補完組織を設立し、市町村の生活
排水処理事業の運営を支援する取り組
みを行っている。また、令和７年４月
より県南地区において広域汚泥資源化
施設を供用開始し、現在は、秋田臨海
処理センターにおいて未利用地を活用
した風力、太陽光等の再生可能エネル
ギー発電設備導入等の取組を進めてい
る。

Ａ Ａ Ａ

　県と市町村による生活排水処理の広域化・共
同化が順調に推移しており、県北地区における
広域汚泥資源化事業、秋田市八橋下水道終末処
理場との汚水処理機能統合及び広域補完組織の
設立による市町村事業の運営支援、県南広域汚
泥資源化事業等効率的かつ安定した汚水処理事
業の運営に努めている。
　今後は、管路の耐震化、二条化などの強靱化
に向けた改築・更新事業のほか、再生可能エネ
ルギー発電設備導入等の取組を推進し、安定的
な経営に取り組んでいく。

- 113 -



２　公安委員会及び警察本部長

（１）政策評価

ア　実施状況

①　対象

②　実施時期

　公安委員会及び警察本部長による評価 令和７年７月上旬

③　評価に用いたデータ等

　○政策を構成する施策の評価結果

　○政策を取り巻く社会情勢等の変化

④　評価に用いた観点及び判定基準

（１）定量的評価

　 施策の評価結果の平均点から判定する。

　施策評価結果の配点　　ａ：４点、ｂ：３点、ｃ：２点、ｄ：１点、ｅ：０点

（２）定性的評価

　

（３）総合評価

　必要に応じて、政策を取り巻く社会情勢等から判定する。

評価結果 判定方法

Ａ

　原則として、定量的評価により総合評価を決定する。ただし、定性的評
価を考慮する必要がある場合には、その内容を明らかにした上で、総合的
な観点から決定する。

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｃ相当 　平均点が２点以上３点未満

Ｄ相当 　平均点が１点以上２点未満

Ｅ相当 　平均点が１点未満

　「令和６年秋田県警察運営の基本方針と重点目標」の基本方針

　　　安全で安心な秋田の実現

Ａ相当 　平均点が４点

Ｂ相当 　平均点が３点以上４点未満
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施策

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

イ　政策評価結果の概要及び評価結果の反映状況

など など

総合評価 　評価理由

特殊詐欺の被害が増え、刑法犯認知件数も増
加している。
特殊詐欺被害防止のためには、電子マネー被
害防止封筒を活用し、電子マネー購入者に対
する声掛けを確実に実施する必要がある。
犯罪減少のためには、住民の防犯意識の向
上、防犯カメラによる犯罪抑止、犯罪発生状
況等の分析に基づく創意工夫をこらした活動
等の各種施策が重要となる。

特殊詐欺の被害防止方策として、コンビニエンスストア
等のアルバイト従業員を含めた全従業員に対し、電子マ
ネー被害防止封筒の活用を依頼し、コンビニエンススト
ア担当警察官制度による店舗との連携を強化しながら被
害防止を図っていく。
地域住民との防犯活動、防犯カメラ設置による犯罪抑
止、児童等の安全確保対策を推進し、１件でも多くの犯
罪を未然に防止する。

政策　安全で安心な秋田の実現

政策を構成する施策の評価結果　（詳細は、Ｐ118～120を参照）

　施策名１　県民を犯罪等から守るための取組

2

など など

Ｂ

　施策評価の結果を基にした定量的評価は３で「Ｂ相当」であることから、総合評価は、「Ｂ」とす
る。

交通事故による死者数は、令和３年から30人
前後を推移し、いまだ27人以下の目標を達成
できていない。
高齢者が関係する交通死亡事故の発生率は高
く、免許返納制度、交通安全教育等の高齢者
事故防止対策をより一層進める必要がある。
危険な交通事故防止のため、信号灯器・横断
歩道等の整備を着実に進めるほか、悪質交通
違反等の取締りをより一層強化する必要があ
る。

高齢者による交通事故防止対策として、安全・安心アド
バイザーによる戸別訪問や体験型の交通安全教育、頻回
事故惹起者の個別指導等の取組を引き続き実施する。
信号灯器の完全ＬＥＤ化、社会情勢に対応した交通規
制、悪質交通違反取締りに資する機器の整備等の取組を
今後も継続する。

課題 今後の対応方針

1

ｃ

　施策名２　交通事故防止のための総合的な取組 a
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（２）施策評価

①　対象

②　実施時期

令和７年６月

③　評価に用いたデータ等

　○成果指標の達成状況及び経過検証指標

　○施策に関連する統計データ

　○県民意見

④　評価に用いた観点及び判定基準

（１）定量的評価

成果指標の達成状況から定量的に判定する。

【成果指標の達成率の判定基準】

【定量的評価の判定基準】

　なお、判定結果の平均点は実績値が未判定となった成果指標を除いて算出する。

ｃ相当 　判定結果の平均点が2.8点以上3.2点未満

ｄ相当 　判定結果の平均点が2.4点以上2.8点未満

ｅ相当 　判定結果の平均点が2.4点未満

評価結果 判定基準

ａ相当 　判定結果の平均点が3.6点以上

ｂ相当 　判定結果の平均点が3.2点以上3.6点未満

１点 　達成率が70％以上80％未満

０点 　達成率が70％未満

ｎ 　実績値が未判定

４点 　達成率が100％以上

３点 　達成率が90％以上100％未満

２点 　達成率が80％以上90％未満

ア　実施状況

　「令和６年秋田県警察運営の基本方針と重点目標」にある「重点目標」等のうちの次の２の施策

　１　県民を犯罪等から守るための取組
　２　交通事故防止のための総合的な取組

評価結果 判定基準

　生活安全部長（上記対象１）及び交通部長（上記対象２）による評価
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（２）定性的評価

　

（３）総合評価

　考慮すべき場合には、経過検証指標の状況や施策の成果、外的要因等から判定する。

評価結果 判定方法

ａ

　原則として、定量的評価（成果指標の達成状況）により総合評価を決定
する。ただし、考慮すべき定性的評価の要因（経過検証指標の状況や施策
の成果、外的要因等）がある場合には、その内容を明らかにした上で、総
合的な観点から決定する。

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ
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イ　施策評価結果の概要及び評価結果の反映状況

■政策　安全で安心な秋田の実現　

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

指標の配点

指標の配点

指標の配点

指標の配点

指標の配点

エ

【少年の非行防止・健全育成活動の推進】
非行少年の検挙・補導数が増加傾向にあること
から、犯罪発生状況等の分析に基づき、創意工
夫をこらした活動を推進する必要がある。

学校、地域、警察が一体となって、学校等における児童等
の安全確保対策の推進やきめ細かい校外パトロール、通学
路点検等を計画的に実施することに加え、特異事案を把握
した都度、関係機関と情報交換を行うなどにより効率的な
活動を推進する。

オ

【犯罪被害者等の精神的・経済的負担の軽減】
警察は、犯罪被害者等に最も身近な機関として
各種犯罪被害者支援活動において中心的役割を
担っており、第４次秋田県犯罪被害者等支援基
本計画を着実に推進する。

社会全体で犯罪被害者等を支え、被害者も加害者も出さな
い安全で安心なまちづくりに向けた気運の醸成を図る。

イ

【地域と連携した防犯体制の整備】
少子化や急激な高齢化の進展に伴い、地域住民
の連帯意識が希薄化し、地域安全ネットワーク
の犯罪抑止機能の低下が危惧されるなどの課題
がある。

地域住民や関係機関、団体等と連携・協働し、各種活動を
活性化させるとともに、自主防犯意識の向上を図る。

ウ

【特殊詐欺の被害防止対策の推進】
特殊詐欺等の被害件数、被害額ともに増加して
おり、各種抑止対策が喫緊の課題であり、県民
に対する広報啓発活動のほか、水際対策を強力
に推進する。

水際対策として、県内のコンビニエンスストアの従業員等
に対し周知徹底を図るほか、声掛け訓練などを実施し、被
害防止を図っていく。

ｃ
　成果指標の達成率を基にした定量的評価は2.8で「c相当」であることから、総合評価は「c」とする。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

ア

【街頭防犯カメラの設置による各種犯罪の対策】
街頭防犯カメラ設置に伴う防犯効果は高く、県
民からの設置要望は多い一方で、設置費用、維
持管理費、設置場所の選定などの課題がある。

犯罪の発生状況等を分析し、設置場所等について検討して
いる。各自治体等に街頭防犯カメラの設置の働き掛けを継
続する。

総合評価 評価理由

達成率 － － 85.4% 122.0% 109.8%

出典：県警察本部調べ ４点

8.2 8.2

出典：県警察本部調べ ３点

8.2

10 9 9
⑤

【施策の方向性オ】
「命の大切さ学習教室」の開催校数
（校）
（第３次基本計画平均開催校数：8.2校）

目標 － － 8.2

実績 7－ －

109.8%

実績 42 38 32 20 18

107.7% 114.8% 123.8%

42.0

達成率

39.3 35.7 33.4

34

149.1% 149.6% 98.2%

63.9% 33.3% -170.4%

出典：県警察本部調べ ０点

④

【施策の方向性エ】
福祉犯被害者数（人）

目標 45.5 44.6

200

54.0

実績 38 41 45 66 88

46.0 46.9

達成率

56

143.6% 131.5% 137.5% 136.1%

73

達成率 182.0% 98.8% 72.9% 108.1% 98.3%

出典：県警察本部調べ ３点

②

【施策の方向性イ】
地域安全ネットワーク推進交流会、
高齢者ｾｰﾌﾃｨ研修会開催回数（回）

目標 45.6 50.6 52.1

138.0%

出典：県警察本部調べ

110.9%

2,539

2,576

98.5%

実績 2,162 2,382 1,984 1,871 2,403

2021
（Ｒ３）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

①

【施策の方向性ア】
刑法犯認知件数（件）

目標

施策１　県民を犯罪等から守るための取組

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019
（Ｒ元）

2020
（Ｒ２）

3,835 3,477 3,175 2,930 2,696

52.9

83 50 38

51.8

４点

48.5 52.8

51実績

③

【施策の方向性ウ】
特殊詐欺被害認知件数（件）

目標 46.5

51.9

達成率 118.3% 110.9% 104.1%
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達成率 228.9%

50.3

174.4% 300.6%

52.1 54.0

23.4 28.8 32.7

165.1%215.0% 180.9%
⑤

【施策の方向性エ】
信号機がない横断歩道での歩行者横断時
における車の一時停止率（％）

目標 7.6 12.5 15.6

実績 17.4

出典：日本自動車連盟調べ

21.8

60.5% 54.2% 144.4%

出典：県警交通統計 ４点

28.6% 53.7%

46.9

４点

4.3 4.8 5.4

実績 5 6 6 6
④

【施策の方向性ウ】
歩行者妨害による交通事故死者数（人）

目標 3.1 3.5 4.1

達成率 38.7%

116.2% 130.6%

出典：県警交通統計 ４点

7 3

101.2%

65

93.6

実績 87 80 94 90 79

104.4%

115.0%

③

【施策の方向性イ】
信号無視による交通事故発生数（件）

目標 103.1 98.5 95.1

達成率 115.6% 118.8%

170 197

４点

94.1 94.3

達成率 107.0% 106.0%
②

【施策の方向性ア～エ】
県内の交通事故重傷者数（人）

目標 200

出典：第11次秋田県交通安全計画

186

77.8% 81.5% 85.2%

出典：第10･11次秋田県交通安全計画 ２点

101.5%

200 200 200

188

27 27 27

実績 40 37 28 33 32 31
①

【施策の方向性ア～エ】
県内の交通事故死者数（人）

目標 30 30 27

達成率 66.7% 76.7% 96.3%

施策２　交通事故防止のための総合的な取組
2024
（Ｒ６）

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019
（Ｒ元）

2020
（Ｒ２）

2021
（Ｒ３）

2022
（Ｒ４）

2023
（Ｒ５）

ａ

　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.6で「a相当」であることから、総合評価は「a」とする。

指標の配点

指標の配点

指標の配点

指標の配点

指標の配点

総合評価 評価理由

実績 250 251

- 119 -



○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

エ

【交通事故抑止に資する交通指導取締りの推進】
県警察では、交通事故に直結する危険性、悪質
性の高い違反及び迷惑性が高く地域住民から取
締り要望の多い違反に重点を置いた取締りを
行っている。しかし、これらの違反取締り時に
使用する機器の老朽化が進んでおり、取締り活
動を適正に実施する上で、代替機器への移行等
が問題となりつつある。

交通治安を維持するためには、県民の取締り要望に迅速的
確に応じるとともに、違反、事故の実態等について正確に
把握する必要がある。違反、事故の発生実態に応じた取締
りを実施するためには、取締り機器を適切な箇所に集中的
に投入しながら効果的運用を図る必要がある。また、老朽
化した取締り機器については、必要な予算措置が受けられ
るよう、早めの計画的な要求により、警戒の空白を生じさ
せない対応とする。

イ

【交通信号機の整備】
人口減少、急速な高齢化、学校統廃合、幹線道
路の新設、住宅地域が一局集中化するなどの社
会情勢の変化が発生し、交通環境も刻々と変化
することとなる。これにより信号機の必要性や
住民からの要望が変化するため、社会情勢の変
化を正確に見極め、安全で快適な交通環境を維
持していくことは、交通の安全を確保する上で
必要性が極めて高い業務となっている。

真に必要性の高い信号機の新設改廃等の判断については、
限られた予算の中で、住民の意向を尊重し、実態を正確に
分析した上で、社会動態を長期的視点で捉えながら、優先
度の高い順に実施していく。特に信号灯火のＬＥＤ化につ
いては、いまだ県内全信号機の約２割弱を占める電球型信
号灯火の部品生産が令和９年度で終了する予定であること
も踏まえ、早急に対応する必要がある。

ウ

【標識・標示の整備】
安全で快適な交通環境を維持するためには、情
勢変化等に応じた的確な交通規制が行われてい
ることが基本である。この実現のため、地域住
民の生活圏や交通流の変化等に合わせて、周辺
環境の交通規制や安全施設の必要性、的確性に
ついて逐一検証と見直しを行い、地域の実状に
即した交通環境を整備していく必要がある。

交通環境の変化は、地域住民の生活圏の移動や変化、各自
治体による道路網を中心とした開発計画の見通しなどに
よって生じる。これらに対応するため、関係機関と連携
し、情報交換等を密にしながら、市街区を中心とした将来
的な街の具体像を的確に捉えるとともに、情勢変化をふか
ん的に捉えながら対応を進める。また、各種改変に先立つ
住民との確実な合意形成も重視し、納得を得られる必要な
規制対策を実施していく。

施策の
方向性 課題 今後の対応方針

ア

【高齢者の交通事故防止】
高齢者の歩行中の交通事故死者数は、高齢者安
全・安心アドバイザー制度の運用開始年となる
平成21年は30人だった。歩行中の交通事故死者
数は、令和６年が３人と順調に減少しているの
に対し、車の運転中に係る交通事故死者数は、
増減を繰り返しながら推移している。秋田県の
全運転免許保有者に対する高齢者数は、令和６
年末現在で全体の３割を超える約22万人である
ことから、持続的な高齢者事故防止対策が必要
である。

過去５年間に発生した高齢運転者による交通死亡事故を中
心に、発生時間帯、発生場所、事故原因等の傾向データを
分析し、高齢者安全・安心アドバイザーが分析結果に基づ
いた戸別指導や安全教育機器を活用した集団教育等を行っ
ていく。そのほか、高齢運転者による交通死亡事故を防止
するため、高齢運転者自らが、個別の体調等に基づき、運
転の中止又は免許返納等の適切な判断ができるよう、高齢
者安全・安心アドバイザーによる戸別訪問指導や頻回事故
惹起者に対する個別指導等を迅速に行っていく。
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（３）事業評価（中間評価）

①　対象

②　実施時期

　継続事業所管所属長の評価 令和７年６月

③　評価に用いたデータ等

　○住民ニーズの状況

　○事業の効果を把握するための指標

　○事業に関連する統計データ 等

④　評価に用いた観点及び判定基準

各観点の評価結果を踏まえた総合評価の判定基準

　○評価結果の概要

　

　　３件 （　３３％）

　　６件 （　６７％）

　　０件 （　　０％）

　　９件

　　※　詳細は、次頁の一覧表及び各評価調書を参照。

　○反映状況

観点 評価項目 評価結果

ア　実施状況

　令和７年度の当初予算に計上されている継続事業であって、政策予算に係る事業を対象とし、予算見積書を単位と
して実施する。ただし、次の各号のいずれかに該当する事業を除く。

１　基盤・施設整備事業（当該事業に係る調査・設計を含む。）、県有施設等の維持事業、部内事業で直接県民
  を対象としない事業
２　決定済みの補助金交付事業（利子補給金等）

必要性 　現状の課題に照らした妥当性
　ａ：「必要性が高い」
　ｂ：「一定の必要性がある」
　ｃ：「必要性が低い」

有効性 　事業目標の達成状況
　ａ：「有効性が高い」
　ｂ：「一定の有効性がある」
　ｃ：「有効性が低い」

効率性 　限られた予算で効果を発揮するための取組状況
　ａ：「効率性が高い」
　ｂ：「一定の効率性がある」
　ｃ：「効率性が低い」

総合評価の区分 総合評価の判定基準

Ａ 　全ての観点が「ａ」判定の場合

Ｂ 　評価結果が「Ａ」、「Ｃ」判定以外の場合

Ｃ 　全ての観点が「ｃ」判定の場合

イ　事業評価（中間評価）結果の概要及び評価結果の反映状況

合　　計

　  事業内容や事業の優先順位等を精査し、予算要求に反映

判　　定 警察本部

Ａ

Ｂ

Ｃ
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必
要
性

有
効
性

効
率
性

総
合
評
価

1 1 － 1 街頭防犯カメラ整備事業 警察本部 生活安全企画課 Ｈ27 － 8,878 ａ a ｂ Ｂ

2 1 － 1
地域と連携した防犯体制の整備
事業

警察本部 生活安全企画課 Ｈ17 － 1,420 ａ ｂ ａ Ｂ

3 1 － 1 特殊詐欺等被害防止事業 警察本部 生活安全企画課 Ｒ４ － 3,410 ａ a ａ Ａ

4 1 － 1 「なまはげ」少年サポート事業 警察本部 人身安全対策課 Ｈ19 － 21,076 ａ ｂ ａ Ｂ

5 1 － 1 犯罪被害者支援事業 警察本部 警務課 Ｈ９ － 5,131 ａ ａ ａ Ａ

6 1 － 2
高齢者安全・安心アドバイザー
事業

警察本部 交通企画課 Ｈ21 － 43,775 ａ ａ ａ Ａ

7 1 － 2 交通信号機整備事業 警察本部 交通規制課 Ｓ54 － 667,412 ａ ｂ ａ Ｂ

8 1 － 2
交通安全施設整備・維持管理事
業

警察本部 交通規制課 Ｓ54 － 258,123 ａ ｂ ａ Ｂ

9 1 － 2 交通指導取締活動事業 警察本部 交通指導課 Ｓ46 － 19,186 ａ ｂ ａ Ｂ

令和７年度事業（中間）評価結果一覧表（政策体系順）

評価結果

No
施
策

－
政
策

事業名 部局名 課室名
開始
年度

終了
年度

令和６年度
事業費
(千円）
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 参考資料１ 
 

秋田県政策等の評価に関する条例 
平成十四年三月二十九日 

秋田県条例第十一号 
 秋田県政策等の評価に関する条例をここに公布する。 
   秋田県政策等の評価に関する条例 
 （目的） 
第一条 この条例は、県が行う政策、施策又は事業（以下「政策等」という。）の評価に

関し基本的事項を定めることにより、政策等の評価の客観的かつ厳格な実施を推進しそ

の結果の政策等への適切な反映を図るとともに、政策等の評価に関する情報を公表し、

もって成果を重視する行政の推進に資するとともに、県の行政活動について県民に説明

する責務が全うされるようにすることを目的とする。 
 （定義） 
第二条 この条例において「実施機関」とは、知事、教育委員会、公安委員会及び警察本

部長をいう。 
２ この条例において「政策」とは、実施機関が、その所掌事務の範囲内において、一定

の行政目的を実現するために行う行政活動についての基本的な方針をいう。 
３ この条例において「施策」とは、政策を推進するための個々の具体的な方針をいう。 
４ この条例において「事業」とは、施策に従って実施する個々の方策その他これに類す

るものをいう。 
 （政策等の評価の在り方） 
第三条 実施機関は、その所掌に係る政策等について、適時に、その効果（当該政策等に

基づき実施し、又は実施しようとしている行政活動が県民生活及び社会経済に及ぼし、

又は及ぼすことが見込まれる影響をいう。以下同じ。）を把握し、必要性、効率性又は

有効性の観点その他当該政策等の特性に応じて必要な観点から自ら評価するとともに、

その評価の結果を当該政策等に適切に反映させるものとする。 
２ 実施機関は、前項の規定に基づく政策等の効果の把握に当たっては、当該政策等の特

性に応じた合理的な手法を用いて、できる限り定量的にこれを行わなければならない。 
３ 実施機関は、第一項の規定に基づく評価（以下「政策等の評価」という。）に当たっ

ては、県民の意見を採り入れるように努めるものとする。 
 （基本方針） 
第四条 知事は、政策等の評価の計画的かつ着実な推進を図るため、他の実施機関と協議

して政策等の評価に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければなら

ない。 
２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一項の実施計画の指針となるべ

きものを定めるものとする。 
 一 政策等の評価の実施に関する基本的な考え方 
 二 政策等の評価の観点に関する基本的な事項 
 三 政策等の効果の把握に関する基本的な事項 
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 四 事前評価（政策等を決定する前に行う政策等の評価をいう。以下同じ。）に関する

基本的な事項 
 五 中間評価（政策等を決定した後で政策等が終了する前に行う政策等の評価をいう。

以下同じ。）に関する基本的な事項 
 六 事後評価（政策等が終了した後に行う政策等の評価をいう。以下同じ。）に関する

基本的な事項 
 七 政策等の評価の実施の時期に関する基本的な事項 
 八 政策等の評価の結果の政策等への反映に関する基本的な事項 
 九 政策等の評価の結果等の公表に関する基本的な事項 
 十 秋田県政策評価委員会への諮問に関する基本的な事項 
 十一 その他政策等の評価の実施に関する基本的な事項 
３ 知事は、基本方針を定めようとするときは、あらかじめ、秋田県政策評価委員会の意

見を聴かなければならない。 
４ 知事は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 
５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 
 （実施計画） 
第五条 実施機関は、基本方針に基づき、当該実施機関の所掌に係る政策等について、毎

年度、政策等の評価に関する実施計画（以下「実施計画」という。）を定めなければな

らない。 
２ 実施計画においては、次に掲げる事項について定めるものとする。 
 一 政策等の評価の実施に関する考え方 
 二 政策等の評価の対象に関する事項 
 三 政策等の評価の観点に関する事項 
 四 政策等の効果の把握に関する事項 
 五 事前評価に関する事項 
 六 中間評価に関する事項 
 七 事後評価に関する事項 
 八 政策等の評価の実施の時期に関する事項 
 九 政策等の評価に係る評価調書に関する事項 
 十 政策等の評価の結果の政策等への反映に関する事項 
 十一 政策等の評価の結果等の公表に関する事項 
 十二 秋田県政策評価委員会への諮問に関する事項 
 十三 その他政策等の評価の実施に関し必要な事項 
３ 実施機関は、実施計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 
４ 前項の規定は、実施計画の変更について準用する。 
 （評価調書） 
第六条 実施機関は、政策等の評価を行ったときは、次に掲げる事項を記載した評価調書

を作成しなければならない。 
 一 政策等の評価の対象とした政策等の概要 
 二 政策等の評価を実施した時期 
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 三 政策等の評価の観点 
 四 政策等の効果の把握の手法及びその結果 
 五 秋田県政策評価委員会の意見 
 六 政策等の評価を行うに当たって使用した資料その他の情報に関する事項 
 七 政策等の評価の結果 
２ 実施機関は、前項の規定により評価調書を作成したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。 
 （政策等の評価の結果の活用） 
第七条 知事は、政策等の評価の結果を予算の編成及び県の総合的かつ基本的な計画の作

成等に活用するものとする。 
 （議会への報告） 
第八条 実施機関は、毎年度、政策等の評価の実施状況及び政策等の評価の結果の政策等

への反映状況に関する報告書を作成し、知事に送付しなければならない。 
２ 知事は、前項の規定により送付を受けた報告書をとりまとめ、議会に提出するととも

に、公表しなければならない。 
 （相互協力） 
第九条 実施機関は、政策等の評価を適切に実施するため、相互に必要な協力を行うもの

とする。 
 （委員会の設置及び所掌事務） 
第十条 第四条第三項の規定により、知事の諮問に応じ基本方針に関して調査審議させる

ため、秋田県政策評価委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
２ 委員会は、前項の規定による調査審議をするほか、実施機関の諮問に応じ政策等の評

価に関する事項を調査審議する。 
 （委員会の組織及び委員の任期） 
第十一条 委員会は、委員十人以内で組織する。 
２ 委員は、学識経験のある者のうちから、知事が任命する。 
３ 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
４ 委員は、再任されることができる。 
 （委員長） 
第十二条 委員会に、委員長を置く。 
２ 委員長は、委員の互選によって定める。 
３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 
４ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理す

る。 
 （委員会の会議） 
第十三条 委員会は、委員長が招集する。 
２ 委員長は、委員会の議長となる。 
３ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 
４ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 
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 （専門委員会） 
第十四条 委員会に、次の各号に掲げる専門委員会を置き、当該各号に定める事項を調査

審議する。 
 一 公共事業評価専門委員会 公共事業のうち基本方針で定めるものの評価に関するこ

と。 
 二 研究評価専門委員会 試験研究開発を実施することを目的とする事業のうち基本方

針で定めるものの評価に関すること。 
２ 委員会に、前項の規定により専門委員会の所掌に属させられた事項（以下「所掌事

項」という。）の調査審議をさせるため、専門委員を置く。 
３ 専門委員は、所掌事項に関し学識経験のある者のうちから、知事が任命する。 
４ 専門委員会に属すべき委員及び専門委員は、十五人以内とし、委員長が指名する。 
５ 第十一条第三項及び第四項の規定は専門委員について、前二条の規定は専門委員会に

ついて準用する。この場合において、これらの規定中「委員長」とあるのは「専門委員

長」と、「委員会」とあるのは「専門委員会」と、「委員」とあるのは「専門委員会に

属する委員及び専門委員」と読み替えるものとする。 
６ 所掌事項については、専門委員会の議決をもって委員会の議決とする。 
 （委任規定） 
第十五条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委

員会に諮って定める。 
 
   附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、平成十四年四月一日から施行する。 
 （特別職の職員で非常勤のものの報酬および費用弁償に関する条例の一部改正） 
２ 特別職の職員で非常勤のものの報酬および費用弁償に関する条例（昭和三十一年秋田

県条例第三十五号）の一部を次のように改正する。 
                         
  別表中「総合開発審議会の委員及び専門委員」を 
 
  「総合開発審議会の委員及び専門委員 
   政策評価委員会の委員及び専門委員」 に改める 
 
   附 則(平成一八年条例第四三号)抄 
  (施行期日) 
１ この条例は、平成十八年四月一日から施行する。 
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図
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 ○
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。
 

 
一
 
農
林
水
産
省
所
管
事
業
 

 
 
 
採
択
後
６
年
継
続
（
６
年
目
）
及
び
継
続
箇
所
評
価
後
６
 

 
 
年
継
続
（
６
年
目
）
し
た
事
業
箇
所
 

 
二
 
林
野
庁
所
管
事
業
 

 
 
 
採
択
後
６
年
継
続
（
６
年
目
）
及
び
継
続
箇
所
評
価
後

1
1
 

 
 
年
継
続
（
1
1
年
目
）
し
た
事
業
箇
所
 

 
三
 
水
産
庁
所
管
事
業
 

 
 
ア
 
採
択
後
６
年
継
続
（
６
年
目
）
及
び
継
続
箇
所
評
価
後
 

 
 
 
６
年
継
続
（
６
年
目
）
し
た
事
業
箇
所
 

 
 
イ
 
海
岸
事
業
で
、
採
択
後

1
1
年
継
続
（
1
1
年
目
）
し
た
事
 

 
 
 
業
箇
所
 

 
四
 
国
土
交
通
省
所
管
事
業
 

採
択
後
５
年
継
続
（
５
年
目
）
事
業
箇
所
及
び
継
続
箇
所
評

価
後
５
年
継
続
（
５
年
目
）
し
た
事
業
箇
所
 

 
五
 
県
単
独
事
業
 

 
 
 
着
手
後
５
年
目
及
び
継
続
箇
所
評
価
後
５
年
目
の
事
業
箇
 

 
 
所
 

 
た
だ
し
、
次
の
事
業
箇
所
を
除
く
。
 

 
一
 
災
害
復
旧
事
業
、
同
関
連
事
業
箇
所
 

 
二
 
維
持
修
繕
事
業
箇
所
 

 

 ○
必
要
性
 

 
 

 
 

○
緊
急
性
 

  
 

  
  
  
  
  
 
  
  

○
有
効
性
  
 
  
 
評
価
項
目
は
、
事
業
種
別
 

  
  
  
  
  
 
  
 
ご
と
に
設
定
  
  
 
  
  
  

 
 

○
効
率
性
 

  
 

 ○
熟
度
 

               

 （
反
映
）
 

○
継
続
箇
所
所
管
課
長
 

 
・
事
業
内
容
の
見
直
し
 

 
・
事
業
の
継
続
・
中
止
等
の
判
断
 

（
活
用
）
 

○
継
続
箇
所
所
管
課
長
 

 
・
予
算
要
求
の
説
明
資
料
 

○
農
林
水
産
部
長
、
建
設
部
長
及
び
財
政
課
 

長
 

 
・
予
算
編
成
の
検
討
資
料
  
  
  
 
  
  
  

                  

                             

 ■
終
了

箇
所
評
価
 

         

 ○
適
切

な
維
持
管
理
や
利
活
用
の
検
 

討
及
び
同
種
事
業
の
計
画
・
調
査
 

等
に
反
映
す
る
た
め
に
有
用
な
情
 

報
を
得
る
。
 

       

 ○
終
了
箇
所
所
管
課
長
 

 
（
11

月
末
日
ま
で
）
 

         

 ○
県
が
実
施
し
た
公
共
事
業
の
う
ち
、
総
事
業
費
が
 

10
億
円
以
上
で
、
か
つ
事
業
が
終
了
し
た
日
か
ら
 

２
年
を
経
過
し
た
日
の
属
す
る
年
度
が
令
和
７
年
 

度
で
あ
る
事
業
箇
所
。
 

 
た
だ
し
、
次
の
事
業
箇
所
を
除
く
。
 

 
一
 
災
害
復
旧
事
業
、
同
関
連
事
業
箇
所
 

 
二
 
維
持
修
繕
事
業
箇
所
 

    

 ○
有
効
性
 

 
・
住
民
満
足
度
の
状
況
 

 
・
事
業
目
標
の
達
成
状
況
 

○
効
率
性
 

 
・
事
業
の
経
済
性
の
妥
当
性
 

      

 （
反
映
）
 

○
終
了
箇
所
所
管
課
長
 

 
・
当
該
事
業
箇
所
の
維
持
管
理
 

 
・
同
種
事
業
の
計
画
・
調
査
 

（
活
用
）
 

○
終
了
箇
所
所
管
課
長
 

 
・
当
該
事
業
箇
所
の
維
持
管
理
や
利
活
用

の
あ
り
方
の
検
討
資
料
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令
和
７
年
度
 
知
事
が
行
う
政
策
等
の
評
価
に
関
す
る
実
施
計
画
の
概
要

 

 〔
研
究

課
題
評
価
〕
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  

評
価
の
種
類
 

目
 
 
的
 

実
施
主
体
・
時
期
 

対
 
 
象
 

観
 
 
点
 

評
価
結
果
の
政
策
等
 

へ
の
反
映
・
活
用
 

備
 
考
 

 ■
研
究

課
題
評
価
 

 （
目
的

設
定
）
 

（
中
間

評
価
）
 

（
事
後

評
価
）
 

                       

 ○
研
究

予
算
等
の
効
率
的
な
配
分
を
 

図
る
。
 

 ○
研
究

者
の
意
欲
の
向
上
等
、
柔
軟
 

か
つ
競
争
的
で
開
か
れ
た
研
究
開
 

発
環
境
を
実
現
す
る
。
 

 ○
県
民

に
対
す
る
説
明
責
任
を
果
た
 

す
と
と
も
に
、
研
究
開
発
に
対
す
 

る
県
民
の
理
解
と
支
持
を
得
る
。
 

                   

 ○
目
的
設
定
 

 
・
研
究
機
関
の
長
 

 
・
必
要
に
応
じ
て
外
部
有
識
者
等
の
 

 
意
見
聴
取

等
を
実
施
 

 
 
（
別
途
通
知
）
 

 ○
中
間
評
価
 

 
・
内
部
評
価
委
員
会
（
内
部
評
価
）
 

 
・
外
部
評
価
委
員
会
（
外
部
評
価
）
 

 
 
（
６
月
末
日
ま
で
）
 

 ○
事
後
評
価
 

 
・
内
部
評
価
委
員
会
（
内
部
評
価
）
 

 
・
外
部
評
価
委
員
会
（
外
部
評
価
）
 

 
 
（
６
月
末
日
ま
で
）
 

              

 ○
目
的
設
定
 

 
令
和
７
年
度
補
正
予
算
及
び
令
和
８
年
度
当
初

予
算
に
新
た
に
予
算
計
上
し
よ
う
と
す
る
研
究
課

題
 

 ○
中
間
評
価
 

 
令
和
６
年
度
以
前
に
着
手
し
、
令
和
７
年
度
に
予

算
計
上
し
て
い
る
研
究
課
題
、
及
び
研
究
期
間
を
延

長
し
よ
う
と
す
る
研
究
課
題
 

【
外
部
評
価
対
象
研
究
課
題
】
 

 
 
総
合
政
策
課
長
が
必
要
と
判
断
す
る
研
究
課
題
 

 ○
事
後
評
価
 

 
 
令
和
６
年
度
に
終
了
し
た
研
究
課
題
 

【
外
部
評
価
対
象
研
究
課
題
】
 

 
 
総
合
政
策
課
長
が
必
要
と
判
断
す
る
研
究
課
題
 

             

 （
目
的
設
定
）
 

 ○
必
要
性
 

 
・
政
策
的
妥
当
性
 

○
有
効
性
 

 
・
研
究
開
発
効
果
 

○
技
術
的
達
成
可
能
性
 

 
・
技
術
的
達
成
可
能
性
 

 
・
研
究
計
画
・
研
究
体
制
の
妥
当
性
 

 （
中
間
評
価
）
 

 ○
必
要
性
 

 
・
ニ
ー
ズ
の
状
況
変
化
 

○
有
効
性
 

 
・
効
果
 

○
目
標
達
成
可
能
性
 

 
・
進
捗
状
況
及
び
目
標
達
成
阻
害
要
因
 

 （
事
後
評
価
）
 

 ○
目
標
達
成
 

 
・
最
終
到
達
目
標
の
達
成
度
 

○
有
効
性
 

 
・
研
究
成
果
の
効
果
 

    

 （
目
的
設
定
）
 

 （
活
用
）
 

○
研
究
機
関
の
長
 

 
・
予
算
編
成
の
検
討
資
料
 

 
・
政
策
・
施
策
評
価
の
検
討
資
料
 

 （
中
間
評
価
）
 

 （
反
映
）
 

○
研
究
機
関
の
長
 

 
・
研
究
計
画
内
容
の
見
直
し
 

 
・
対
応
方
針
及
び
予
算
要
求
 

（
活
用
）
 

○
研
究
機
関
の
長
 

 
・
予
算
要
求
に
お
け
る
説
明
資
料
 

○
所
管
課
長
及
び
財
政
課
長
 

 
・
予
算
編
成
の
検
討
資
料
 

 （
事
後
評
価
）
 

 （
反
映
）
 

○
研
究
機
関
の
長
 

 
・
類
似
研
究
の
設
定
等
 

（
活
用
）
 

○
所
管
課
長
及
び
研
究
機
関
の
長
 

 
・
研
究
基
本
方
針
、
研
究
計
画
策
定
の
検
 

 
討
資
料
 

 

                              

    
  
  

  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
 
  
  
  
  
 
  
 

〔
経
営

評
価
〕

  
  
  
  
  
  
  
  
 
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
 
  
  
  
  
 
  
  
  
  
  

評
価
の
種
類
 

目
 
 
的
 

実
施
主
体
・
時
期
 

対
 
 
象
 

観
 
 
点
 

評
価
結
果
の
政
策
等
 

へ
の
反
映
・
活
用
 

備
 
考
 

 ■
経
営

評
価
 

       

 ○
事

業
会

計
の

経
営

状
況

に
つ

い
 

て
、
計
画
的
、
効
率
的
な
経
営
を
 

行
う
た
め
の
情
報
提
供
を
行
う
。
 

      

 ○
産
業
労
働
部
長
、
建
設
部
長
（
評
 
 

価
）
 

 
（
６
月
末
日
ま
で
）
 

      

 ○
企
業
会
計
に
よ
り
実
施
し
て
い
る
３
事
業
会
計
 

 
（
電
気
事
業
、
工
業
用
水
道
事
業
、
下
水
道
事
 
 

 
業
）
 

    
 

  

 ○
公
益
性
（
必
要
性
）
 

 
・
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
等
を
踏
ま
え
た

 
 

 
公
益
性
（
必
要
性
）
 

○
経
済
性
 

   
・
経
営
目
標
の
達
成
状
況
 

○
総
合
評
価
 

 
・
事
業
の
経
営
状
況
な
ど
か
ら
基
準
に
よ
 

 
 
り
決
定
  

 

 （
反
映
）
 

○
産
業
労
働
部
長
、
建
設
部
長
 

 
・
令
和
８
年
度
の
事
業
会
計
の
推
進
方
向
 

 
等
 

（
活
用
）
 

○
産
業
労
働
部
長
、
建
設
部
長
 

 
・
令
和
８
年
度
の
予
算
編
成
方
針
等
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令
和
７
年
度
 
教
育
委
員
会
が
行
う
政
策
等
の
評
価
に
関
す
る
実

施
計
画
の
概
要

 

評
価
の
種
類
 

目
 
 
的
 

実
施
主
体
・
時
期
 

対
 
 
象
 

観
 
 
点
 

評
価
結
果
の
政
策
等
 

へ
の
反
映
・
活
用
 

備
 
考
 

 ■
政
策

評
価
 

    

 ○
政
策

の
効
果
的
な
推
進
を
図
る
た
 

め
の
情
報
を
提
供
す
る
。
 

    

 ○
企
画
振
興
部
長
 

 
（
７
月
末
日
ま
で
）
 

    

 ○
新
秋
田
元
気
創
造
プ
ラ
ン
の
六
つ
の
重
点
戦
略
 

     

 ○
定
量
的
評
価
 

 
・
政
策
を
構
成
す
る
施
策
の
評
価
結
果
の

 
 

平
均
点
か
ら
判
定
 

○
定
性
的
評
価
 

 
・
必
要
に
応
じ
て
、
政
策
を
取
り
巻
く
社

 
 

会
経
済
状
況
等
か
ら
判
定
 

 （
活
用
）
 

○
企
画
振
興
部
長
及
び
教
育
委
員
会
 

・
総
合
計
画
に
掲
げ
る
政
策
の
効
果
的
な

推
進
 

  

       

 ■
施
策

評
価
 

        

 ○
施
策

の
効
果
的
な
推
進
を
図
る
た
 

め
の
情
報
を
提
供
す
る
。
 

        

 ○
教
育
委
員
会
 

 
（
７
月
の
教
育
委
員
会
会
議
で
実
 
 

 
施
）
 

       

 ○
新
秋
田
元
気
創
造
プ
ラ
ン
の
重
点
戦
略
に
掲
げ
る

29
の
施
策
と
基
本
政
策
に
掲
げ
る
７
の
施
策
か
ら

な
る
政
策
・
施
策
体
系
上
に
掲
げ
る

36
の
施
策
の

う
ち
、
教
育
委
員
会
が
所
掌
す
る
五
つ
の
施
策
 

 
・
秋
田
の
将
来
を
支
え
る
高
い
志
に
あ
ふ
れ
る
人
 

 
材
の
育
成
 

 
・
確
か
な
学
力
の
育
成
 

 
・
グ
ロ
ー
バ
ル
社
会
で
活
躍
で
き
る
人
材
の
育
成
 

 
・
豊
か
な
心
と
健
や
か
な
体
の
育
成
 

 
・
生
涯
に
わ
た
り
学
び
続
け
ら
れ
る
環
境
の
構
築
 

 ○
定
量
的
評
価
 

 
・
成
果
指
標
の
達
成
状
況
か
ら
判
定
 

○
定
性
的
評
価
 

 
・
考
慮
す
べ
き
場
合
に
は
、
経
過
検
証
 

 
指
標
の
状
況
や
施
策
の
成
果
、
外
的
 

 
要
因
等
か
ら
判
定
 

    

 （
活
用
）
 

○
企
画
振
興
部
長
及
び
教
育
委
員
会
 

・
総
合
計
画
に
掲
げ
る
施
策
の
効
果
的
な

推
進
 

      

           

 ■
事
業

評
価
 

 （
目
的

設
定
）
 

       

 ○
事
業

課
題
を
明
確
化
さ
せ
、
事
業
 

実
施
の
必
要
性
や
手
段
の
妥
当
性
 

を
考
察
し
、
事
業
実
施
に
よ
り
達
 

成
す

べ
き

状
態

を
明

ら
か

に
す
 

る
。
 

      

 ○
新
規
事
業
所
管
課
長
 

 
（
別
途
通
知
）
 

         

 ○
令
和
７
年
度
の
補
正
予
算
及
び
令
和
８
年
度
の
当
 

初
予
算
に
新
た
に
予
算
要
求
し
よ
う
と
す
る
新
規
 

事
業
（
災
害
復
旧
事
業
及
び
災
害
復
旧
に
関
連
す
 

る
事
業
、
県
有
施
設
の
維
持
修
繕
事
業
（
老
朽
化
 

や
故
障
等
に
よ
り
当
初
の
施
設
機
能
を
維
持
又
は
 

原
状

回
復

す
る

た
め

実
施

す
る

必
要

の
あ

る
事

 
業
）
及
び
解
体
撤
去
の
み
の
事
業
、
受
託
事
業
等
 

で
県
負
担
を
伴
わ
な
い
事
業
や
法
律
に
よ
り
実
施
 

が
定
め
ら
れ
て
い
る
事
務
で
県
の
政
策
関
与
が
生
 

じ
な
い
事
業
、
計
画
策
定
事
業
及
び
調
査
・
統
計
 

事
業
、
他
会
計
繰
出
金
、
公
債
費
を
除
く
）
 

 

 ○
必
要
性
 

 
・
現
状
の
課
題
に
照
ら
し
た
妥
当
性
 

○
有
効
性
 

 
・
手
段
の
妥
当
性
 

       

 （
活
用
）
 

○
新
規
事
業
所
管
課
長
 

 
・
予
算
要
求
説
明
資
料
 

 
・
事
業
実
施
の
た
め
の
資
料
 

○
教
育
委
員
会
、
総
合
政
策
課
長
及
び
財
政
 

課
長
 

 
・
予
算
編
成
の
検
討
資
料
  
 

    

   
  
  
  
  

  
 

         

 ■
事
業

評
価
 

 （
中
間

評
価
）
 

        

 ○
事
業

の
見
直
し
・
改
善
を
図
り
、
 

よ
り
効
果
的
か
つ
効
率
的
な
事
業
 

推
進
の
た
め
の
課
題
と
推
進
方
向
 

を
示
す
。
 

      

 ○
継
続
事
業
所
管
課
長
 

 
（
総
務
課
長
が
別
に
通
知
す
る
日
ま
 

で
）
 

       

 ○
当
初
予
算
に
計
上
さ
れ
て
い
る
継
続
事
業
で
あ
っ
 

て
政
策
予
算
に
係
る
事
業
。
 

 
た
だ
し
、
目
的
設
定
の
対
象
外
事
業
及
び
次
に
掲
 

げ
る
事
業
を
除
く
。
 

一
 
前
年
度
の
年
間
事
業
費
が

30
0
万
円
未
満
の

も
の
。
 

二
 
そ
の
他
 

 
ア
 
基
盤
・
施
設
整
備
事
業
 

 
イ
 
決
定
済
み
の
補
助
金
交
付
事
業
 

 

 ○
必
要
性
 

 
・
現
状
の
課
題
に
照
ら
し
た
妥
当
性
 

○
有
効
性
 

 
・
事
業
目
標
の
達
成
状
況
 

○
効
率
性
 

 
・
限
ら
れ
た
予
算
で
効
果
を
発
揮
す
る
た

 
 

め
の
取
組
状
況
 

   

 （
反
映
）
 

○
継
続
事
業
所
管
課
長
 

 
・
事
業
内
容
や
事
業
量
の
見
直
し
 

 
・
事
業
の
優
先
度
の
判
定
 

（
活
用
）
 

○
継
続
事
業
所
管
課
長
 

 
・
予
算
要
求
説
明
資
料
 

○
教
育
委
員
会
、
総
合
政
策
課
長
及
び
財
政
 

課
長
 

 
・
予
算
編
成
の
検
討
資
料
 

          

 ■
事
業

評
価
 

 （
事
後

評
価
）
 

       

 ○
類
似

事
業
の
企
画
立
案
、
当
該
事
 

業
に
よ
り
整
備
さ
れ
た
施
設
等
の
 

効
果
的
・
効
率
的
な
利
活
用
に
有
 

用
な
情
報
を
提
供
す
る
。
 

     

 ○
終
了
事
業
所
管
課
長
 

 
（
総
務
課
長
が
別
に
通
知
す
る
日
ま
 

で
）
 

      

 ○
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
事
業
を
対
象
と
し
て
 

 
実
施
す
る
。
 

 
 
一
 
大
規
模
事
業
 

 
 
 
事
業
費
が

10
億
円
以
上
の
基
盤
・
施
設
整
備
 

 
 
事
業
で
、
令
和
元
年
度
又
は
令
和
５
年
度
に
 

 
 
完
了
し
た
も
の
 

 
 
二
 
ソ
フ
ト
事
業
 

 
 
 
最
終
年
度
決
算
額
が
１
千
万
円
以
上
の
事
業
 

 
 
で
、
令
和
６
年
度
に
終
了
し
た
も
の
 

 ○
有
効
性
 

 
・
事
業
目
標
の
達
成
状
況
 

○
効
率
性
 

 
・
限
ら
れ
た
予
算
で
効
果
を
発
揮
す
る
た

 
 

め
の
取
組
状
況
 

    

 （
反
映
）
 

○
終
了
事
業
所
管
課
長
 

 
・
将
来
の
類
似
事
業
の
企
画
立
案
 

 
・
当
該
事
業
に
よ
っ
て
整
備
さ
れ
た
施
設
 

 
等
の
管
理
・
運
営
 

（
活
用
）
 

○
終
了
事
業
所
管
課
長
 

 
・
当
該
事
業
を
含
む
基
本
方
針
や
計
画
策
 

 
定
の
際
の
検
討
資
料
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令
和
７
年
度

公
安
委
員
会
及
び
警
察
本
部
長
が
行
う
政
策
等
の
評
価
に
関
す
る
実
施
計
画
の
概
要

備
考

評
価
の
種
類

目
的

実
施
主
体
・
時
期

対
象

観
点

評
価
結
果
の
政
策
等

へ
の
反
映
・
活
用

○
政
策
の
推
進
途
上
に
お
い
て
、
政

○
秋
田
県
公
安
委
員
会
と
秋
田
県
警
察

○
「
令
和
６
年
秋
田
県
警
察
運
営
の
基
本
方
針
と
重

○
定
量
的
評
価

（
活
用
）

策
の
推
進
状
況
や
推
進
上
の
課
題

本
部
長
が
共
同
で
実
施

点
目
標
」
の
基
本
方
針

・
政
策
を
構
成
す
る
施
策
の
評
価
結
果
の

○
「
令
和
８
年
秋
田
県
警
察
運
営
の
基
本
方

■
政
策
評
価

の
抽
出
、
今
後
の
推
進
方
向
な

（
７
月
上
旬
ま
で
実
施
）

平
均
点
か
ら
判
定

針
と
重
点
目
標
」
の
策
定
、
政
策
の
効
果

ど
、
政
策
の
効
果
的
な
推
進
を
図

安
全
で
安
心
な
秋
田
の
実
現

○
定
性
的
評
価

的
な
推
進

る
た
め
の
情
報
を
提
供
す
る
。

・
必
要
に
応
じ
て
政
策
を
取
り
巻
く
社
会

情
勢
等
か
ら
判
定

○
施
策
の
推
進
途
上
に
お
い
て
、
施

○
施
策
所
管
部
長

○
政
策
評
価
を
実
施
す
る
「
令
和
６
年
秋
田
県
警
察

○
定
量
的
評
価

（
活
用
）

策
の
推
進
状
況
や
推
進
上
の
課
題

（
６
月
1
1
日
ま
で
実
施
）

運
営
の
基
本
方
針
と
重
点
目
標
」
の
「
重
点
目

・
成
果
指
標
の
達
成
状
況
か
ら
判
定

○
「
令
和
８
年
秋
田
県
警
察
運
営
の
基
本
方

■
施
策
評
価

の
抽
出
、
今
後
の
推
進
方
向
な
ど

標
」
の
う
ち
、
次
の
２
項
目

○
定
性
的
評
価

針
と
重
点
目
標
」
の
策
定
、
各
施
策
の
効

政
策
の
効
果
的
な
推
進
を
図
る
た

・
考
慮
す
べ
き
場
合
に
は
、
経
過
検
証
指

果
的
な
推
進

め
の
情
報
を
提
供
す
る
。

１
県
民
を
犯
罪
等
か
ら
守
る
た
め
の
取
組

標
の
状
況
や
施
策
の
成
果
、
外
的
要
因

２
交
通
事
故
防
止
の
た
め
の
総
合
的
な
取
組

等
か
ら
判
定

○
事
業
課
題
を
明
確
化
さ
せ
、
事
業

○
新
規
事
業
所
管
所
属
長

○
令
和
７
年
度
補
正
予
算
及
び
令
和
８
年
度
当
初
予

○
必
要
性

（
活
用
）

実
施
の
必
要
性
や
手
段
の
妥
当
性

（
６
月
４
日
ま
で
実
施
）

算
に
新
た
に
予
算
要
求
す
る
新
規
事
業
で
あ
り
、

・
現
状
の
課
題
に
照
ら
し
た
妥
当
性

○
新
規
事
業
所
所
管
所
属
長

■
事
業
評
価

を
考
察
し
、
事
業
実
施
に
よ
り
達

警
察
基
本
方
針
等
に
関
係
す
る
政
策
経
費
事
業
を

○
有
効
性

・
予
算
要
求
説
明
資
料

成
す
べ
き
状
態
を
明
ら
か
に
す

対
象
（
予
算
見
積
書
を
単
位
）

・
手
段
の
妥
当
性

・
事
業
実
施
の
た
め
の
資
料

（
目
的
設
定
）

る
。

・
県
有
施
設
の
維
持
修
繕
事
業
、
解
体
撤
去
の
み

○
各
部
長
、
警
務
課
長
及
び
会
計
課
長

の
事
業
（
交
通
の
安
全
を
確
保
す
る
目
的
の
事

・
予
算
編
成
や
政
策
・
施
策
評
価
の
検
討

業
は
こ
の
限
り
で
は
な
い

、
受
託
事
業
等
で

資
料

。
）

県
負
担
を
伴
わ
な
い
事
業
、
法
律
に
よ
り
実
施

が
定
め
ら
れ
て
い
る
事
務
で
県
の
政
策
関
与
が

生
じ
な
い
事
業
、
県
警
察
内
部
の
組
織
機
構
等

の
管
理
運
営
に
関
す
る
事
業
、
計
画
策
定
事

業
、
調
査
・
統
計
事
業
、
公
共
事
業
箇
所
評
価

の
対
象
事
業
を
除
く

○
事
業
の
見
直
し
や
改
善
を
図
り
、

○
継
続
事
業
所
管
所
属
長

○
令
和
７
年
度
の
当
初
予
算
に
計
上
さ
れ
て
い
る
継

○
必
要
性

（
反
映
）

よ
り
効
果
的
、
効
率
的
な
事
業
推

（
６
月
４
日
ま
で
実
施
）

続
事
業
で
あ
っ
て
、
政
策
予
算
に
係
る
事
業
を
対

・
現
状
の
課
題
に
照
ら
し
た
妥
当
性

○
継
続
事
業
所
管
所
属
長

■
事
業
評
価

進
の
た
め
の
課
題
と
推
進
方
向
を

象
と
す
る
。
た
だ
し
、
次
に
掲
げ
る
事
業
を
除

○
有
効
性

・
事
業
内
容
の
見
直
し

示
す
。

く
。

・
事
業
目
標
の
達
成
状
況

・
事
業
の
優
先
順
位
等
の
精
査

（
中
間
評
価
）

１
基
盤
・
施
設
整
備
事
業
（
当
該
事
業
に
係
る

○
効
率
性

（
活
用
）

調
査
・
設
計
を
含
む

、
県
有
施
設
等
の
維

・
限
ら
れ
た
予
算
で
効
果
を
発
揮
す
る
た

○
継
続
事
業
所
管
所
属
長

。
）

持
事
業
、
部
内
事
業
で
直
接
県
民
を
対
象
と

め
の
取
組
状
況

・
予
算
要
求
説
明
資
料

し
な
い
事
業

○
各
部
長
、
警
務
課
長
及
び
会
計
課
長

２
決
定
済
み
の
補
助
金
交
付
事
業
（
利
子
補
給

・
予
算
編
成
や
政
策
・
施
策
評
価
の
検
討

金
等
）

資
料

○
類
似
事
業
の
企
画
立
案
、
当
該
事

○
終
了
事
業
所
管
所
属
長

○
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
事
業
を
対
象
と
す

○
有
効
性

（
反
映
）

業
に
よ
り
整
備
さ
れ
た
施
設
等
の

（
６
月
４
日
ま
で
実
施
）

る
。

・
事
業
目
標
の
達
成
状
況

○
終
了
事
業
所
管
所
属
長

■
事
業
評
価

効
果
的
、
効
率
的
な
利
活
用
に
有

１
大
規
模
事
業

○
効
率
性

・
当
該
事
業
に
よ
っ
て
整
備
さ
れ
た
施
設

用
な
情
報
を
提
供
す
る
。

・
事
業
費
が
1
0
億
円
以
上
の
基
盤
・
施
設
整

・
限
ら
れ
た
予
算
で
効
果
を
発
揮
す
る
た

の
管
理
・
運
営

（
事
後
評
価
）

備
事
業
で
、
当
該
事
業
が
終
了
し
た
日
か

め
の
取
組
状
況

・
将
来
の
類
似
事
業
の
企
画
立
案

ら
２
年
又
は
６
年
を
経
過
し
た
日
の
属
す

（
活
用
）

る
年
度
が
令
和
７
年
度
で
あ
る
も
の

○
終
了
事
業
所
管
所
属
長

２
ソ
フ
ト
事
業

・
当
該
事
業
を
含
む
方
針
や
計
画
策
定
の

・
最
終
年
度
決
算
額
（
見
込
み
を
含
む
）
が

際
の
検
討
資
料
に
活
用

１
千
万
円
以
上
で
、
令
和
６
年
度
に
終
了

し
た
も
の
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政策（６） 施策（３６）

１　産業構造の変化に対応した県内産業の競争力の強化
２　地域資源を生かした成長産業の発展
３　歴史と風土に培われた地域産業の活性化
４　産業振興を支える投資の拡大

１　農業の食料供給力の強化
２　林業・木材産業の成長産業化
３　水産業の持続的な発展
４　農山漁村の活性化

１　「何度でも訪れたくなるあきた」の創出
２　「美酒・美食のあきた」の創造
３　文化芸術の力による魅力ある地域の創生
４　活気あふれる「スポーツ立県あきた」の実現
５　国内外との交流と住民の暮らしを支える交通ネットワークの構築

１　新たな人の流れの創出
２　結婚・出産・子育ての希望がかなう社会の実現
３　女性・若者が活躍できる社会の実現
４　変革する時代に対応した地域社会の構築
５　脱炭素の実現を目指す地域社会の形成
６　行政サービスの向上

１　健康寿命日本一の実現
２　安心で質の高い医療の提供
３　高齢者と障害者の暮らしを支える体制の強化
４　誰もが安全・安心を実感できる地域共生社会の実現

１　秋田の将来を支える高い志にあふれる人材の育成　※
２　確かな学力の育成　※
３　グローバル社会で活躍できる人材の育成　※
４　豊かな心と健やかな体の育成　※
５　地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機関の機能の強化
６　生涯にわたり学び続けられる環境の構築　※

１　強靭な県土の実現と防災力の強化

２　交流を支える交通基盤の強化

１　犯罪・事故のない地域の実現
２　快適で暮らしやすい生活の実現

３　安らげる生活基盤の創出

１　良好な環境の保全

２　豊かな自然の保全

（※教育委員会が所管する施策）　　　　　　  

政策及び施策の体系（新秋田元気創造プラン）

１
　
重
点
戦
略

戦略１　産業・雇用戦略

戦略２　農林水産戦略

戦略３　観光・交流戦略

戦略４　未来創造・地域社会戦略

戦略５　健康・医療・福祉戦略

戦略６　教育・人づくり戦略

２
　
基
本
政
策

基本政策１　防災減災・交通基盤

基本政策２　生活環境

基本政策３　自然環境

参考資料３
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政策（１） 施策（２）

１　県民を犯罪等から守るための取組

２　交通事故防止のための総合的な取組

政　策　及　び　施　策　の　体　系　（公安委員会・警察本部長）

秋
田
県
警
察
運
営
の

基
本
方
針

安全で安心な秋田の実現
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■　秋田県政策評価委員会委員名簿
（五十音順、敬称略）

氏　   名 　所　属　・　役　職 摘　要

池　村　好　道
　秋田大学　名誉教授
　白鷗大学　名誉教授

・委員長
・政策等評価制度調査検討会議
  委員

石　沢　真　貴 　秋田大学教育文化学部　教授
・政策等評価制度調査検討会議
  委員

木　村　まゆみ 　食naviステーション　代表

佐　藤　雅　彦 　一般財団法人秋田経済研究所　専務理事兼所長 ・公共事業評価専門委員会委員

曽　我　章　生 　日本労働組合総連合会秋田県連合会　事務局長

中　村　浩　三 　秋田県社会保険労務士会　副会長

福　岡　真理子
　一般社団法人あきた地球環境会議
　理事兼事務局長

・政策等評価制度調査検討会議
  委員

綿　引　かおる 　フリーアナウンサー

参考資料４
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■　秋田県政策評価委員会公共事業評価専門委員会委員名簿
（五十音順、敬称略）

氏　　　名 　所　属　・　役　職

一　色　順　子 　秋田県防災アドバイザー

荻　野　俊　寛 　秋田大学大学院理工学研究科　准教授

込　山　敦　司 　秋田県立大学システム科学技術学部建築環境システム学科　准教授

酒　井　　　浩 　秋田県森林インストラクター会　会長

佐　藤　利　規 　セイコーグランドホテル　代表

佐　藤　雅　彦 　一般財団法人秋田経済研究所　専務理事　所長

関　口　久美子 　株式会社トースト　常務取締役

徳　重　英　信 　秋田大学大学院理工学研究科　教授

永　吉　武　志 　秋田県立大学生物資源科学部アグリビジネス学科　准教授

名　取　洋　司 　国際教養大学　准教授

■　秋田県政策評価委員会研究評価専門委員会委員名簿

（五十音順、敬称略）

氏　　　名 　所　属　・　役　職

青　山　亜起菜 株式会社青山精工　代表取締役

安　藤　大　輔 株式会社安藤醸造　代表取締役社長

池　本　　　敦 秋田大学教育文化学部地域文化学科　教授

大　浦　典　子
国立研究開発法人　農業・食品産業技術総合研究機構
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